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港区平和都市宣言 

 

 かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

 私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

 このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

 私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

港  区   
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素案策定に当たって 

「港区地域保健福祉計画」「港区高齢者保健福祉計画」「港区障害者計画」

は、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度までの６年間の保健福祉施策

を総合的かつ計画的に推進するための道標です。三つの計画は、より全体像を

捉えやすくするために、一体的な計画として策定しました。 

本素案の策定に当たっては、法制度の改正や人口増加等を踏まえながら、令

和元（2019）年度に実施した「港区保健福祉基礎調査」結果、公募区民・学識

経験者・保健福祉関係団体の委員で構成する「港区地域保健福祉推進協議会」

からの意見等を通じ、計画の実施事業等の検討を進めてきました。 

こうした中、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大が、人々の命や健

康を脅かすとともに、子育て、福祉、地域コミュニティなど多方面に影響を及ぼ

し、これまでの暮らしを根底から揺るがす大きな危機をもたらしました。 

この危機を乗り越え、安全で安心して健康に暮らし続けることのできる仕組

みや基盤の充実を図るとともに、区民一人ひとりがこれまで以上に尊重され、多

様性を認め合うことを本計画ではめざしています。 

区は、本計画のもと、ライフステージに応じた切れ目のない保健福祉施策の展

開と、子ども、高齢者、障害者、生活困窮などの世代や制度を特定しない、分野

を横断した総合的な取組を進めます。その実現の手段として、令和４（2022）年

度に福祉総合窓口を開設し、各世帯の課題に総合的に対応する相談支援体制を

整備します。 

さらに、区民の皆様、関係団体、地域福祉活動団体や事業者の方々と力を合わ

せ、本計画がめざす将来像である「誰もが住み慣れた地域で、自分らしく、健や

かに安心して暮らし続けることのできる、支え合いの地域社会」の実現に向け、

全力を尽くしていきます。 

本素案について、区民の皆様等からのご意見を伺うとともに、今後の状況変

化等を踏まえ更に検討を重ね、令和３（2021）年２月上旬を目途に、地域保健

福祉計画等を策定する予定です。 
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第１部 総論 
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１ 計画策定の背景と目的 
 

港区では、平成 27（2015）年度から令和２（2020）年度までの６年間を計

画期間として「地域保健福祉計画（市町村健康増進計画を包含）」を策定し、

住み慣れた地域で生涯をとおして、いきいきと健やかに自立して暮らすこと

ができる地域社会の確立に向け、地域保健福祉施策を総合的かつ計画的に進

めてきました。 

この間、地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進を目的として、「地

域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」に

より社会福祉法の一部が改正（平成 30（2018）年４月１日施行）されました。

同改正では、区市町村に対し、高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その

他の福祉に関し共通して取り組むべき事項等を「市町村地域保健福祉計画」

として一体的に定めることを努力義務として求めています。 

また、令和２（2020）年６月には「地域共生社会の実現のための社会福祉

法等の一部を改正する法律」が公布され、「社会福祉法」「介護保険法」「老

人福祉法」などが改正されました。地域共生社会の実現を図るため、地域生

活課題の解決に役立つ支援を包括的に進めていくことなどがこの改正の趣旨

となっています。 

一方、東京都は、「『未来の東京』戦略ビジョン」（令和元（2019）年 12

月）とその実行プランである「『３つのシティ』（※）の実現に向けた政策の

強化（2020年度）」（令和２（2020）年１月）を通じ、子育て、長寿、ダイ

バーシティ等、計画に関わるビジョンや戦略を提示しています。 

※『３つのシティ』：「セーフシティ」「ダイバーシティ」「スマートシティ」 

港区においては、区民ニーズや社会経済情勢の変化に即した施策の充実等

に取り組み、福祉課題の解決に一定の成果を上げてきました。しかし、昨今

の福祉現場においては、子ども、高齢、障害、生活困窮など特定分野における
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支援だけでは解決の難しい複合的な問題が数多く生じており、分野横断的な

対策が求められています。こうしたことを受け、区では令和４（2022）年度に

福祉総合窓口を設置することにしています。また、区は政令指定を受けて児

童相談所設置市となり、令和３（2021）年４月に児童相談所を開設します。区

は、新たに里親認定、保育園の認可、療育手帳に係る判定などの役割も担い、

子どもに関わる様々な問題に対して、切れ目のない一貫した支援に取り組み

ます。 

一方、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大を受け、社会には大

きな変化が求められています。今後は、新型コロナウイルス感染症への対応

知見を基に、感染症への備えを強化するほか、感染症対策に配慮した福祉サー

ビスの提供方法を確立するなど、これまで以上に安全で安心に配慮した施策

の展開が求められます。 

こうした動きを踏まえ、全ての区民が住み慣れた地域で、ライフステージ

に応じていきいきと安全で安心に暮らし続けることができる、地域共生社会

の実現をめざし、保健福祉施策を包括的に推進する計画として「港区地域保

健福祉計画」「港区高齢者保健福祉計画」「港区障害者計画」を一体的に策定

します。 

 

２ 計画の位置付け 
 

「港区地域保健福祉計画」は「社会福祉法」に定める「市町村地域福祉計画」

として位置付け、「健康増進法」に定める「市町村健康増進計画」を包含しま

す。また、区が独自に策定している「港区がん対策推進アクションプラン」

は、現行計画が令和２（2020）年度に終了することから本計画に統合します。 

「港区高齢者保健福祉計画」は「老人福祉法」に定める「市町村老人福祉計

画」、「港区障害者計画」は「障害者基本法」に定める「市町村障害者計画」

として位置付け、「港区地域保健福祉計画」「港区高齢者保健福祉計画」「港

区障害者計画」を一体的な計画として分野横断的に策定します。これにより、

保健福祉施策の一覧性を高め、より区民に分かりやすい計画とします。 
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なお、３年ごとの事業量算定が必要な、「介護保険法」に定める「第８期

港区介護保険事業計画」、「障害者総合支援法」に定める「第６期港区障害福

祉計画（「児童福祉法」に定める第２期港区障害児福祉計画を包含）」は別冊

とします。 

また、本計画の策定に当たっては、上位計画である「港区基本計画（令和

３（2021）年度～令和８（2026）年度）」や、令和２（2020）年３月に策定し

た「港区子ども・子育て支援事業計画」等と整合・連携を図ります。 
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３ 計画の対象とする期間 
 

本計画の対象とする期間は、令和３（2021）年度から令和８（2026）年度

までの６年間とします。計画期間を前期と後期に区分し、３年目となる令和

５（2023）年度に見直します。ただし、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り社会状況が大きく変化し、計画の根幹である人口推計や財政計画を修正す

る必要が生じた場合は、取組事業の年次計画など実施計画を変更することと

します。 

 

４ 計画の策定経過 
 

計画の策定に当たり、区の内部検討組織として、副区長を本部長とする港

区地域保健福祉推進本部及び課長級職員で構成する幹事会を設置し、計画策

定に係る協議・検討を行いました。 

また、区の外部検討組織として、有識者、福祉・地域関係団体の代表者、

公募区民等で構成する「港区地域保健福祉推進協議会」を設置し、各分野に

ついて横断的に計画策定に関する協議を行いました。さらに、同協議会には、

子ども・子育て、高齢者（介護保険含む）、障害者、健康づくり・保健の分科

会を置き、計画策定の検討を行いました。 

このほか、令和元（2019）年度に実施した「港区保健福祉基礎調査」のほ

か、みなとタウンフォーラムや区民参画組織からの提言等を踏まえ、令和２

（2020）年 11月に計画素案を作成しました。また、同年 12月には各地区で区

民説明会を開催したほか、広報みなとや区ホームページで区民意見等を募集

し、そこでいただいた意見を反映した上で、本計画を策定しました。 
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５ 計画の推進・評価体制 
 

本計画を実効性のあるものとするため、ＰＤＣＡサイクル（計画、実行、

評価、見直し）に沿って、目標の達成状況を定期的に点検・評価し、継続的に

改善を図ります。 

本計画の進捗を適切に管理するため、「港区地域保健福祉推進協議会」に

進捗状況を報告し、施策全体の進捗を包括的に点検・評価します。必要に応

じて、事業の見直し等についても協議します。 

 

ＰＤＣＡサイクル 
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１ 港区の現状と各分野の動向 
 

（１）港区の人口動態 

港区人口推計（※）によると、令和２（2020）年 10 月の人口は約 26 万人

（外国人を含む）ですが、本計画の最終年度である令和８（2026）年 10 月に

は約 28 万５千人になる見通しです。年少人口（０～14 歳）、生産年齢人口

（15～64歳）及び老年人口（65 歳以上）のいずれも増加する見込みです。 

年齢３区分別人口で比較すると、年少人口が各区分の中で最も増加率が大

きくなることが見込まれています。15～49 歳の女性人口が増加する見込みか

ら、これに併せて０歳人口についても増加が見込まれており、子育て世帯の

増加が考えられます。０歳人口は、令和２（2020）年 10月現在 2,652人です

が、令和８（2026）年 10月には 2,971人まで増加する見込みです。また、老

年人口は、令和２（2020）年 10 月現在 44,174 人ですが、令和８（2026）年

10 月には 47,412 人まで増加するものと予測されます。老年人口の内訳を見

ると、令和２（2020）年 10月現在、前期高齢者（65～74歳）が 21,518人、

後期高齢者（75歳以上）が 22,656人であり、後期高齢者の人数が前期高齢者

を上回っています。 

これらの推計値は、令和２（2020）年 10 月１日時点での統計数値を基に推

計を行った結果ですが、今後の区を取り巻く社会環境の変化に伴い、実際の

人口が想定人口に達しない、又は上回る可能性もあります。また、他自治体

に比べ総人口に占める比率が高い外国人人口は、世界規模での社会経済情勢

の影響を受け大きく変動します。新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

り国が一定の外国人に対して入国制限を行っていることもあり、減少の傾向

が見られます。この減少が短期的なものであるかを引き続き注視するととも

に、人口動向を継続的に分析し推計を行っていく必要があります。 

※港区人口推計は、令和２（2020）年 10 月１日現在の人口（259,893 人）を基準人口とし、

推計を行っています。 

 

第２章 港区を取り巻く状況 
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人口の推移（予測含む） 

 

 

 

３区分の人口の推移（予測含む） 
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（２）新型コロナウイルス感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、人々の命や健康を脅か

すとともに、子育て、福祉、地域コミュニティなど多方面に影響を及ぼし、大

きな社会変化をもたらしました。 

区は、区民の最も身近な行政機関として、国や東京都の施策に加え、区独

自に感染症対策として感染症専門アドバイザーの配置や、子育て、高齢者、

障害者、生活困窮者等への支援などを積極的に行ってきました。 

新型コロナウイルス感染症の感染状況や社会に与える影響は日々変化しま

す。今後は、新しい生活様式の徹底などこれまで以上に安全・安心に配慮し

た保健福祉施策を展開していく必要があります。 

 

（３）各分野の動向 
 

子ども・子育て分野 

 平成 28（2016）年６月には、「児童福祉法」が改正され、平成 29（2017）年

４月以降、特別区においても児童相談所の設置が可能となり、区は、児童相

談所の設置を決定しました。 

 子どもと家庭の状況に応じた支援機能と児童相談所の専門機能を一体化さ

せ、総合的に支援していくため、児童相談所、子ども家庭支援センター、母

子生活支援施設の複合施設である（仮称）港区子ども家庭総合支援センター

（令和３（2021）年４月開設予定）の開設準備を進めています。 

 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が令和元（2019）年６月に改正さ

れ、子どもの貧困対策の一層の推進を図るため、区市町村が子どもの貧困対

策についての計画を定めることが努力義務化されました。 

 東京都は、「『３つのシティ』の実現に向けた政策の強化（2020 年度）」の中

で、出産・子育てに関わる家族の負担を社会全体で支え、子どもが過ごしや

すい地域のまちづくりを進めることを掲げています。 
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高齢者分野 

 国が、令和元（2019）年６月に策定した「認知症施策推進大綱」では、認知

症との「共生（認知症の人が尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、認

知症があってもなくても同じ社会でともに生きる）」と「予防（認知症の発

症を遅らせ、進行を緩やかにする）」の観点で施策を推進することが求めら

れています。 

 令和元（2019）年 12 月に取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関す

る意見」（社会保障審議会介護保険部会）では、団塊ジュニア世代が高齢者

となり現役世代が急激に減少する令和 22（2040）年頃を見据え、多様な就

労・社会参加ができる環境整備と、前提となる介護予防・健康づくりの取組

の強化があらためて求められています。 

 東京都は、「『未来の東京』戦略ビジョン」（令和元（2019）年 12 月）や「『３

つのシティ』の実現に向けた政策の強化（2020年度）」（令和２（2020）年１

月）において、「長寿（Chōju）社会」の実現をめざし、認知症対策や高齢者

が元気に暮らし活躍できる地域づくりについて示しています。 

 

障害者分野 

 「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」が令和元（2019）年

６月に成立し、障害の有無にかかわらず、全ての国民が等しく読書を通じて

文字・活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現をめざすため、地

域の実情を踏まえた施策を策定し、実施することが義務化されました。 

 聴覚障害者等による電話の利用の円滑化を図るため、「聴覚障害者等による

電話の利用の円滑化に関する法律」が令和２（2020）年６月に成立しました。 

 東京都は、「『３つのシティ』の実現に向けた政策の強化（2020 年度）」の中

で、ダイバーシティ・共生社会戦略として、障害者を含む多様な人が支え合

う社会の実現を掲げています。 

 区は、障害者が自分らしくいきいきと暮らすことができる地域共生社会の実

現をめざし、令和元（2019）年 10 月に「港区手話言語の理解の促進及び障

害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条例」を制定しました。 
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健康づくり・保健分野 

 令和元（2019）年 12 月に「母子保健法」の一部が改正され、産後ケア事業

が法制化しました。 

 令和２（2020）年２月に新型コロナウイルス感染症が指定感染症になりまし

た。感染拡大防止や社会情勢の変化を考慮しながら、区民の健康・安全を守

る施策や事業を推進していくことが求められています。 

 風しんの追加的対策として、風しんの予防接種を公的に受ける機会がなかっ

た昭和 37（1962）年４月２日から昭和 54（1979）年４月１日までに生まれ

た男性を対象に、抗体検査と第５期定期接種を令和元（2019）年度から令和

３（2021）年度まで実施しています。 

 令和２（2020）年１月の「予防接種法施行令の一部を改正する政令」等の公

布に伴い、ロタウイルス感染症が予防接種法上のＡ類疾病に追加され、令和

２（2020）年 10 月から定期予防接種の対象となりました。 

 令和２（2020）年４月に、改正された「健康増進法」及び「東京都受動喫煙

防止条例」が全面施行され、多くの人が利用する施設について受動喫煙防止

対策が義務付けられました。 

 

生活福祉分野 

 「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改

正する法律」が平成 30（2018）年６月に成立し、生活困窮者等の一層の自立

の促進を図るため、「生活保護法」「生活困窮者自立支援法」等の一部が改正

されました。 

 厚生労働省は、令和元（2019）年６月 14 日付けで、通知「ひきこもりの状

態にある方やその家族から相談があった際の自立相談支援機関における対

応について」を発出し、ひきこもり状態にある方やその家族に対する自立相

談支援機関の対応の強化を求めています。 
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 東京都は、ホームレスの一日も早い自立をめざし、平成 31（2019）年３月に

「ホームレスの自立支援等に関する東京都実施計画（第４次）」を策定しまし

た。 

 

地域福祉分野 

 令和２（2020）年６月に「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部

を改正する法律」が公布され、「社会福祉法」「介護保険法」「老人福祉法」な

どが改正されました。地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する

ため、区市町村の包括的な支援体制の構築の支援を行うことなどが改正の趣

旨となっています。 

 区は、８０５０問題（※）などの複合的な課題に対応するため、包括的な相

談体制を整備します。福祉に関するあらゆる相談に対応するため、福祉総合

窓口の設置や、相談窓口と関係機関等との連携を推進します。 

※８０５０問題：80 代の親が 50 代の子どもの生活を支える問題 

 区は、利用者の意思決定支援や身上保護を重視した支援を行えるよう制度の

運用を図ることとして、平成 30（2018）年 12月に「港区成年後見制度利用

促進基本計画」を策定し、区が中核機関となって、港区社会福祉協議会と一

体的に制度の理解と利用の促進を図っています。 
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２ 計画計上事業の進捗状況（調整中） 
 

（１）進捗の概要 
 

調査対象  

「港区地域保健福祉計画」個別事業計画計上事業及び施策の体系頁掲載事業 

 

調査方法 

各課調査 

 

調査実施期間 

令和２（2020）年３月～４月（基準日：令和２（2020）年３月 31日現在） 

 

結果概要 

分野 事業数 

 進捗状況 

（令和元年度末） うち 

年次計画 

掲載事業数 計画どおり 一部遅延 未着手 

子ども・子育て ８７ ６ ８２ ５ ０ 

高齢者 ８５ ７ ８３ ２ ０ 

障害者 ６６ ７ ６５ １ ０ 

健康づくり・保健 ５４ ０ ５４ ０ ０ 

生活福祉  ８ ０  ８ ０ ０ 

地域福祉 ３４ ０ ３４ ０ ０ 

 

（２）現行計画における成果 
 

子ども・子育て 

 区立認可保育園や港区保育室の開設、私立認可保育園の誘致等により、平成

30（2018）年４月に 577人、平成 31（2019）年４月に 591人の保育定員の拡

大を行い、平成 31（2019）年４月時点での待機児童ゼロを達成しました。そ

の後も令和２（2020）年１月に区立元麻布保育園を新設するとともに、私立

認可保育園を令和元（2019）年６月・８月にそれぞれ１園ずつ、令和２（2020）

年４月に７園を誘致するなど、586人の保育定員を拡大することで、令和２

（2020）年４月には、２年連続で待機児童ゼロとなりました。 
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 子どもを守る地域ネットワーク巡回支援事業において、公私立保育園・幼稚

園や公立小・中学校、児童館等 189か所を 616回訪問し、課題や不安を抱え

る家庭の情報を収集して早期の支援につなげました。また、児童館・子ども

中高生プラザを新たに訪問する関係機関に加えました。 

 子どもの未来応援施策の普及・啓発として、令和元（2019）年 10 月に民生

児童委員等を対象に出張講座を、12 月に「子どもの権利」をテーマに子ど

も、保護者、地域住民等を対象に子どもの未来応援施策の理解促進を図るイ

ベントを開催しました。 

 地域における子どもの未来を応援するネットワークの確立のため、令和元

（2019）年７月から令和２（2020）年３月までに全 10回、民間企業や地域支

援団体等を対象に出張講座を開催し、子どもの未来応援施策の理解促進を図

るとともに、効果的な活動に向けたコーディネート等を行いました。  

 

高齢者 

 介護予防事業をより効果的に実施するため、健康トレーニング等の介護予防

プログラムの見直しを行いました。また、介護予防総合センター（ラクっちゃ）

において、「動きやすいからだづくり」など新たなプログラムの開発を行っ

たほか、地域の介護予防活動を支援するため、介護予防リーダーなどの人材

育成や地域の介護予防活動の支援、介護予防事業の従事者向けの研修会など

を実施しました。 

 認知症の人やその家族の日常生活を支援する認知症サポーターの養成講座

の対象範囲を拡充し、幅広い世代での養成を推進し、認知症の人の地域支援

体制の充実を図りました。 

 高齢者の在宅サービスを支えるため、訪問電話、配食サービス等様々な支援

事業を実施するとともに、認知症による徘徊行動のある高齢者が行方不明に

なった場合の早期発見と安全確保のため、認知症高齢者等おかえりサポート

事業などにより徘徊探索に向けた支援を拡充しました。また、令和２（2020）

年３月に南麻布四丁目に 100床の特別養護老人ホームを整備しました。 
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 介護職の人材確保のため、ケアマネジャー研修、サービス提供責任者研修、

介護職のスキルアップ研修等を実施しました。また、介護職員初任者研修及

び実務者研修受講費用の助成を行いました。さらに、区内の介護事業者と就

労希望者を結びつけるため、港区介護のしごと面接・相談会を開催しました。 

 

障害者 

 障害者差別解消支援地域協議会を活用した差別解消の取組の推進として、協

議会を１回、専門部会を３回開催しました。その検討結果を踏まえ、令和元

（2019）年 12月１日に「港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思

疎通手段の利用の促進に関する条例」を施行しました。 

 地域の総合的な療育支援体制を整備するため、その中核地点となる児童発達

支援センターの開設に向けた準備が整いました。 

 区内の障害者が地域で安心して暮らすことができるよう、障害者支援ホーム

南麻布（身体障害者入所施設）を開設しました。 

 

健康づくり・保健 

 産後母子ケア事業として、助産師による母子保健相談やサロン事業、訪問事

業に加え、令和２（2020）年４月から、出産後、家族等の支援がない、体調

不良等で利用を希望する生後４カ月未満の児とその母親を対象とした宿泊

型ショートステイ事業を開始しました。 

 妊娠期からの支援を強化するため、令和２（2020）年６月から妊婦全員面接

「みなとプレママ応援事業」を開始しました。 

 インフルエンザワクチンの有効性を踏まえ、集団生活における感染予防や子

育て世帯等の経済的負担の軽減を図るため、令和元（2019）年 11 月から生

後６か月～中学生までの子どものインフルエンザ予防接種費用一部助成を

開始しました。 
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 令和２（2020）年６月から、予防接種のスケジュール調整や乳幼児健診等の

子育て情報の提供、母子健康手帳の記録を保存できる「みなと母子手帳アプ

リ」の配信を開始しました。 

 令和２（2020）年２月に新型コロナウイルス感染症（COVID19）が指定感染

症になったことを受けて、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（感染症法）」に基づき、感染拡大防止と重症化予防を目的に、

積極的疫学調査の実施、入院勧告や就業制限などを行ってきました。また、

令和２（2020）年１月に電話相談窓口として新型コロナウイルス感染症に関

する帰国者・接触者相談センターを設置し、区民や企業等からの相談対応や、

区内医療機関と連携のもと、ＰＣＲ検査を実施し、重症化予防のために入院

や宿泊の調整を行ってきました。 

 麻しんや風しん等の感染症の対応や、結核患者に関する支援、ＨIⅤの普及・

啓発や検査とともに、発生時の調査等を実施しています。 

 東京 2020 大会に向けて、東京都と連携し、通常よりもサーベイランスを強

化し、早期探知をすることで更なる感染症のまん延防止に向けた体制を整備

しました。 

 

生活福祉 

 生活困窮者への自立支援の充実として、ハローワーク品川との連携による就

労支援を実施しました。また、生活・就労支援センターに配置したひとり親

家庭自立支援員により、ひとり親への就業問題を含めた課題を把握し、総合

的な支援を実施しました。 

 

地域福祉 

 多機関連携の推進・強化として、港区地域包括ケアシステム推進会議を開催

したほか、令和元（2019）年度から新たに「地域リハビリテーション・介護

予防推進部会」を設置し、多機関・多職種連携の推進を図りました。 

 



 

 

１７ 

 
Uni-Voice 

 在宅医療・療養に関する相談体制を確立するため、在宅療養相談窓口を

設置しています。日頃から、医療機関、介護事業者等との連携を密に取

り、相談対応の充実に努めています。 

 港区成年後見制度利用促進基本計画に基づき、区民向け講演会や医療機

関向け研修会等を開催したほか、関係団体等と連携し成年後見制度の利

用促進を図りました。さらに、訪問相談等の充実に努めています。 

  



 

 

 

１８ 

 

Uni-Voice 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ めざす将来像 
 

全ての区民が地域社会を構成する一員として、住み慣れた地域で安心して

暮らし続けられるよう、人格と個性を尊重し合いながら地域全体が相互に協

力し、支え合う社会（地域共生社会）をめざします。その実現に向け日常生活

や社会生活を支援するとともに、社会、経済、文化、その他あらゆる分野の活

動に参加できる環境の整備に努めます。 

区は、平成 27（2015）年度から、高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられることをめざし、港区地域包括ケアシステムの構築に取り組ん

できました。これまでの取組により、多種多様な専門機関や団体等の地域の

関係機関と連携することで在宅での療養等への支援が充実し、地域包括ケア

システムが実現されつつあります。 

一方、昨今の福祉現場においては、特定分野における支援だけでは解決の

難しい複合的な問題が数多く生じています。例えば、80代の親が 50代の子ど

もの面倒を見ている８０５０問題や、介護と子育てを同時に抱え、その負担

が家族の中で特定の者に集中し社会的な孤立を生んでいるダブルケアの問題

などがあります。さらに、児童虐待や子育て相談においても、相談件数は増

加し複雑化しています。従来の福祉行政の枠組みでは解決が難しい問題に、

新たな対策を講じることが喫緊の課題となっています。 

こうしたことを背景とし、区は「地域共生社会」の実現をめざし、全ての

区民を対象とした包括的な支援体制の整備を推進します。 

誰もが住み慣れた地域で、 

自分らしく、健やかに、安心して暮らし続ける 

ことのできる、支え合いの地域社会 

第３章 本計画のめざす将来像と各分野の重点施策 



 

 

１９ 

 
Uni-Voice 

その実現の手段として、区では福祉総合窓口を設置し、福祉に関するあら

ゆる相談にワンストップで対応する体制を整備します。また、従来から港区

が取り組んできた多種多様な専門機関や団体等、地域の関係機関との連携を

更に強化することで、誰もが住み慣れた地域に安心して暮らし続けられる社

会を実現していきます。 

なお、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、健康危機管

理体制や災害医療体制のより一層の充実が求められています。民間の活動も

含め多くの福祉サービスにおいて、従来のように対面でサービスを提供する

ことが難しくなっています。これらを踏まえ、今後は、健康危機管理体制の

強化や感染症対策に配慮した福祉サービスのあり方を考え、今まで以上に安

全で安心な暮らしを実現していきます。 

また、本計画の上位計画である「港区基本計画」においては、国際的なコ

ンセンサスであるＳＤＧｓ（※）の理念と整合を図り、「誰一人取り残さな

い」社会の実現をめざした施策を計画しています。本計画もこの方針に基づ

き、特に関係の深いＳＤＧｓの９つの目標を踏まえて、関連する取組を着実

に実施していきます。なお、ＳＤＧｓの目標と本計画に示す項目との関係は、

第２部に示します。 

 ※ＳＤＧｓ：平成 27（2015）年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」に記載された、令和 12（2030）年までに持続可能でより良い世界をめざす

国際目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能な開発目標 
  



 

 

 

２０ 

 

Uni-Voice 

 あらゆる場所で、あら
ゆる形態の貧困に 
終止符を打つ 

 ジェンダーの平等を
達成し、すべての女
性と女児のエンパ
ワーメントを図る 

 都市と人間の居住地
を包摂的、安全、 
レジリエントかつ持
続可能にする 

 あらゆる年齢のすべ
ての人々の健康的な
生活を確保し、福祉を
推進する 

 すべての人々のため
の持続的、包摂的か
つ持続可能な経済成
長、生産的な完全雇
用およびディーセン
ト･ワークを推進す
る 

 持続可能な開発に向
けて平和で包摂的な
社会を推進し、すべ
ての人々に司法への
アクセスを提供する
とともに、あらゆる
レベルにおいて効果
的で責任ある包摂的
な制度を構築する 

 すべての人々に包摂
的かつ公平で質の高
い教育を提供し、生涯
学習の機会を促進す
る 

 国内および国家間の
不平等を是正する 

 持続可能な開発に向
けて実施手段を強化
し、グローバル・パー
トナーシップを活性
化する 

本計画に関連するＳＤＧｓの目標 

２ 各分野の重点施策 
 

（１）子ども・子育て分野 

就学前人口の増加や保護者の就労率上昇を背景に、保育園や学童クラブに

対するニーズが高まっています。また、児童虐待や非行などの問題に対し、

未然防止から調査、援助、保護、施設等への措置、家庭復帰まで、地域ととも

に切れ目のない支援が求められています。 

子どもの命を守るとともに、安心して子育てができ、子どもたちが健やか

に成長できる社会をめざし、迅速かつ丁寧で専門性の高い児童相談体制の構

築、保育施設の充実や全ての子どもが夢と希望を持って成長できるようにす

るための施策の充実等に取り組みます。 

これを踏まえ、子ども・子育て分野では以下を重点施策に位置付け、取組

を進めます。 

⚫ 就学前児童の総合的な支援 

今後の人口動向や社会経済情勢の変化が保育需要に及ぼす影響を十分に踏

まえた上で、保育施設等の充実により、様々なニーズに対応した保育環境を

整備します。また、病児・病後児保育等の都心型の保育サービスや、在宅子育

て家庭向けの支援サービスなど、就学前児童への施策を総合的に推進します。 



 

 

２１ 

 
Uni-Voice 

⚫ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 

児童虐待、社会的養護、ひとり親、障害等、特別な支援が必要な家庭や子

どもへの支援体制を強化します。 

⚫ 子どもの未来の応援 

全ての子どもが夢と希望を持って成長できるよう、家庭環境で問題を抱え

る子どもの生活環境の安定に向けた支援、ひとり親家庭の生活支援等の充実

を図るとともに、地域が一体となって施策を推進する体制を整備します。 

 

（２）高齢者分野 

健康寿命の延伸により長寿社会を迎えた中で、高齢者が要介護状態になる

ことなく、健康でいきいきと生活し続けるための支援や、介護を必要とする

方が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるための支援が求められて

います。また、認知症高齢者の増加を見据え、本人や家族への支援の充実が

求められています。さらに、介護従事者も高齢化していることから、若者や

有資格者など潜在的な介護従事者の発掘が必要とされています。 

高齢者を地域で支え合い誰一人取り残さない社会を実現するため、高齢者

が自分らしく健康でいきいきとした生活をするための支援を充実させるとと

もに、介護予防や在宅介護の充実、認知症支援対策等を推進します。また、介

護の必要な人や支える家族への支援を充実し、介護が必要になっても安心し

て暮らせる地域社会の実現をめざします。 

これを踏まえ、高齢者分野では以下を重点施策に位置付け、取組を進めま

す。 

⚫ 心豊かで健康な生活への支援 

高齢者がいつまでも健康で元気に暮らしていけるよう、通いの場で専門職

によるきめ細かな活動のサポートを行うとともに、介護予防事業等の評価・

分析により、より効果的に事業を推進する体制を構築します。 

⚫ 認知症と共生する地域づくり 

認知症サポート店認定制度の創設、認知症サポーターの対応力向上、若年

性認知症の人への支援等により、認知症高齢者や介護家族の支援を充実しま

す。 



 

 

 

２２ 

 

Uni-Voice 

⚫ 日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 

高齢化に伴い要介護認定者が増加する中、在宅生活を支える様々なサービ

スを充実させるとともに、介護保険施設等の整備・充実を進めます。 

また、介護人材の確保・育成・定着を推進するため、介護事業者の円滑な

運営支援を行います。 

 

（３）障害者分野 

障害の有無や特性にかかわらず、誰もが心豊かに暮らすことのできる社会

の実現に向け、心のバリアフリーへの理解促進と、個々の障害者に寄り添っ

た丁寧な支援が求められています。また、増加傾向にある、医療的ケアを必

要とする子どもや発達に支援が必要な子どもと保護者に対して、早い段階か

らの適切な相談や、ライフステージに応じた切れ目のない支援が求められて

います。 

障害者の個性を認め合う社会を実現するため、障害の特性に応じた多様な

手段による意思疎通への支援や、医療的ケアを必要とする子どもへの支援の

充実などに取り組みます。 

これを踏まえ、障害者分野では以下を重点施策に位置付け、取組を進めま

す。 

⚫ 障害者が安心して暮らせる環境の整備 

障害者本人の自己決定を尊重する観点から、障害特性に応じた多様な意思

疎通支援の充実に向け、手話通訳者等の育成やＩＣＴを活用した取組を推進

します。障害者本人が適切に意思を表明することができるよう、「港区手話

言語の理解促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条例」

等に対応することで、障害者の自立と社会参加を促進します。 

⚫ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 

増加傾向にある医療的ケアを必要とする障害児等に対し、ライフステージ

ごとに保健・医療・福祉・教育など関係機関との連携を図るとともに、切れ目

のない支援体制を充実します。 

 



 

 

２３ 

 
Uni-Voice 

（４）健康づくり・保健分野 

新型コロナウイルス感染症等の感染症や首都直下地震などの大災害に備え、

区民の安全と安心を確保するための健康危機管理体制や災害医療体制の整備

が求められています。また、子育て中の社会的な孤立等により、育児に不安

を抱える保護者が増えており、対策が求められています。さらに、働き盛り

世代の住民が増えていることを踏まえ、これらの世代に向けた健康づくりの

意識啓発や、区民の死因の第１位であるがん対策の充実なども必要とされて

います。 

安全・安心で健やかな生活を確保するために、がんをはじめとする疾患の

予防・健康づくりの推進、健康危機管理体制、感染症対策の強化や地域医療

体制の充実に加え、災害時における地域保健・医療体制の整備と母子保健サー

ビスの充実等に取り組みます。 

これを踏まえ、健康づくり・保健分野では以下を重点施策に位置付け、取

組を進めます。 

⚫ 感染症対策の強化・推進 

新型コロナウイルス感染症等の感染予防・まん延防止に向けた対策を強化

推進します。 

⚫ 子どもの健康を守る体制をつくる 

安心して出産、子育てができる環境を整えるため、妊婦全員面接、宿泊型

を含む産後母子ケアの実施などを通じ、母子保健サービスを一層充実させま

す。 

 
（５）生活福祉分野 

心身の健康等に課題を抱える方が多く、就労や健康状態の改善への支援が

求められています。また、ひきこもり状態にある方に対する早い段階からの

切れ目のない支援体制の構築が求められています。 

誰もが自立した生活を営むことができる社会を実現するため、低所得者、

ひきこもりの状態にある方の生活支援や学習支援事業などの生活困窮者自立

支援施策の促進に取り組みます。 



 

 

 

２４ 

 

Uni-Voice 

これを踏まえ、生活福祉分野では以下を重点施策に位置付け、取組を進め

ます。 

⚫ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実 

相談者の生活背景を丁寧に聞き取ることで、漏給・濫給を防ぎ、一人ひと

りの能力に応じた自立を支援します。 

経済的に困窮している人に加え、将来的に困窮するおそれのあるひきこも

り状態にある方等に対して、生活背景に合わせた切れ目のない支援を行いま

す。生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を強化することで、貧困の連鎖

を防止します。 

 
（６）地域福祉分野 

多様化するニーズに対応するため、地域の力・資源を活用した地域福祉の

推進が必要です。また、８０５０問題やダブルケアなど、個人や世帯が抱え

る課題は複雑化しており、包括的な支援体制の構築が求められています。 

社会福祉協議会、民生委員・児童委員等、地域福祉活動を行う多様な主体

や港区医師会等の関係団体と連携し、地域福祉を総合的に推進するとともに、

子ども、高齢者、障害者、生活困窮などの制度や世代を特定しない、福祉総合

窓口を中心とした包括的な相談体制の整備に重点的に取り組みます。 

これを踏まえ、地域福祉分野では以下を重点施策に位置付け、取組を進め

ます。 

⚫ 港区ならではの地域包括ケアの推進 

包括的な相談体制を構築するため、福祉総合窓口を設置し、子ども、高齢

者、障害者、生活困窮などの制度や世代を特定せず包括的な支援を行います。 



 

 

２５ 

 
Uni-Voice 

３ 施策の体系 
 

地域保健福祉計画等は、子ども・子育て、高齢者、障害者、健康づくり・保健、

生活福祉、地域福祉の６分野で構成しています。分野ごとに基本的な施策（中項

目）、施策における取組の方向性（小項目）を明らかにし、更に方向性を踏まえ

た取組事業を実施します。ここでは、各分野の「施策の体系」を示しますが、第

２部で具体的にその内容を説明していきます。 

 また、各分野それぞれの課題等に応じて連携して施策を行うことで、事業の効

果や効率性をより高めていくことが可能となるため、計画策定及び事業運営に

おいて分野を横断して取り組んでいきます。連携施策については、第２部の各分

野の「めざす姿と施策の全体像」で示していきます。 

 

大項目 中項目 小項目 

子ども・ 

子育て 

分野 

１就学前児童の

総合的な支援 

重点施策 

（1） 保育園待機児童ゼロの継続 

（2） 多様な都心型保育サービスの充実 

（3） 子育て支援サービスの充実 

（4） 教育・保育の連携体制の整備 

（5） 産後休業及び育児休業後における円滑

な事業利用の確保 

２子ども・子育て

支援の質の確

保 

（1） 子ども・子育て支援体制の強化に向け

た環境整備 

（2） 保育園における保育の質の確保 

（3） 就学児童の居場所づくりにおける質の

確保 

（4） 子育て家庭への支援 

３特別な支援が

必要な家庭や

子どもの支援 

重点施策 

（1） （仮称）港区子ども家庭総合支援セン

ターの整備 

（2） 児童虐待防止のための環境の整備 

（3） 児童虐待防止対策等の充実 

（4） 社会的養護体制の充実 

４子どもの健全

な育成に向け

た支援 

（1） 子どもが健やかに成長できる環境の整

備 

（2） 青少年の健全育成のための支援 

５子どもの未来

の応援 

重点施策 

（1） 生活環境の安定の支援 

（2） 経済的安定の支援 

（3） 地域で子どもの未来を応援する体制の

整備 



 

 

 

２６ 

 

Uni-Voice 

大項目 中項目 小項目 

高齢者 

分野 

１心豊かで健康

な生活への支

援 

重点施策 

（1） 社会参加の促進 

（2） 健康で自立した生活を維持するための

支援 

（3） 介護予防の効果的な推進 

２認知症と共生

する地域づく

り 

重点施策 

（1） 認知症の理解と予防の充実 

（2） 本人と家族への相談体制等の充実 

（3） 適切なサービスの利用の促進 

（4） 認知症を支える体制の構築 

３日々の生活を

支える介護・福

祉サービスの

充実 重点施策 

（1） 高齢者福祉サービスの充実 

（2） 介護サービスの充実 

（3） 介護にあたる家族への支援 

４誰もが安心し

て暮らせる地

域づくり 

（1） 安全・安心を支え合う地域づくりの推

進 

（2） 高齢者の権利の擁護 

（3） 災害時等の安全の確保 

（4） 生活支援体制の整備の推進 

障害者 

分野 

１障害者が安心

して暮らせる

環境の整備 

重点施策 

（1） 心のバリアフリーの普及 

（2） 権利擁護の取組の推進 

（3） 障害者の多様な意思疎通支援 

（4） 障害者が暮らしやすい生活環境の充実 

（5） あらゆる危機から障害者を守る支援の

充実 

２障害者の生活

を支えるサー

ビスの充実 

（1） 日常生活を支えるサポート体制の充実 

（2） 地域生活への移行の促進 

（3） 医療的ケア児・者をはじめとした障害

特性に応じた支援の充実 

（4） サービスの質の確保・向上 

３特別な配慮の

必要な子ども

への支援 

重点施策 

（1） 早期からの相談支援の充実 

（2） 特別な配慮の必要な子どもに対する生

活の支援 

４障害特性に応

じて就労でき

る仕組みづく

り 

（1） 一般就労への移行と就労定着支援の強

化 

（2） 支援機関の連携による就労支援の充実 

健康づく

り・保健 

分野 

１感染症対策の

強化・推進 

重点施策 

（1） 感染症対策の充実 

（2） 新型コロナウイルス感染症等新たな感

染症への対応 

（3） 予防接種の充実 



 

 

２７ 

 
Uni-Voice 

大項目 中項目 小項目 

２安心できる地

域保健・地域医

療体制の推進 

（1）地域医療体制の充実 

（2）災害時における保健・医療体制の整備 

（3）支え合いによる地域保健活動の強化 

３子どもの健康

を守る体制を

つくる 

重点施策 

（1）産後母子ケア事業の推進 

（2）母子保健サービスの推進と関係機関と 

の連携強化 

（3）乳幼児健康診査の推進 

 ４健康づくりの

積極的支援 

（1） 生活習慣病等の予防・改善 

（2） 口と歯の健康づくりの充実 

（3） こころの健康づくりの推進 

（4） 自殺対策の推進 

（5） たばこ対策の推進 

５がん対策の強

化・推進 

（1） がんの早期発見の推進 

（2） 地域で支えるがん対策の充実 

６快適で安心で

きる生活環境

の確保 

（1） 食品の安全の確保 

（2） 医療・医薬品の安全の確保 

（3） 環境衛生対策の充実 

（4） 快適な生活環境の確保 

生活福祉 

分野 

１低所得者の生

活の支援及び

自立施策の充

実  重点施策 

（1） 低所得者の生活の支援 

（2） 生活困窮者自立支援施策の促進 

地域福祉 

分野 

１港区ならでは

の地域包括ケ

アの推進 

重点施策 

（1） 地域包括ケアの推進体制の充実 

（2） 包括的な相談体制の整備 

（3） 在宅療養等に関する連携の推進 

（4） 地域を支える仕組みづくり 

（5） 効果的な情報発信 

２港区の地域福

祉を支える活

動の支援 

（1） 地域福祉を推進する体制の整備 

（2） 地域における福祉活動の支援 

（3） 福祉のまちづくりの推進 

３成年後見制度

の理解と利用

の促進 

（1） 利用者がメリットを実感できる制度の

運用 

（2） 権利擁護支援の地域連携の推進 

（3） 制度の理解と適正な運用の促進 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２８ 

 

Uni-Voice 

〇ライフステージに応じた保健福祉サービス〇 

区は、全てのライフステージにおいて、切れ目なく保健福祉施策を展開し

ます。 
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Uni-Voice 
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Uni-Voice 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 分野ごとの計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３１ 

 
Uni-Voice 

第１章 子ども・子育て分野 
 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

安心して子育てができ、 

未来を担う全ての子どもたちが健やかに成長できる地域共生社会 

今後も年少人口の増加が見込まれる中、子育て支援施設の整備や質の高い

子ども・子育て支援サービス、切れ目のない一貫した相談・支援体制を提供

し、安全に安心して子育てができる環境を整備します。 

また、全ての子どもたちが生まれ育った環境に左右されず、夢と希望を持っ

て成長できるよう、子どもの権利を守りながら、地域と連携した支援体制を

構築します。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

１ 就学前児童の総合的な支援 重点施策 

（１） 保育園待機児童ゼロの 

継続 
保育施設の充実などにより待機児童

ゼロの継続をめざします。 

p.36 

（２） 多様な都心型保育サービ

スの充実 
多様な働き方と子育ての両立を支援

する保育サービスを充実します。 

p.37 

（３） 子育て支援サービスの 

充実 
ライフスタイルの多様化に応じた子

育て支援サービスを提供します。 

p.38 

（４） 教育・保育の連携体制の

整備 
保育園・幼稚園・小学校で連携し、就

学前教育の充実を図ります。 

p.39 

（５） 産後休業及び育児休業後

における円滑な事業利用

の確保 

育児休業明けの保護者に円滑に保育

サービスを提供します。 

p.40 

 

 
 

 

   

第１章 子ども・子育て分野 



 

 

 

３２ 

 

Uni-Voice 

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 健康づくり・ 

保健分野 

３ 子どもの健康を守る体制をつくる 

 
p.134 

 

     

 

２ 子ども・子育て支援の質の確保 

（１） 子ども・子育て支援体制

の強化に向けた環境整備 
地域で子育てを支援する体制を整備

します。 

p.42 

（２） 保育園における保育の質

の確保 
保育施設や保育サービスの質の向上

に向けた取組を進めます。 

p.42 

（３） 就学児童の居場所づくり

における質の確保 
学童クラブなど児童が放課後に過ご

す環境を整備します。 

p.43 

（４） 子育て家庭への支援 多胎児の子育て家庭や在宅子育て

家庭への支援を行います。 

p.45 

 

３ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 重点施策 

（１） （仮称）港区子ども家庭総

合支援センターの整備 
令和３（2021）年４月に児童相談所、

子ども家庭支援センター、母子生活

支援施設の複合施設を整備します。 

p.48 

（２） 児童虐待防止のための環

境の整備 
様々な機関と連携し児童虐待を防止

する環境づくりを行います。 

p.49 

（３） 児童虐待防止対策等の 

充実 
児童虐待を未然に防ぐための取組を

充実します。 

p.50 

（４） 社会的養護体制の充実 様々な事情により保護者の適切な養

育を受けられない子どもや、養育に

困難を抱える家庭への支援を行いま

す。 

p.51 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 障害者分野 ３ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 p.111  

 
地域福祉分野 

１ 港区ならではの地域包括ケアの推進 p.164  

 ２ 港区の地域福祉を支える活動の支援 p.171  
     

 

 



 

 

３３ 

 
Uni-Voice 

４ 子どもの健全な育成に向けた支援 

（１） 子どもが健やかに成長で

きる環境の整備 
子どもたちが自然とのふれあいを通

じて学ぶ機会をつくります。 

p.54 

（２） 青少年の健全育成のため

の支援 
子ども・若者の健やかな育成のため支

援や見守りを推進します。 

p.54 

 
 

５ 子どもの未来の応援 重点施策 

（１） 生活環境の安定の支援 家庭環境等で問題を抱える子どもが

安心して日々の生活が送れるように

支援をします。 

p.57 

（２） 経済的安定の支援 家庭環境等で問題を抱える家庭に対

して経済的な支援をします。 

p.57 

（３） 地域で子どもの未来を応

援する体制の整備 
子どもや家庭の課題を解決するため

地域の連携体制を強化します。 

p.58 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 生活福祉分野 １ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実 p.156  
     

 

〇ＳＤＧｓのゴールとの関係 

 

 

 

 

 



 

 

 

３４ 

 

Uni-Voice 

Ⅱ 子ども・子育て分野における施策  
 

１ 就学前児童の総合的な支援 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

保育ニーズを踏まえた待機児童対策の充実 

区のこれまでの保育定員拡大の取組により、令和２（2020）年４月１日時

点で２年連続の待機児童ゼロを達成しました。しかし、待機児童が解消され

た反面、地域や保育施設の種別によっては、定員に空きが生じています。ま

た、園児の外遊び場の確保など、活用可能な敷地が少ない区特有の課題も顕

在化しています。 

今後は、就学前人口の動向を注視し、より保育ニーズの高い地域、保育施

設の種別を精査しながら、待機児童対策の充実を図るとともに、保育環境の

更なる向上に積極的に取り組みます。 

 

多様な保育・子育て支援ニーズに対する対応 

核家族化や共働き世帯の増加、更に就労形態の多様化などにより、都心区

ならではの保育サービスが求められており、不定期の預かりサービスや、病

児・病後児といった緊急時の預かり先の拡充が必要です。 

また、家族の形態やライフスタイルが様々に変化し、子育て支援ニーズが

多様化しています。子育ての孤立を防ぎ、安心して子育てを行えるよう、在

宅で子育てをする家庭に対する支援サービスを更に充実させていくことが必

要です。 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

３５ 

 
Uni-Voice 

保育定員と待機児童数の推移 

※いずれも 4 月 1 日時点の数値 

 出典：子ども家庭支援部資料 

 

〇取組の方向性〇 

地域の保育ニーズ等を踏まえた上で、保育施設等の充実を図り、区民の誰

もが安心して子どもを生み、育てることができる保育環境を整備します。 

また、多様な働き方に合わせた保育時間や、病児・病後児保育などの都心

型の保育サービスを充実させ、子育てと就労の両立を支援するとともに、在

宅子育て家庭への支援サービスの充実など、就学前児童への施策を総合的に

推進します。 
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３６ 

 

Uni-Voice 

(１) 保育園待機児童ゼロの継続 

今後の人口動向や社会経済情勢の変化が保育需要に及ぼす影響を十分に踏

まえた上で、保育を提供するための施設等の充実を図り、待機児童ゼロの継

続をめざします。 

 

主な取組事業 
 

① 保育施設の充実【年次計画事業】 

待機児童ゼロを継続するため、保育施設の充実を図ります。また、地域に

よって保育施設の定員に空きが生じてきている状況を踏まえ、人口動向や社

会経済情勢の変化が保育需要に及ぼす影響を注視しながら、保育定員の管理

に取り組みます。なお、認可保育園を補完する役割を担っている港区保育室

については、周辺の保育施設の空き状況などを精査し、将来的な終了も視野

に入れた定員設定を検討します。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 

令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

区立認可保育園 

22園 
21園 ― ― 

設置１園 

（（仮称）神応） 
― 

私立認可保育園 

73園 
56園 

設置３園 

閉園１園 
設置４園 設置４園 設置７園 

認定こども園 

５園 
１園 ― ― ― 設置４園 

小規模保育事業 

12園 
12園 ― ― ― ― 

事業所内 

保育事業 

１園 

１園 ― ― ― ― 

港区保育室 

10園 
13園 

閉園１園 

（港南四丁目） 

閉園１園 

（三光） 
― 

閉園１園 

（南麻布三丁目） 

認証保育所 

19園 
19園 ― ― ― ― 

保育定員 9,033人 9,233人 9,507人 9,763人 10,375 人 

※保育定員は、各年度４月１日現在の数値で、上記施設の定員に居宅訪問型保育 

事業、みなと保育サポートの定員を加えた合計です。 
※保育園分園は、１園として計上しています。 



 

 

３７ 

 
Uni-Voice 

② 認定こども園の整備【新規事業】 

認定こども園は、既存の幼稚園や保育園という枠組みでは満たすことがで

きない区民ニーズに対応できる有用な施設として、芝浦港南地区以外の各地

区に１園ずつの整備をめざします。 

 

③ みなと保育サポート事業の充実 

パートタイム勤務や短時間勤務等の家庭でも利用できる保育サービス（み

なと保育サポート事業）を充実します。 

 

④ 地域型保育事業の実施 

現在実施している小規模保育事業、事業所内保育事業、居宅訪問型保育事

業を継続し、多様な地域型保育事業の中から、保護者が選択できる仕組みを

確保します。 

 

⑤ 大規模開発における認可保育園付置の要請 

集合住宅等の大規模開発の際、開発計画の内容やその規模に応じて、敷地

内に認可保育園の付置を要請します。 

 

(２) 多様な都心型保育サービスの充実 

核家族化や共働き世帯の増加、パートタイム、時短勤務等、保護者の就労

形態の多様化により、通常の保育サービスだけでは対応しきれない保育ニー

ズが高まっています。 

保護者の多様な働き方と子育ての両立を支援するため、都心区ならではの

保育需要を的確に把握し、保育サービスを充実させます。 

 

主な取組事業 
 

① 延長保育事業の推進 

保育園の整備に併せて、認定された保育時間（標準時間又は短時間）を越

えて保育を提供する延長保育の利用定員枠を確保します。 



 

 

 

３８ 

 

Uni-Voice 

② 一時預かり事業の推進 

ＩＣＴを活用した施設の空き情報の提供等、子育てひろばでの一時預かり

の利便性の向上に努めます。 

安全・安心な事業運営に向け、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防

止対策を徹底します。 

 

③ 病児・病後児保育の充実 

病気の回復期等で保育園での集団保育が困難な乳幼児を一時的に預かる病

児・病後児保育の充実を図り、保護者の子育てと就労の両立を支援します。 

 

④ 訪問型病児・病後児保育の利用助成  

ベビーシッター等を利用して家庭で病児・病後児保育を行う場合の費用の

一部を助成するとともに、本事業を周知し利用を促進します。 

 

(３) 子育て支援サービスの充実  

家族の形態やライフスタイルが多様化していることを背景とし、保護者が

求める子育て支援サービスへのニーズも多岐にわたっています。 

安心して子育てを行うことができる環境を充実させるため、利用者支援事

業等を通じて保護者等へ子育てに関する情報提供を行うほか、乳児家庭全戸

訪問事業などの子育て支援サービスを実施します。 

 

主な取組事業 
 

① 利用者支援事業の推進 

子育て家庭が、子ども・子育て支援サービスを適切に選択・利用できるよ

う、保育コンシェルジュや子育てコーディネーターが保護者等の相談を受け

る体制を整備します。 

 

 



 

 

３９ 

 
Uni-Voice 

② 子育て短期支援事業の拡充 

保護者が疾病等で乳幼児を養育することが困難な場合に、児童福祉施設で、

短期間、宿泊を伴う養育を行います。 

また、現在定員枠の少ない生後７日～10 か月未満の乳児の受入れ拡充につ

いて、関係機関と協議していきます。 

 

③ 乳児家庭全戸訪問事業の推進 

生後４か月以内の乳児のいる全ての家庭を保健師又は助産師が訪問します。

赤ちゃんの体重測定や育児相談、母子保健サービスの紹介などを通じ、育児

不安の解消に努めます。 

 

④ 子育てひろば事業の推進 

子育てひろば事業により、子育て家庭の親と子どもが集える場を提供し、

利用者相互の交流促進と育児不安等に関する相談、援助等を行います。 

安全・安心な事業運営に向け、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防

止対策を徹底します。 

 

⑤ 子育て援助活動支援事業の充実 

住民相互のつながりを広げ、地域全体で子どもの成長を支えることを目的

に、子育ての手助けが必要な人と手助けする人をむすび、保育や保育施設等

への送迎などを行う「育児サポート子むすび」を実施しています。 

今後見込まれる需要の増加に対応するため、「子育て支援員研修」の実施

などを通じた手助けする人（協力会員）の確保を図っていきます。 

 

(４) 教育・保育の連携体制の整備 

幼児教育から小学校教育へ円滑な接続を図るため、保幼小連絡協議会（公

私立保育園、公私立幼稚園、公立小学校の代表で組織）や合同研修会の実施

等を通じて保育園、幼稚園、小学校の連携体制を強化します。 

 



 

 

 

４０ 

 

Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 保育園、幼稚園、小学校での交流・連携 

保育園、幼稚園から就学先の小学校へ子どもの情報の提供を行うなど、保

育園、幼稚園、小学校の連携を引き続き強化します。 

また、子ども同士、保育士と教員同士の連携や交流を更に推進します。 

② 保幼小合同研修会等の充実 

幼児期の教育から小学校教育への円滑な接続に向け、保幼小合同研修会を

小学校区域ごとに開催し、小学校区域での連携を強化するとともに、幼児教

育研修会を開催します。幼児教育の質の向上、及び保育園、幼稚園、小学校が

連携した取組を更に推進します。 

 

(５) 産後休業及び育児休業後における円滑な事業利用の確保 

産前・産後休業、育児休業期間中の保護者が、休業明けに希望に応じて円

滑に保育サービスを利用できるよう、情報提供や保育園の入所予約制度を充

実します。 

 

主な取組事業 
 

① 育児休業からの復帰後の入所支援の充実  

育児休業制度を安心して利用できる環境を整えるために、保育園の入所予

約制度を充実するとともに、保育コンシェルジュの活用など、情報提供や相

談体制を強化することで、育児休業中の保護者の保育園選びを支援します。 

  



 

 

４１ 

 
Uni-Voice 

２ 子ども・子育て支援の質の確保 
 

 

 
 

〇現状と課題〇 
 

港区の児童人口は今後も増加が見込まれる 

港区の児童人口は今後も増加が見込まれています。令和２（2020）年の

30,422人から令和８（2026）年では 33,154 人になると推計されています（い

ずれも０～11歳の人口。港区人口推計（令和２（2020）年 10月）より）。 

 

子育て支援が必要な人に適切に提供できる環境づくりを推進 

児童人口の増加により、今後より一層子育て支援へのニーズも高まること

が想定されます。今後は、子育ての支援を必要とする人が、公平・適切に支援

を受けることができる環境づくりを更に推進していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
港区内の児童館・子ども中高生プラザ等の施設 

 

〇取組の方向性〇  

質の高い保育を提供できるよう、保育園で業務の効率化や人材の確保・定

着に向けた支援等を行います。 

また、地域で子育て支援に携わる人材の育成や学童クラブの内容の充実化

等の取組を通じて、安定的に質の高い子育て支援サービスが提供できるよう

取り組みます。 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

４２ 

 

Uni-Voice 

(１) 子ども・子育て支援体制の強化に向けた環境整備 

（仮称）港区児童福祉審議会の設置による子育て支援に関する方向性の検討

や妥当性の検証等を行うほか、人材育成を通じて子育て支援サービスの従事

者を増やし実行性を確保します。 

港区の子育てサービスの質の確保を審議会によるチェック体制と人材育成

の両面から支援します。 

 

主な取組事業 
 

① （仮称）港区児童福祉審議会の設置 

令和３（2021）年４月に児童福祉に関する調査や審議を行う（仮称）港区

児童福祉審議会を設置します。（仮称）港区児童福祉審議会では、里親の認

定、子どもの権利擁護、保育園の認可などについて答申を行うとともに、児

童虐待事例を検証します。 

 

② 地域における子ども・子育て支援者の育成 

一時預かり事業や子育て援助活動支援事業、派遣型一時保育事業等、港区

の子ども・子育て支援事業の従事者を育成する「子育て支援員研修」を実施

し、地域で子どもと子育てを支援する環境を整備します。 

 

(２) 保育園における保育の質の確保 

保育園において子どもが健やかに成長するためには、安定した質の高い保

育サービスの提供が求められます。 

保育の質を確保するため、保育従事職員の処遇改善やＩＣＴ化による業務

負担の軽減、給食における食育の推進など、保育サービスの充実に取り組み

ます。 

 

 

 



 

 

４３ 

 
Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 保育士の業務負担軽減の推進【新規事業】 

日常の保育のほか、園児の登降園の管理、指導計画の作成など多種多様な

業務を行っている保育士の業務負担を軽減するため、保育園におけるＩＣＴ

の活用等により業務効率化を推進します。 

 

② 給食を通じた食育の推進 

子どもが食事の大切さを知り、望ましい食習慣を身につけ、健康な生活を

送れるよう、給食を通じた食育を推進します。 

また、研修等を通じて、保育従事職員の食物アレルギーや宗教食に対する

基礎知識や対応の充実を図ります。 

 

③ 保育従事職員の確保・定着の支援 

保育人材の確保・定着、並びに保育サービスの質の向上を図るため、事業

者の行う保育従事職員の賃金改善や宿舎借り上げなどの処遇改善の取組を支

援します。 

 

④ 保育施設における安全確保の推進 

災害発生時の児童の安全を確保するため、災害に応じた避難訓練を実施す

るほか、施設の防災備蓄物資の整備を行います。 

また、園外活動時の安全を確保するため、警察などの関係機関と連携した

キッズ・ゾーンの設定や安全体制の強化に取り組みます。 

安全・安心な事業運営に向け、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防

止対策を徹底します。 

 

(３) 就学児童の居場所づくりにおける質の確保 

児童人口の増加や保護者の就労率の上昇により、学童クラブなど児童の放

課後の居場所に対する需要は今後も増加することが見込まれます。 



 

 

 

４４ 

 

Uni-Voice 

児童が安全で安心して放課後を過ごすことができるよう、学童クラブ、子

ども中高生プラザ、児童館等において、需要に応じた定員の確保とともに、

提供するプログラムの充実化など質の向上に取り組みます。 

また、台風の接近や感染症の拡大により小学校が臨時休業となるなど、子

どもたちの環境の変化があった場合においても、関係機関と連携・協力し、

安全に過ごすことができる居場所を提供します。 

 

主な取組事業 
 

① 学童クラブ事業の充実【年次計画事業】 

保護者の就労率の上昇等により、学童クラブへの需要が増加しています。

既存の小学校で学童クラブを新たに実施し、新規開設する小学校でも学童ク

ラブを実施することで定員の拡大を図っていきます。 

 

② 学童クラブ事業の質の向上 

学童クラブの質を向上させるために、港区の条例で定める職員数以上の有

資格者（放課後児童支援員）を全学童クラブに配置し手厚いサポートの実施

や先進的なプログラムの採用を行います。 

安全・安心な事業運営に向け、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防

止対策を徹底するとともに、施設へ来所しなくても実施できる事業のあり方

を検討し、実践します。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 

令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

学童クラブ 
定員数 
3,479人 

3,309人 ― 
3,469人 

（定員増 160人） 

3,479人 
（定員増 10人） 

3,479人 
 

施設設置数 
37施設 

36施設 ― 

設置１クラブ 
 

（放課ＧＯ→ 

クラブしばはま） 
 

移行１クラブ 
 

（三光学童クラブ→ 

（仮称）神応学童 

クラブ） 

定員増２クラブ 
 

（放課ＧＯ→ 

クラブあかばね、 

東麻布学童クラブ） 



 

 

４５ 

 
Uni-Voice 

③ 区立小学校を活用した放課後の居場所づくり（放課ＧＯ→）の推進 

区立小学校内で児童が安全・安心に活動できる放課後の居場所づくり事業

（放課ＧＯ→）を行います。 

また、学童クラブ事業に対応できる条件が整った小学校には、放課後の居

場所づくり事業に学童クラブ事業を加えた「放課ＧＯ→クラブ」の実施に向

けて検討を行います。 

 

④ 地域における児童の健全育成機能の強化 

子ども中高生プラザ、児童館等を乳幼児を持つ保護者への子育て支援や幼

児期から中高生に至るまでの児童が過ごす場の提供等、地域における子ども・

子育て支援の拠点として活用します。 

 

(４) 子育て家庭への支援 

子育て家庭の様々なニーズに対応した支援を通じて、子育てしやすい環境

づくりを行います。 

具体的には、多胎児の子育て家庭に対する助成制度、在宅で子育てを行う

家庭への育児相談などの取組を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 多胎児の子育て家庭に対する支援の充実 

双子、三つ子など多胎児の子育て家庭に対し、派遣型一時保育・一時預か

り事業における２人目以降の利用料金の無償化などの支援を充実します。 

 

② 保育園における在宅子育て家庭向け事業の推進 

在宅子育て家庭の親子を対象に、育児相談や子育て情報の提供を行うとと

もに、「園庭開放」、「保育園であそぼう」などの保育園での交流事業を実施

します。 

  



 

 

 

４６ 

 

Uni-Voice 

３ 特別な支援が必要な家庭 

や子どもの支援 重点施策 
 
 

〇現状と課題〇 
 

児童虐待の件数は港区でも増加傾向 

児童虐待は大きな社会問題となっており、全国的にその件数は増加傾向に

あります。港区では、子ども家庭支援センターが受理した新規相談数は、令

和元（2019）年度には過去最多の 1,440 件でした。このうち、児童虐待相談

件数は 750 件で、平成 27（2015）年度の１.６倍と大幅に増加しています。 

 

港区では令和３（2021）年４月に児童相談所を設置し、児童虐待防止等に 

向けた取組を推進 

平成 28（2016）年の「児童福祉法」改正により、特別区が児童相談所を設

置できるようになったことから、港区では令和３（2021）年４月に児童相談所

他２施設を含む（仮称）港区子ども家庭総合支援センターを設置します。児

童虐待をはじめとした子どもと家庭の問題に、区が責任を持ち、妊娠期から

児童の自立まで、切れ目なく総合的に対応できる環境を整備します。 

 

子ども家庭支援センターの新規相談受理件数の推移 

 

出典：子ども家庭支援部資料 
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

４７ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

児童相談所の設置に伴い、支援対象児童等の早期発見と適切な支援ができ

る環境づくりに取り組みます。 

また、地域ぐるみで虐待を防止するため、区民等に対し、虐待対策や「子

どもの権利条約」に関する啓発活動等の取組を行います。 

（仮称）港区子ども家庭総合支援センター 

  

  

写真挿入予定 



 

 

 

４８ 

 

Uni-Voice 

（１）（仮称）港区子ども家庭総合支援センターの整備 

令和３（2021）年４月に、児童相談所、子ども家庭支援センター、母子生

活支援施設の複合施設として「（仮称）港区子ども家庭総合支援センター」を

南青山五丁目に整備します。 

３施設は、児童虐待、非行、ＤＶなどの子どもと家庭の問題に、発生予防

から相談、保護、措置、自立支援まで、必要に応じ連携して対応し、切れ目な

く支援していきます。 

また、地域の様々な施設、機関との連携体制を強化し、妊娠期から子育て

期、思春期、児童の自立まで、切れ目なくきめ細かな支援を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 児童相談所の設置による迅速かつきめ細かな援助の実現【新規事業】 

令和３（2021）年４月に児童相談所を設置し、児童福祉司、児童心理司、

保健師、医師、弁護士等が、児童虐待などの養護相談、非行相談、障害相談等

の子どもと家庭の問題に対応します。迅速に安全確認、調査、相談を行い、必

要に応じ、一時保護、里親委託、施設入所等を行います。子ども家庭支援セン

ターや地域の関係機関と連携し、子どもと家庭の状況に応じた切れ目のない

きめ細かな援助を行います。 

 

② 区立母子生活支援施設の設置による母子保護の推進 

令和３（2021）年４月に開設する区立母子生活支援施設「メゾン・ド・あ

じさい」では、様々な事情により養育が困難となった母子を保護するととも

に、生活支援など自立を促進するための事業を実施します。 

また、施設の退所者には相談やその他の援助を通じて、着実な自立に向け

た支援を行います。 

 

 

 

 



 

 

４９ 

 
Uni-Voice 

③ 子ども家庭支援センターへの家庭相談機能の統合による支援の充実 

配偶者暴力相談支援センター機能を有する家庭相談機能を、子ども家庭支

援センターの相談業務に統合します。これにより、子どもと家庭が直面して

いる様々な課題に対し、ワンストップで総合的に支援できる体制を整備しま

す。 

 

（２）児童虐待防止のための環境の整備 

児童虐待は、子どもの心身の健全な成長を損ないます。児童虐待への対応

は早期発見、早期対応が原則であり、関係機関と連携した対応が求められま

す。 

令和３（2021）年４月に開設する(仮称)港区子ども家庭総合支援センター

では、子ども家庭支援センターと児童相談所が様々な機関と連携し、これま

で以上に迅速かつ丁寧な支援を行い、児童虐待防止対策の一層の強化に取り

組みます。 

 

主な取組事業 
 

① 要保護児童対策地域協議会を中心とした児童虐待対策等の推進 

要保護児童対策地域協議会と関係機関との連携の強化や子どもを守る地域

ネットワーク巡回支援事業の実施等を通じて支援対象児童を早期に発見し、

的確な対応を行うことができる環境を整備します。 

 

② 子ども家庭支援センターの相談体制の充実 

子どもと子育てに関するあらゆる相談に対応するとともに、新型コロナウ

イルス感染症等の感染拡大期においても相談体制を継続するため、保護者向

けのリモートによる「おとなの子育て相談ねっと」の実施など相談体制の充

実を図ります。 

 

 

 



 

 

 

５０ 

 

Uni-Voice 

③ 養育支援訪問事業の充実 

子どもの養育で支援が必要な家庭に対し、一定期間家事や育児などの必要

な支援を行います。特に、孤食の傾向などの課題を抱える家庭について、食

事の支援に加えて、家庭の問題全般への関わりを持つことで適切な支援を行

い、児童虐待の未然防止や早期対応につなげます。 

 

（３）児童虐待防止対策等の充実 

児童虐待を防ぐためには、地域ぐるみで虐待の発生を防止する取組も必要

です。 

児童虐待を防止し、子どもの命を守るため、地域住民へ虐待に関する啓発

活動の実施等を行います。 

平成 28（2016）年の「児童福祉法」の改正では、児童が権利の主体である

ことが明確化されました。 

これにより、子どもの権利条約について、子ども自身を含む区民、子ども

に関わる関係機関などへ広く周知を図っていきます。 

また、新型コロナウイルス感染症によって、在宅勤務が増えたことなどに

よりＤＶ相談が増加する一方、子どもの外出自粛によって地域による子ども

の見守りが少なくなっています。こうした環境の変化にも適切に対応し、相

談・支援体制の充実を図ります。 

 

主な取組事業 
 

① ＤＶ被害者支援策の強化・充実 

ＤＶ被害者の一時保護先を確保するため、ステップハウス等ＤＶ被害者の

支援活動を行っている民間団体に補助を行います。 

また、男性ＤＶ被害者の一時保護施設の拡充や、ＤＶ加害者更生プログラ

ムの利用を促進するための助成制度を実施します。 

 



 

 

５１ 

 
Uni-Voice 

② 地域住民に対する虐待対策啓発活動の推進 

児童虐待について地域住民が関心を持ち、未然防止や早期発見への意識が

高まるよう、リーフレット等の作成・配布や講演会の実施などにより、啓発

活動を推進します。 

 

③ 子どもの権利条約の啓発 

「子どもの権利条約」で定める「生きる権利」、「育つ権利」、「守られる

権利」、「参加する権利」について、子ども自身が自らの権利を自覚できるよ

う啓発活動を行います。 

また、「みなと子ども相談ねっと」など子ども自身が悩みや心配事を相談

することができる相談先及び相談方法を、子ども中高生プラザや児童館等の

施設で周知します。 

 

④ 要支援家庭等への支援の充実 

児童の養育が困難な要支援家庭等に対して、ショートステイ事業や医療機

関と連携した保護者支援プログラム等の実施を通じた支援を行い、児童虐待

の未然防止を図ります。 

 

（４）社会的養護体制の充実 

様々な事情により保護者の適切な養育を受けられない子どもや、養育に困

難を抱える家庭への支援を行います。 

令和３（2021）年４月に設置する児童相談所では、子どもの最善の利益の

観点から、子ども・家族の参加と支援者との協働をめざし、東京都及び特別

区の児童相談所と連携して、社会的養護の施設への措置や里親委託を適切に

行うとともに、「児童福祉法」に規定された家庭養育優先の原則に基づき、里

親登録の拡大や里親への支援、特別養子縁組に取り組みます。 

また、社会的養護の後の児童等の自立を支援します。 

 

 



 

 

 

５２ 

 

Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 里親登録の拡大と支援の充実による家庭養護の推進【新規事業】 

里親制度の効果的な周知や広報活動を実施し、里親登録の拡大に努めます。 

また、里親が安定した養育ができるよう相談支援体制を整備し、社会的養

護が必要な子どもたちへの里親委託を推進します。 

 

② 児童のニーズに応じた社会的養護の充実【新規事業】 

乳児院、児童養護施設等の社会的養護の施設への措置や里親への委託に当

たっては、東京都や特別区児童相談所と広域で連携し、調整を図りながら、

一人ひとりの児童のニーズに応じた支援を行います。 

また、社会的養護の施設や里親等で暮らす子どもたちの権利が擁護され安

心して生活できるよう支援を行います。 

 

③ 家族再統合に向けた支援の充実【新規事業】 

様々な事情で施設や里親のもとで生活する子どもたちが早期に家庭復帰で

きるよう児童と家庭への援助を行うとともに、地域ぐるみでの支援体制を構

築します。 

 

④ 社会的養護の施設の適正な運営の確保【新規事業】 

区内の乳児院、母子生活支援施設等の適正な運営を確保するため、設置認

可等の手続を適正に行うとともに、指導・監督等を徹底します。 

また、区内における児童養護施設、自立援助ホーム等の施設の必要性につ

いて調査、検討を行います。 

 

⑤ 施設退所後等の児童の自立の支援【新規事業】 

児童養護施設や里親のもとで生活する児童が、施設退所後等に地域の中で孤立

することなく安心して生活できる環境が必要です。このために、関係機関が連携

し、児童が相談できる機関や場所を設けるなど施設退所後等の生活を支援する

体制を整えます。 



 

 

５３ 

 
Uni-Voice 

４ 子どもの健全な育成に向けた支援 

 
 

 

〇現状と課題〇 
 

子どもが健やかに成長できる環境づくりが必要 

子どもは自然とのふれあいを通じて学びの機会を得ることで、自然を大切

にする心を育みます。また、地域ぐるみで子どもを育てることにより、郷土

意識の醸成につながります。子どもが健やかに成長できるよう、地域内の資

源を活用した環境づくりが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境学習の様子 

 

〇取組の方向性〇 

子どもが健やかに成長できるよう、環境学習の支援を推進していきます。 

また、子ども・若者の健やかな育成のための支援や取組を関係機関と連携

して推進します。 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

５４ 

 

Uni-Voice 

（１）子どもが健やかに成長できる環境の整備 

子どもたちが自然の中で安心して遊び、自然とのふれあいをとおして学ぶ

ことができる環境を整備し、子どもの健やかな成長を促します。 

また、子どもたちが環境学習を通じて環境問題への関心を高めることは、

これからの循環型社会を担う人材を育てることにつながります。 

 

主な取組事業 
 

① 保育園への環境学習の支援 

子どもたちは、公園や水辺など身近な場所で生きものとふれあうことで、

生物多様性の大切さを学ぶことができます。このような環境学習を行うこと

ができる環境づくりを支援するため、都心に生息する生物や生息環境に精通

する専門家を派遣します。 

 

（２）青少年の健全育成のための支援 

子ども・若者がＳＮＳ等を通じ犯罪に巻き込まれるケースが増えています。 

インターネットを適切に利用するためのリテラシー教育を通じて、子ども

たちが安全にインターネットを利用できる環境づくりを行います。 

また、子ども・若者の健やかな育成のために、関係機関と連携し、地区ご

との活動の支援や見守りの取組も推進していきます。 

 

主な取組事業 
 

① インターネットの適正利用の啓発 

青少年の成長に好ましくないインターネットサイトへのアクセス制限や、

安全・適切なインターネット環境の利用に向けたリテラシー教育を子どもや

その保護者に対して行い、子どもたちがインターネットを有効に活用できる

環境を整備します。 



 

 

５５ 

 
Uni-Voice 

② 自主的・創造的な活動の支援 

各地区の青少年対策地区委員会が行う、地域特性に応じた活動（みなとキャ

ンプ村、運動会など）や、消防少年団によるボランティア活動など地域の青

少年関係団体の活動を支援します。 

また、新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止対策を徹底するための

ガイドラインを作成するなど、活動に参加しやすい環境を整備します。 

これらの活動を支援することを通じて、青少年が地域の一員としての自覚

を持ち、郷土意識を醸成できる地域づくりを進めます。 

 

③ リーダー育成の支援 

豊かな知識経験を有する地域の人材が、青少年の人材育成を行うことで、

彼らが地域活動のリーダーになるよう支援します。 

  



 

 

 

５６ 

 

Uni-Voice 

５ 子どもの未来の応援 重点施策 
 

 

〇現状と課題〇 
 

「港区子どもの未来応援施策」による貧困対策の実施 

平成 26（2014）年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施行

されました。これを踏まえ、経済的問題だけでなく、家庭環境等において様々

な問題を抱える家庭・子どもに対しても積極的に支援することとしました。

区では「港区子どもの未来応援施策」として子どもの貧困対策に関する事業

を実施しています。 

 

「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の改正 

令和元（2019）年６月に子どもの貧困対策の一層の推進を図るため、「子

どもの貧困対策の推進に関する法律」が改正されました。この改正で、区市

町村が子どもの貧困対策についての計画を定めることが努力義務化されまし

た。 

 

 

 

 

子ども食堂の様子 

 

〇取組の方向性〇 

家庭環境等で問題を抱える家庭に対する生活環境や経済的安定の支援を充

実します。 

また、地域が一体となって「港区子どもの未来応援施策」を推進する体制

を整備します。 

写真差し替え予定 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

５７ 

 
Uni-Voice 

（１）生活環境の安定の支援 

全ての子どもたちの健やかな成長のために、親の妊娠・出産期から子ども

の社会的自立までの切れ目ない支援体制を構築することが必要です。 

子ども及び保護者に対する生活に関する相談、子どもに対する社会との交

流の機会の提供等を行い、生活環境の安定に向けた支援を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 高校生不登校への支援【新規事業】 

不登校となっている高校生を身近で支える保護者を対象に、不登校の現状

や家庭での接し方などを理解し、相談・支援機関について知る機会を設ける

ための理解促進事業を行います。 

 

② 子育て家庭の生活や社会参加の支援 

子育てへの不安解消や妊娠・出産期の社会的孤立を防止するために、産前

産後家事・育児支援事業や子育てひろば事業の実施を通じて、親と子どもの

生活支援及び社会参加の支援をします。 

 

③ 相談体制の整備 

小学校及び中学校では、養育不安や不登校など問題を抱える家庭に対し、

スクールソーシャルワーカーを派遣するなどの支援を行います。 

高校、大学等への進学後は、港区生活・就労支援センターで就業や生活に

ついての相談や支援を行い、社会的自立まで切れ目ない支援体制を整備しま

す。 

 

（２）経済的安定の支援 

経済的に困難を抱える家庭等に対し、各種の手当等の支給や資金の貸付け

等を通じた経済的支援を行います。 



 

 

 

５８ 

 

Uni-Voice 

また、新型コロナウイルス感染症の緊急対策事業が終了した後の状況も見

据え、就労のあっせん等、保護者の就労の安定に向けた支援も行います。 

 

主な取組事業 
 

① 教育にかかる経済的支援の充実 

経済的支援が必要な家庭に対し、教育、進学にかかる費用について、就学

援助、各種の手当等の支給や資金の貸付等を通じて支援します。 

また、大学等を対象とした給付型奨学金制度の創設や奨学資金返還者を対

象とした新たな免除制度を創設するなど、大学生等を対象とした支援の充実

を図ります。 

 

② 保護者に対する就労の支援 

ひとり親家庭の職業訓練における給付金の支給等を通じて、保護者の就労

を支援します。 

また、港区生活・就労支援センターにひとり親家庭自立支援員を配置し、

ひとり親家庭が経済的に安定するための支援を行います。 

 

③ ひとり親家庭の生活支援及び経済的支援の充実 

ひとり親家庭が経済的に安定した生活を送れるよう、離婚時に取り決めた

養育費の確実な履行を支援します。 

また、子どもの心理的安定に配慮した面会交流の機会づくりを支援します。 

 

（３）地域で子どもの未来を応援する体制の整備 

全ての子どもたちが、夢と希望を持って成長できる地域社会を実現するた

め、地域が一体となって「子どもの未来応援施策」を推進していく体制を整

備します。 



 

 

５９ 

 
Uni-Voice 

子どもやその家庭に寄り添いながら、様々な課題を解決するため、「子ど

もの未来応援施策」の普及・啓発を行うとともに、企業、ＮＰＯ、大学等との

連携を強化する等の取組を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 子どもの未来応援施策の普及・啓発 

学習ボランティア養成講座等を通じて、区民等に対し子どもの未来応援施

策の理解を促進するとともに、地域で子どもたちを応援する人材の確保、育

成を行います。 

 

② 地域における子どもの未来を応援するネットワークの確立 

子どもの未来応援施策の普及・啓発活動を通じて育成した人材や企業、Ｎ

ＰＯ、大学等と連携し、それぞれの主体の強みを生かすことで、地域におけ

る子どもの未来を応援するネットワークを構築します。 

 

③ 子どもの孤食解消と保護者支援【新規事業】 

港区子ども食堂ネットワークを通じて、子ども食堂が安定的に運営できる

よう支援し、開催場所や開催回数の増加をめざします。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、子ども食堂運営者

等が食材を配布するフードパントリーの取組が拡大しており、今後も多様な

手法により子どもの孤食解消を図ります。 

  



 

 

 

６０ 

 

Uni-Voice 

 

 

※ 第２章高齢者分野は、「港区高齢者保健福祉計画」に相当します。 

 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

住み慣れた地域でいきいきと安心して暮らせるよう、 

高齢者を地域で支え合う社会 

健康寿命の延伸により更なる長寿社会を迎える中で、高齢者が心豊かに健

康でいきいきと暮らし続けられるよう、高齢者の暮らしに関わりのある地域

住民、ボランティア、事業所など、様々な主体が連携・協働し、高齢者を支え

合う社会を築きます。 

また、介護の必要な人や支える家族への支援を充実し、介護が必要になっ

ても安心して暮らせる地域社会を実現します。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

 

１ 心豊かで健康な生活への支援 重点施策 

（１） 社会参加の促進 高齢者の地域での活動や社会貢献活

動を支援します。 

p.64 

（２） 健康で自立した生活を維

持するための支援 

介護予防プログラムの開発、活用や、

フレイル予防を推進します。 

p.66 

（３） 介護予防の効果的な推進 介護予防総合センター（ラクっちゃ）

を中核とし、介護予防の普及・啓発や

活動支援を行います。 

p.67 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 健康づくり・ 

保健分野 
４ 健康づくりの積極的支援 p.138 

 

     

第２章 高齢者分野 



 

 

６１ 

 
Uni-Voice 

２ 認知症と共生する地域づくり 重点施策 

（１） 認知症の理解と予防の充実 認知症予防を推進し、認知症に対

する理解のある人を育成します。 

p.72 

（２） 本人と家族への相談体制等

の充実 

誰もが認知症について相談しやす

い環境を整備します。 

p.73 

（３） 適切なサービスの利用の 

促進 

認知症の人の暮らしに必要なサー

ビスを充実し、利用を促進します。 

p.74 

（４） 認知症を支える体制の構築 認知症の人を支えるため、地域や

専門機関と連携し地域での支援体

制を構築します。 

p.75 

 

３ 日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 重点施策 

（１） 高齢者福祉サービスの 

充実 

高齢者の在宅生活を支えるため、区

独自のサービスを充実します。 

p.78 

（２） 介護サービスの充実 介護サービスを充実させるととも

に、介護従事者を支援します。 

p.80 

（３） 介護にあたる家族への 

支援 

介護家族の不安解消や負担軽減につ

ながるサービスの提供や支援を行い

ます。 

p.82 

 

４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 

（１） 安全・安心を支え合う 

地域づくりの推進 

地域の高齢者を見守り、気軽に相談

できる体制を整備します。 

p.86 

（２） 高齢者の権利の擁護  高齢者の権利を守るため、虐待や消

費者被害の防止を推進します。 

p.88 

（３） 災害時等の安全の確保  災害時等に高齢者が取り残されるこ

とのないよう、支援体制を強化しま

す。 

p.89 

（４） 生活支援体制の整備の 

推進 

地域活動情報の積極的な発信や、生

活支援サービスの担い手の育成等を

行います。 

p.90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

６２ 

 

Uni-Voice 

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 

地域福祉分野 

１ 港区ならではの地域包括ケアの推進 p.164  

 ２ 港区の地域福祉を支える活動の支援 p.171  

 ３ 成年後見制度の理解と利用の促進 p.176  
     

 

 

〇ＳＤＧｓのゴールとの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

６３ 

 
Uni-Voice 

Ⅱ 高齢者分野における施策  
 

１ 心豊かで健康な生活への支援 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

元気な高齢者の活躍の場の充実 

区の 65歳以上の高齢者人口は増加する見込みですが、それに伴い元気な高

齢者も増えていくと考えられます。高齢者が地域の中でいきがいを持って健

康に暮らしていけるよう、心の健康づくりのためにも、社会参加の場を一層

充実する必要があります。 

 

健康でいつづけるための「介護予防」の重要性 

高齢者が要介護の状態になることなく、できる限り長く健康でいるために

は、生活習慣病などの予防に加え、転びやすくなるなど加齢とともに現れる

生活の不具合を予防する、介護予防の取組が重要です。具体的には、身近な

場所で気軽に参加できるような教室やプログラムの実施、高齢者に向けたわ

かりやすい情報発信などが必要です。 

 

〇取組の方向性〇 

通いの場の充実、専門職の派遣や健康測定の実施など、介護予防総合セン

ター（ラクっちゃ）を中心に、地域のいきいきプラザ等と協力してきめ細か

なサポートを実施します。 

また、介護予防の取組をより効果的に実施するため、効果の分析を行うと

ともに、その結果を広く区民に周知します。 

                

 

 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

６４ 

 

Uni-Voice 

(１) 社会参加の促進 

地域の高齢者が健康でいきいきとした生活を続けるため、いきいきプラザ

等の一層の充実を図ります。 

高齢者の人生をより豊かにする学びやスポーツを通じたいきがいづくりな

どの機会の充実を図るとともに、働く意欲のある高齢者のための仕事の確保

や就業の拡大に取り組みます。 

 

主な取組事業 
 

① いきいきプラザ等の充実【年次計画事業】 

地域の高齢者が気軽に訪れることのできる「いきがいづくり、学びの場」

「介護予防、健康づくりの場」「ふれあい、コミュニティ活動の場」として、

いきいきプラザ等の一層の充実を図ります。 

世代間交流が図れる事業や、多様な生活様式に対応できるよう情報端末の

操作講習会など様々な事業を実施するとともに、高齢者による自主的な地域

活動の支援と、多様な活動主体との協働による地域の活性化を促進します。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 

令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

いきいき 

プラザ等 

 

完成２館 

（計 18 館） 

16 館 16館 
 

 
  － 

麻布 改築中  
 

 

完成 

 
－ 

（仮称）神応 実施設計 
 

 

完成 

 
 － 

 

調査       設計     建設中 

 

② 老人クラブ活動への支援 

老人クラブは、高齢者の社会参加の入口として重要な役割を担っています。

港区老人クラブ連合会（あじさいクラブ）は、老人クラブの育成指導と会員

相互の親睦を図ることで高齢者の福祉といきいきとした高齢社会の実現に貢

献することをめざしています。 



 

 

６５ 

 
Uni-Voice 

こうした、老人クラブや港区老人クラブ連合会（あじさいクラブ）の運営

を支援します。 

 

③ 生涯学習やスポーツ活動の充実 

人生 100 年時代を迎え、高齢者が健康でいきいきと暮らすために、生涯学

習施設での各種教室の実施や、楽しみながら体を動かすことができるスポー

ツ教室の開催など、学びやスポーツ活動の機会の充実を図ります。 

 
④ チャレンジコミュニティ大学の充実 

チャレンジコミュニティ大学は、60歳以上の区民を対象に地域で活躍する

リーダーを養成する明治学院大学と連携した機関で、これまでに約 750 人の

修了生を輩出しました。 

引き続きカリキュラム等の充実を図るとともに、修了生が運営している

「チャレンジコミュニティ・クラブ」の活動を支援します。 

 
⑤ ボランティア活動の紹介と支援 

ボランティア活動の普及・啓発やボランティアの育成に取り組んでいる港

区社会福祉協議会のみなとボランティアセンターとの連携を進めるとともに、

より幅広い情報発信を行い、高齢者によるボランティア活動の一層の活性化

を図ります。 

 
⑥ 高齢者の就業に向けた支援 

港区シルバー人材センターでは、長年培ってきた経験や能力を発揮したい

高齢者に向けて様々な仕事を紹介するとともに、いきがいづくりにつながる

地域貢献活動も実施しています。 

区は、港区シルバー人材センターの活動を広報みなと等で周知するととも

に、運営等に対する支援を行います。 

 

 



 

 

 

６６ 

 

Uni-Voice 

(２) 健康で自立した生活を維持するための支援 

多様化する生活様式に対応し、高齢者が自らの生活に合わせ介護予防に取

り組めるよう、様々な事業を展開します。また、高齢者が地域で健康でいき

いきと自立した生活を続けるため、介護予防の取組に加え、生活習慣病や慢

性疾患など医療面からも、要介護状態にならないようフレイル予防を推進し

ます。 

 

主な取組事業 
 

① 介護予防への気づきと周知 

より多くの高齢者が介護予防に取り組めるよう、広報みなとや区ホーム

ページ等をとおして、介護予防事業の案内だけでなく、参加者の声や身体機

能の測定結果などの効果を発信するとともに、みんなといきいき体操や自主

活動グループの紹介など、多様な介護予防の取組を広く周知します。 

 

② ＩＣＴを活用した介護予防プログラムの開発・充実 

高齢者の様々な生活様式に幅広く対応するため、施設で行う介護予防事業

とともに、ＩＣＴを活用した新たな介護予防事業の開発など、多様な介護予

防プログラムを開発し実施します。 

 

③ 介護予防チェックリストの活用による参加促進 

高齢者が要介護状態になることなく健康寿命の延伸を進めるため、健診に

おいて実施している生活機能評価（介護予防チェックリスト）を活用し、生

活機能が低下した人に対して事業案内等を行い介護予防の取組につなげます。 

 

④ フレイル予防の推進【新規事業】 

健診の結果を基に、要介護状態になるリスクのある高齢者に対して通知を

発送し、注意喚起と介護予防事業への参加を促します。また、保健師等によ

る個別指導や健康相談など、保健事業と介護予防を一体的に推進することで、

医療面からも要介護状態にならないようフレイル予防の推進に取り組みます。 

 



 

 

６７ 

 
Uni-Voice 

⑤ 「通いの場」の充実に向けた支援【新規事業】 

高齢者が定期的に通う趣味や地域の集いの場、老人クラブや町会自治会な

どの「通いの場」へ、理学療法士や運動指導員等の介護予防総合センター（ラ

クっちゃ）の専門職が、体力測定や運動指導を行い積極的に関与することで、

介護予防の取組につなげるとともに、高齢者の社会参加と健康を継続的に支

えます。 

 

 
介護予防（肩のストレッチ） 

 

 

(３) 介護予防の効果的な推進 

介護予防総合センター（ラクっちゃ）の専門職による運動指導や健康講座

の開催など、地域における高齢者の通いの場に対して継続的に活動を支援し

ます。 

また、介護予防事業参加者の測定値などにより事業の効果を評価・分析す

ることで、一人ひとりにあったきめ細かな指導や事業の提供を行うとともに、

事業の効果を積極的に区民に周知します。 

 

 

 

 

 



 

 

 

６８ 

 

Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 介護予防総合センター（ラクっちゃ）を中核とした介護予防の更なる普及・

拡大 

介護予防総合センター（ラクっちゃ）を介護予防の中核として、関係機関

と連携し介護予防事業の推進や介護予防の周知に努めるとともに、地域にお

ける高齢者の活動支援やボランティアの養成・育成、従事者向け研修など、

区の高齢者の健康を支える施設として介護予防の更なる普及・拡大を推進し

ます。 

 

② 介護予防総合センター（ラクっちゃ）の専門職による地域での活動支援 

地域における介護予防の取組を推進するため、高齢者が集まる場に

介護予防総合センター（ラクっちゃ）の専門職が出向き積極的に関与し、運

動指導や健康相談など地域における高齢者の活動を積極的に支援します。 

 

③ 介護予防事業の評価分析と効果の発信 

介護予防事業の参加者の参加状況や参加前後の測定値、経年的な介護度の

推移などのデータを活用し、介護予防事業等の効果を検証・分析し、より効

果的な介護予防の取組につなげます。 

また、分析結果や効果を区民にも積極的に発信することで、より多くの高

齢者が介護予防に取り組めるよう支援します。  



 

 

６９ 

 
Uni-Voice 

④ 介護予防リーダーの養成及び活動支援の充実 

介護予防の知識を学び実践する介護予防リーダーや介護予防サポーターの

養成を推進します。また、養成後に地域で活躍できるよう、専門職が直接出

向いた指導のほか、ＩＣＴを活用した双方向通信により活動を支援するなど、

支援の充実を図ります。 

 

 

 

介護予防総合センター（ラクっちゃ） 

 

 

 

  



 

 

 

７０ 

 

Uni-Voice 

２ 認知症と共生する地域づくり 重点施策  
 

 

〇現状と課題〇 
 

高齢者人口が増えるにつれ、認知症の人数も増加する見込み 

平成 28（2016）年版「高齢社会白書」では、高齢者人口の増加に伴い、認

知症の患者数は令和７（2025）年には 675 万人となると推計しています。 

令和元（2019）年度の港区保健福祉基礎調査では、区内在住の 65歳以上の

人のうち、認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人は 10.1％で

した。 

 

認知症があってもなくても共生できる社会をめざす 

認知症施策を推進するため、国は、令和元（2019）年６月 18日に「認知症

施策推進大綱」をとりまとめました。 

大綱では、認知症になっても住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられ

る「共生」をめざすことや、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になって

も進行を緩やかにする」予防の取組を政府が進めることが示されています。 

 

認知症の予防とともに、認知症の人に対する施策を一層充実させる 

区では、認知症の人が交流できる「みんなとオレンジカフェ」の運営や認

知症の人に向けたおかえりサポート事業、認知症サポーターの養成など、認

知症の人に向けたサービスと認知症の理解促進に取り組んできました。 

今後も引き続き、認知症に関する相談体制の充実や、認知症初期の方への

支援などに取り組んでいく必要があります。 

  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

７１ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇  

認知症に対する施策として、区民へ認知症の理解促進、相談体制の充実、

適切なサービスの利用促進、それらを支える関係者の体制づくりに取り組み

ます。 

令和元（2019）年度の港区保健福祉基礎調査では、認知症の症状がある又

は家族に認知症の症状がある人にどのような支援が必要か聞いたところ、適

切な助言が受けられる相談窓口を挙げる人が 45.0％にのぼりました。一方で、

区内在住の 65歳以上の人のうち、認知症の相談窓口の存在を知っている人は

28.1％でした。 

認知症の人や家族が相談できる体制を充実するとともに、認知症初期の方

が早期に相談できるよう、区民全体に認知症の理解を促すことが必要です。 

また、相談後に適切なサービスを利用できるようにすること、それらを安

定して実施するための体制づくりが必要です。 

 

介護する家族への支援として重要だと思うこと（あてはまるもの３つ選択） 

 

出典：令和元年度港区保健福祉基礎調査  

8.3%

5.3%

2.4%

9.5%

21.3%

29.6%

32.0%

35.5%

45.0%

46.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

無回答

特になし

その他

家族同士の情報交換など交流の場の提供

介護技術や認知症などについての講習や情報提供

介護保険制度や介護サービスなどに関する情報提供

介護に関する相談の場・機会の充実

介護にかかる経済的な負担の軽減

認知症の進行に合わせた適切な

指導・助言など相談できる相談窓口

家族介護者の負担軽減のための

ショートステイの利用等

認知症の症状があるまたは家族にに認知症の症状がある人がいる

（N=169） 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある人がいる 



 

 

 

７２ 

 

Uni-Voice 

(１) 認知症の理解と予防の充実 

認知症に関するパンフレット等を活用し認知症への理解を深め、予防に関

する講座等を開催します。また、認知症サポーターやボランティアを養成す

るとともに、区内事業者の協力も得て、認知症の人にやさしい地域づくりに

取り組みます。 

 

主な取組事業 
 

① 認知症に対する予防の推進 

認知症予防の普及・啓発と認知症を正しく理解してもらうため、認知症に

関する講演会や教室を開催します。 

また、認知症予防実践活動（※）を行い、事業終了後は、自主グループ化

を図り、認知症予防に対する継続的な取組を促します。 

※認知症予防実践活動：脳の働きを良くし、認知症の発症を抑えるために、科学的根拠に

基づく様々な活動プログラムを取り入れたグループ活動をいいます。 

 

② 認知症サポーターやボランティアの養成の推進 

認知症の人やその家族の日常生活を支援する認知症サポーター（※）を、

幅広い世代で養成します。また、認知症サポーターのステップアップ講座や

ボランティアの養成講座を開催します。 

認知症を正しく理解する人を増やすことで、認知症の人を地域で見守り、

支援できる体制を強化します。 

※認知症サポーター：認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその

家族に対してできる範囲で手助けする人のことで、全国で養成されています。 

  



 

 

７３ 

 
Uni-Voice 

(２) 本人と家族への相談体制等の充実 

総合支所、保健所、高齢者相談センター（地域包括支援センター）等が連

携し、認知症高齢者や若年性認知症の人への相談対応の充実を図ります。 

また、みんなとオレンジカフェ(認知症カフェ）を実施し、相談や情報提供

等の支援を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 若年性認知症相談対応の充実 

若年性認知症について、本人だけでなく家族の生活課題を含めた支援が行

えるよう、多職種で連携して相談対応を行います。また、若年性認知症への

理解を広めるため、冊子などにより啓発を行います。 

 

② みんなとオレンジカフェ（認知症カフェ）による支援 

認知症についての不安や悩みなどを安心して話し合える場として、各地区

や高齢者相談センター（地域包括支援センター）など身近な場所でみんなと

オレンジカフェ（認知症カフェ）等を開催します。カフェでは、認知症専門医

等による講話や相談、認知症予防のプログラムも実施します。 

 

 

みんなとオレンジカフェ 

 



 

 

 

７４ 

 

Uni-Voice 

(３) 適切なサービスの利用の促進 

認知症の早期発見を推進し、認知症の人を適切な医療やサービスの利用へつ

なげるための相談対応力の向上や認知症に関するご案内冊子の発行により、認

知症の人に向けたサービスを積極的に周知し、利用を促進します。 

 

主な取組事業 
 

① 認知症早期発見の推進 

地域の認知症専門医等や認知症疾患医療センター、認知症コーディネー

ター、介護事業者が連携して、訪問等により認知症の早期発見・早期対応を

推進します。医療・保健・福祉の専門職で編成した「認知症初期集中支援チー

ム」等により、認知症が疑われる段階から状態に応じて適切なサービスを受

けられるように支援します。 

 

② サービスの相談とコーディネートの充実 

認知症の人やその家族が、地域で安心して相談できるよう、高齢者相談セ

ンター（地域包括支援センター）に認知症地域支援推進員を配置します。適

切な医療・介護サービスが利用できるよう、相談対応する職員への研修を実

施するなど、相談窓口での対応力向上を図ります。 

 

③ 認知症の人へのサービスの周知 

認知症の人とその家族がサービスを円滑に受けられるよう、認知症の進行

状況に併せて、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければよい

かを「認知症ケアパス」（※）としてまとめ、周知します。 

※認知症ケアパス：認知症の人とその家族が安心して地域で暮らし続けられるよう、認知

症の状態ごとに受けられるサービスを示したものです。 

  



 

 

７５ 

 
Uni-Voice 

（４）認知症を支える体制の構築 

警察、消防、医療機関、介護事業者及び地域で活動するボランティア等と

連携し、認知症の人への支援体制の充実に取り組みます。 

また、東京都が設置する認知症疾患医療センター等との連携により、認知

症の人への早期対応を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 地域と連携した認知症支援体制の充実【新規事業】 

警察、消防、医療機関、介護事業者及び地域で活動するボランティア等、

地域を支える団体や事業者と連携し、見守り支援など協力できる体制を構築

することで、認知症の人を含め誰もが共生できる地域づくりを推進します。 

 

② 認知症疾患医療センターとの連携 

東京都が設置する認知症疾患医療センターと高齢者相談センター（地域包

括支援センター）等との連携を図り、認知症の早期発見、早期対応など、認知

症ケアの積極的な取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

認知症の人へのサービスをまとめた「認知症ケアパス」 

 



 

 

 

７６ 

 

Uni-Voice 

３ 日々の生活を支える 

介護・福祉サービスの充実 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

幅広いサービスの提供と介護保険施設等の整備・充実 

区では、介護保険サービスのほか、病院への付き添いや配食、救急通報シ

ステムなど様々な区独自の福祉サービスを提供してきました。また、介護が

必要になっても住み慣れた地域に安心して住み続けられるよう、要介護認定

者数の伸びを踏まえつつ、介護保険施設等の整備・充実を進めてきました。 

 

高齢者人口は増加するが、介護を支える生産年齢人口の割合は減少 

高齢者人口がピークを迎えるとされている令和 22（2040）年にかけて区の

高齢者人口の割合は増加しますが、介護を支える年代である生産年齢人口の

割合は減少する見込みです。限られた人材や資源の中で高齢者の暮らしを支

える方法を考える必要があります。 

 

在宅生活を支えるサービスを充実することが重要 

令和元（2019）年度の港区保健福祉基礎調査では、区内在住の 65歳以上の

人のうち６割を超える人が、今後も自宅で住み続けることを希望しています。

高齢になってもできる限り長く自宅で暮らし続けられるよう、介護・福祉サー

ビスの中でも、特に在宅生活を支えるサービスを充実することが重要です。 

  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

７７ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

支援の必要な高齢者だけでなく介護にあたる家族への支援も含め、引き続

き区独自の福祉サービスを実施するとともに、介護保険サービスを適切に提

供します。また、介護保険施設等の整備・充実を進めます。 

 

 港区への定住の意向 

 

出典：令和元年度港区保健福祉基礎調査 

  

自宅で住み続けたいと

思う

63.8％

自宅・自宅以外（施設

等）を問わず住み続け

たいと思う

26.3％

住み続けたいと思わない

0.9％

わからない

7.9％

無回答

1.0％



 

 

 

７８ 

 

Uni-Voice 

（１）高齢者福祉サービスの充実 

社会情勢の変化や新しい生活様式、多様化する高齢者のニーズに対応した

高齢者サービスの提供や積極的なサービスの情報発信を推進するとともに、

安心して住み続けられる多様な住まいの確保や住まいに困窮する高齢者世帯

への支援を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 高齢者の在宅生活の支援の充実 

高齢者の在宅生活を支えるため、コミュニティバス乗車券の発行や無料入

浴券の給付を行い、高齢者の健康増進と外出機会を確保するとともに、外出

の手助けになるシルバーカーなどの日常生活用具を給付します。 

また、特に介護が必要な人へは、紙おむつの給付や寝具乾燥消毒、理美容

サービス等を実施します。さらに、認知症による徘徊行動のある高齢者が行

方不明になった場合に、認知症高齢者等おかえりサポート事業などにより早

期発見と安全確保のための支援をします。 

高齢者が地域の中で安心して暮らし続けられるよう、引き続き、在宅生活

の支援を充実します。 

 

② ひとり暮らし等高齢者向け在宅生活支援サービスの充実 

ひとり暮らし等高齢者に対し、配食サービスや訪問電話、ごみの個別訪問

収集等により、日常的な見守りや安否確認を行います。さらに、急病などの

緊急事態に備えた救急通報システムや救急医療情報キットなど安全・安心の

ための取組を推進します。 

また、日常生活を営むのに支障のある高齢者を対象に家事援助サービスや

緊急一時介護人派遣などのサービスを提供し、ひとり暮らし等高齢者が地域

の中で安心して暮らし続けられるよう、在宅生活支援サービスの充実を図り

ます。 

 



 

 

７９ 

 
Uni-Voice 

③ 高齢者の住まいの確保・支援 

高齢者の自立した在宅生活を支援するため、手すりの取り付けや浴槽の交

換など住宅改修工事の助成を行います。さらに、住み替えが必要で住宅に困

窮している世帯を対象に民間賃貸住宅や債務保証会社の紹介を行うなど、高

齢者の良好な居住環境を確保できるよう支援します。 

また、大規模開発の際の付置要請等により、高齢者向け住宅の確保に引き

続き取り組みます。 

 

④ わかりやすい高齢者福祉・介護サービスの情報発信 

高齢者福祉サービスや介護サービス、介護予防プログラムなどについて、

必要な情報をわかりやすく提供できるよう、広報みなとや区ホームページ、

冊子やちらし、ケーブルテレビ、ＳＮＳなど、様々な媒体をとおして積極的

に情報発信します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者福祉・介護サービスのパンフレット  



 

 

 

８０ 

 

Uni-Voice 

（２）介護サービスの充実 

75歳以上の後期高齢者の増加に伴い、要介護認定者の増加が見込まれるこ

とから、地域の高齢者介護を支える介護人材の確保と介護事業所への支援に

向けて取り組みます。 

また、住み慣れた地域で安心して生活が継続できるよう、介護保険施設等

の整備・充実を進めます。 

 

主な取組事業 
 

① 介護予防・生活支援サービスの充実 

日常生活に支援の必要な人に向けて、ホームヘルパーによる身体介護や洗

濯、掃除等の生活支援サービス、保健師等による居宅での相談指導など、多

様なサービスを提供します。また、生活に必要な心身の機能を維持できるよ

う、運動や栄養改善等のプログラムなど多様なサービスを提供します。 

 

② 介護保険施設等の整備・充実【年次計画事業】 

介護を必要とする高齢者のための特別養護老人ホームのほか、在宅生活を

支える小規模多機能型居宅介護施設や、認知症高齢者が安心して生活できる

認知症高齢者グループホームの整備を進めます。 

また、各施設を安心して利用できるよう、看護師の配置など医療的ケアの

体制強化を支援します。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 
令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

特別養護老人

ホーム 

 

完成１施設 

（計 10施設 

定員 858人) 

９施設 
９施設 

定員 829人 

 

  － 

南青山一丁目 

（定員 29人） 
    

完成 

（南青山一丁目） 

（定員 29 人） 

 

調査       設計     建設中 

 

（調  整  中） 



 

 

８１ 

 
Uni-Voice 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 
令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

小規模多機

能型居宅介

護施設 

 

完成４施設 

(計９施設 

定員 244人) 

５施設 

５施設 

定員 

128 人 

   － 

南青山二丁目 

（定員 29 人） 
   

完成 

 
－ 

芝浦四丁目 

（定員 29 人） 
   

完成 

 
－ 

三田一丁目 

（定員 29 人） 
    

完成 

（三田一丁目） 

（定員 29 人） 

東麻布二丁目 

（定員 29 人） 
    

完成 

（東麻布二丁目） 

（定員 29 人） 

 

調査       設計     建設中 

※現況（令和２年度末）は、令和３年４月に開設する高輪三丁目施設（定員 29 人）を含みます。 

 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 

令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

認知症高齢

者グループ

ホーム 

 

完成１施設 

(計６施設 

定員 135人) 

５施設 

５施設 

定員 

108 人 

   － 

南青山一丁目

（定員 27 人） 
    

完成 

（南青山一丁目） 

（定員 27 人） 

 

調査       設計     建設中 

※現況（令和２年度末）は、令和３年４月に開設する高輪三丁目施設（定員 27 人）を含みます。 

 

③ 介護人材の確保・支援 

安定した介護サービスを確保するため、介護人材の育成や職場環境の改善

を推進します。介護従事者向けに、介護職員（初任者・実務者）研修受講費用

の助成を行うほか、介護事業者に対し、ハローワーク品川や港区社会福祉協

議会等と協力して、就業希望者を支援します。 

 

（調  整  中） 



 

 

 

８２ 

 

Uni-Voice 

④ ＩＣＴ等を活用した介護現場への支援【新規事業】 

介護従事者の働きやすい職場環境を構築するため、ＩＣＴ等を活用して作

業負担を軽減する方法について検討します。国や東京都の動向を踏まえつつ、

介護事業者に向けてＩＣＴ等の活用について支援します。 

 

⑤ 介護保険制度の円滑な運営 

保険者として介護保険制度を円滑に運営します。介護給付の適正化を着実

に実施することにより、利用者に対する適切な介護サービスを確保します。 

 

（３）介護にあたる家族への支援 

介護が必要な高齢者が地域で自分らしく生活するためには、介護者への支

援が重要となります。 

介護者に休養が必要な場合や緊急に要介護者の保護が必要となった場合、

サービス提供を行うことで介護する家族を支えるとともに、要介護者の在宅

生活を支えます。 

 

主な取組事業 
 

① 介護家族の会への支援 

介護についての不安や悩みなどを安心して気楽に話し合える場として、各

地域の「介護家族の会」の活動を支援します。さらに、「介護家族の会」の広

報や、地域のボランティア育成による人的支援を進めます。 

 

② 宿泊デイサービスの実施 

介護家族の休息が必要なときや、一時的に介護ができない場合に向けて、

デイサービスから引き続き宿泊ができる、宿泊デイサービス事業を芝高齢者

在宅サービスセンターと台場高齢者在宅サービスセンターで実施します。 

 

 



 

 

８３ 

 
Uni-Voice 

③ 認知症高齢者の短期入所の実施 

認知症高齢者を介護する家族の負担を軽減するため、特別養護老人ホーム

「ありすの杜きのこ南麻布」において、認知症高齢者を短期間受入れ、介護サー

ビスを提供する短期入所サービスを実施します。 

 

④ 緊急医療短期入所の実施 

介護者が一時的に介護できない場合に、医療的ケアが必要なため短期入所

生活介護（ショートステイ）を利用できない高齢者を、港区医師会の協力の

もと、指定された医療機関で短期間受入れ、医療を伴う看護を提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

８４ 

 

Uni-Voice 

４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 
 

 

〇現状と課題〇 
 

全ての高齢者の尊厳と権利を守るための取組 

区ではこれまで、ふれあい相談員や地域の事業者と協力した見守り、高齢

者相談センター（地域包括支援センター）を中心とした高齢者虐待や消費者

被害に関する相談事業、災害時の安全確保に向けた支援などに取り組んでき

ました。 

 

ひとり暮らしでも安心して暮らせる地域づくりの推進 

平成 27（2015）年の国勢調査によると、区の高齢者のうち 30.1％がひとり

暮らしです。これは全国平均の 17.7％と比べてかなり高い割合になっていま

す。ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯でも孤立せず、安心して暮ら

せる地域をつくることが重要です。 

 

複合的な問題に対応するための関係者のネットワークの構築が重要 

近年、８０５０問題など、高齢者福祉や介護分野以外にも複合的に問題を

抱える相談が増加しています。安心して暮らせる地域をつくるためには、行

政機関のみならず、民間事業者や老人クラブ、ボランティアなど様々な関係

機関とネットワークを構築し、それぞれの持つ能力や資源を生かして地域の

区民を支えることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

８５ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

日々の暮らしの安心に向けて、高齢者相談センター（地域包括支援センター）

を中心に地域の関係機関と協力して、高齢者の見守りや権利擁護に関する相

談に当たります。 

また、高齢者の日常生活の困りごとに対して適切な生活支援を行えるよう、

地域の資源の情報を関係者と共有できる体制を整備します。 

災害時の安全確保に向けては、防災対策や安否確認を支援するほか、避難

所での支援体制を整えます。 

 

ひとり暮らし高齢者数（実態調査） 

  

（注）ひとり暮らし高齢者……住民基本台帳上の 65歳以上の単身世帯を対象に、民生委員・児童委員等が実態調査した単身居住者 

（注）３年に一度、住民基本台帳上単身世帯（65 歳以上）全員を調査対象とした全数調査を行い、続く２年間については、 

   全数調査の結果を基に、当該年度の転入者等を含め、調査を行います。 

出典：港区行政資料集 令和２年度版 

（各年度１月１日現在）（単位　人）

年度

区分

地区 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

芝 334 892 1,226 316 889 1,205 373 1,019 1,392 352 960 1,312 327 923 1,250

麻　　布 291 938 1,229 279 907 1,186 361 1,092 1,453 314 1,022 1,336 317 987 1,304

赤　　坂 280 1,071 1,351 281 1,007 1,288 342 1,117 1,459 315 1,051 1,366 304 1,008 1,312

高　　輪 419 1,389 1,808 406 1,370 1,776 509 1,658 2,167 473 1,521 1,994 434 1,467 1,901

芝浦港南 373 917 1,290 349 904 1,253 434 1,057 1,491 461 1,069 1,530 450 1,080 1,530

合　　計 1,697 5,207 6,904 1,631 5,077 6,708 2,019 5,943 7,962 1,915 5,623 7,538 1,832 5,465 7,297

65歳以上
計

27 28

65歳以上
計

29

65歳以上
計

元

65歳以上
計

30

65歳以上
計



 

 

 

８６ 

 

Uni-Voice 

（１）安全・安心を支え合う地域づくりの推進 

高齢者相談センター（地域包括支援センター）やふれあい相談員、民生委

員・児童委員、高齢者の見守りに関する協定先事業者、町会・自治会、地域の

サロンなど様々な関係機関や活動主体が連携し、高齢者の孤立化を防ぎ、住

み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域で高齢者を支え、見守る取組を

推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 高齢者相談センター(地域包括支援センター)の相談機能の充実 

高齢者のための身近な相談窓口として、地区ごとに高齢者相談センター（地

域包括支援センター）を設置しています。 

様々な専門職や関係機関との協力体制を築くことで、日々の見守り、虐待

や消費者被害の防止など、高齢者の安全・安心に関する相談機能の充実を図

ります。 

 

② ふれあい相談員によるひとり暮らし等高齢者の見守りの充実 

地区ごとに「ふれあい相談員」を配置し、ひとり暮らしの高齢者や高齢者

のみの世帯で高齢者福祉サービスを利用していない人に対して、積極的に地

域に出向き、高齢者の困りごとなどの相談を受けています。民生委員・児童

委員や町会・自治会、各地区総合支所、高齢者相談センター（地域包括支援セ

ンター）、区内事業者等と連携して、高齢者の生活に寄り添った支援を充実

します。 

 

③ 高齢者のセーフティネットワーク構築の推進 

「高齢者地域支援連絡協議会」（※）や各地区の「地区高齢者支援連絡会」

（※）での情報交換や協議を踏まえ、高齢者を取り巻く地域の様々な機関、活

動主体、高齢者の見守り協定先事業者などと協働し、地域での日々の見守り

や虐待防止、消費者被害の防止などの、高齢者の地域におけるセーフティネッ

トワークの構築を推進します。 



 

 

８７ 

 
Uni-Voice 

※高齢者地域支援連絡協議会：高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域で

活動する様々な団体、関係機関及び区により組織する総合的なセーフティネットワーク

組織です。 

※地区高齢者支援連絡会：総合支所ごとに設けた高齢者地域支援連絡協議会の地区組織で

す。 

 

④ 高齢者の熱中症予防の推進 

広報みなとや区ホームページ、チラシ、ポスターなどでの注意喚起や「高

齢者地域支援連絡協議会」や「地区高齢者支援連絡会」において、情報共有や

注意喚起に対する協力依頼を行うなど、熱中症予防に取り組みます。 

また、近年の厳しい暑さの中、エアコンの適切な使用について周知すると

ともに、エアコンのない高齢者世帯へのエアコン設置を支援します。 

 

⑤ 医療・介護・保健・福祉が連携した相談体制の充実 

医療・介護・保健・福祉の各分野にしばられず必要な支援が受けられるよ

う、医師や薬剤師、保健師、看護師、ケアマネジャーなど多職種の連携・協働

を推進し、総合的に対応できる相談体制を充実します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

地域における見守りネットワーク  



 

 

 

８８ 

 

Uni-Voice 

（２）高齢者の権利の擁護 

認知症高齢者を含め、全ての高齢者の権利や財産を守りつつ、契約行為等

の法律上の手続を支援する仕組みである成年後見制度の理解を深め、利用を

促進します。 

また、高齢者の尊厳や権利を守るために、虐待を早期発見し、適切に対応

するとともに、悪徳商法や詐欺等の消費者被害の防止に努めます。 

 

主な取組事業 
 

① 高齢者虐待対応支援の充実 

高齢者の尊厳の保持と権利擁護のため、区内関係機関で構成する「高齢者

地域支援連絡協議会」で情報を共有し、地域全体で高齢者の虐待防止に取り

組みます。「港区高齢者虐待防止対応マニュアル」を活用し、虐待の早期発見

と適切な対応をとれるよう更なる職員の能力の向上を図ります。 

 

② 成年後見制度の理解と利用の促進 

高齢者の権利や財産を守るために、港区社会福祉協議会の成年後見利用支

援センター（サポートみなと）等と連携して、成年後見制度の理解と利用の

促進に向けて、高齢者相談センター（地域包括支援センター）が、講座等で紹

介するなど広く周知を図ります。また、認知症などで判断能力が不十分な状

態になった人には、成年後見制度の利用支援のため、成年後見利用支援セン

ター（サポートみなと）等の関係機関と連携を強化します。 

 

③ 消費者被害の防止 

高齢者が消費者被害や詐欺事件の被害を受けないよう、消費者センターや

警察などの関係機関と連携して、被害についての情報提供や啓発を行うとと

もに、高齢者相談センター（地域包括支援センター）やふれあい相談員など、

身近なところで相談に応じます。  



 

 

８９ 

 
Uni-Voice 

（３）災害時等の安全の確保 

災害発生時に自力で避難することが困難な高齢者の個別支援計画の作成に

ついて啓発を図ります。 

また、風水害に備えて自ら作成できる「避難行動計画（マイ・タイムライ

ン）」の周知、活用に向けた講座の開催や、高齢者相談センター（地域包括支

援センター）等と連携した避難訓練の実施など、災害時の高齢者の支援体制

を強化するとともに、高齢者施設の感染症対策を充実します。 

 

主な取組事業 
 

① 高齢者の防災対策の支援 

高齢者に必要な災害に対する備えとして、家具類の転倒を防止する器具等

の支給や取付け支援、防災用品のあっせんなど、家庭での防災対策を支援し

ます。 

 

② 災害時の安否確認と避難に向けた支援 

災害時の避難行動に支援を要する高齢者を災害時避難行動要支援者登録名

簿に登録し、警察、消防、民生委員・児童委員、高齢者相談センター（地域包

括支援センター）及び介護事業者等の支援関係者と日頃から連携するととも

に、個別支援計画の作成を進め支援体制を確保します。作成した個別支援計

画に基づき支援関係者と連携し、安否確認や避難支援を行います。 

また、風水害の発生に備えて、一人ひとりが安全に避難行動を取れるよう、

自ら作成するマイ・タイムラインについて周知・啓発します。 

 

③ 施設等における災害時の支援 

支援が必要な高齢者が災害時にも必要な支援を受けられるよう、区内の特

別養護老人ホーム、老人保健施設、高齢者在宅サービスセンター等を福祉避

難所として感染症対策も講じながら受入れ態勢の整備を推進します。 



 

 

 

９０ 

 

Uni-Voice 

また、避難計画書に基づく訓練などを通じ、福祉避難所と高齢者相談セン

ター（地域包括支援センター）や訪問介護事業所、周辺住民との協力体制づ

くりに取り組みます。 

 

④ 高齢者施設における感染症対策の充実【新規事業】 

高齢者が安心して施設を利用できるよう、施設における感染症対策を推進

します。感染症マニュアルを随時更新するとともに、一人ひとりの感染予防

対策の徹底に向け注意喚起を行います。また、感染症拡大の防止を図るため、

マスク、ガウン、消毒液等の備蓄を進めます。 

 

  
福祉避難所での簡易ベッド組立 

 

（４）生活支援体制の整備の推進 

様々な支援を必要とする高齢者が増加することが見込まれる中、生活支援

コーディネーターが中心となり、地域のボランティア、ＮＰＯ、民間事業者、

地域活動団体等、多様な主体と連携・協働を推進し、高齢者を取り巻く地域

の課題の把握・解決に資する地域活動の拡充に向け取り組みます。 

 

 

 

 



 

 

９１ 

 
Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 生活支援体制整備事業の充実 

高齢者の在宅生活を支えるため、生活支援コーディネーターの活動をとお

して、地域資源の開発や地域の支援ニーズと担い手のマッチング等、高齢者

を取り巻く地域の課題の把握・解決に資する地域活動の拡充に向け取り組み

ます。 

また、「生活支援体制推進会議」を開催し、地域のボランティア団体、民

間事業者、ＮＰＯ法人等多様な主体と情報共有や連携強化を図ります。 

 

② 生活支援に関連する地域活動情報の収集・提供 

生活支援コーディネーターが中心となって収集した地域活動、地域資源情

報やイベントなどの情報を共有し、活用できる仕組みを構築します。 

区民や様々な活動主体等への情報発信を行い、地域の生活支援の担い手と

そのサービスを必要とする方を結び付けられるよう支援することで、地域に

おける生活支援サービスの充実や地域を支える担い手として高齢者自身の社

会参加の推進を図ります。 

 

③ 生活支援サービスの担い手の育成 

  高齢者の日常生活を支えるため、介護予防・生活支援サービスの担い手を養

成し、比較的軽度なサービスの担い手として地域で活躍できるよう支援する

とともに、区民の社会参加やいきがいづくりを推進することにもつなげます。 



 

 

 

９２ 

 

Uni-Voice 

  

 

※ 第３章障害者分野は、「港区障害者計画」に相当します。 

 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

障害の有無や特性にかかわらず、等しく基本的人権を享有する 

かけがえのない個人として尊重される地域共生社会 

障害の有無や特性にかかわらず、誰もが心豊かに暮らすことのできる社会

の実現に向け、地域全体に心のバリアフリーの理解を深く浸透させます。 

また、障害者本人による意思決定を支援するとともに、互いを尊重し、障

害特性に応じた多様な手段により意思疎通が実現できる環境を整備します。 

障害のある方の自立と社会参加に向けて、ライフステージに応じた切れ目

のない包括的な支援体制を構築します。特に、配慮の必要な子どもに対して

は早期の相談体制を充実します。また、障害者の特性に応じた多様な働き方

を支援するとともに、就労定着に向けた支援を強化します。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

１ 障害者が安心して暮らせる環境の整備 重点施策 

（１） 心のバリアフリーの普及 区民の心のバリア解消に向けた取組

を推進します。 

p.99 

（２） 権利擁護の取組の推進 成年後見制度の理解促進と虐待の予

防や早期発見に努めます。 

p.100 

（３） 障害者の多様な意思疎通

支援 

障害特性に応じた多様な意思疎通支

援の取組を充実します。 

p.101 

（４） 障害者が暮らしやすい生

活環境の充実 

住宅の改修や地域のバリアフリー化

を推進します。 

p.102 

（５） あらゆる危機から障害者

を守る支援の充実 

危機管理能力を強化することで、障

害者を危機から守ります。 

p.102 

 

第３章 障害者分野 



 

 

９３ 

 
Uni-Voice 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 地域福祉分野 ３ 成年後見制度の理解と利用の促進 p.176  
     

 

２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 

（１） 日常生活を支えるサポー

ト体制の充実 
住み慣れた地域で障害者が暮らし続

けることができるよう、包括的な支

援体制を整備します。 

p.107 

（２） 地域生活への移行の促進 地域生活への移行促進と、その受皿

となる障害者グループホームの設

置・整備を支援します。 

p.108 

（３） 医療的ケア児・者をはじ

めとした障害特性に応じ

た支援の充実 

医療的ケア児・者や難病患者等の特

性に応じた支援を充実します。 

p.109 

（４） サービスの質の確保・ 

向上 
事業者への支援を通じて、障害福祉

サービス等の質の確保・向上を図り

ます。 

p.109 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 健康づくり・ 

保健分野 

２ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進 p.129  

 ４ 健康づくりの積極的支援 p.138  

 
地域福祉分野 

１ 港区ならではの地域包括ケアの推進 p.164  

 ２ 港区の地域福祉を支える活動の支援 p.171  
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３ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 重点施策 

（１） 早期からの相談支援の 

充実 
将来の子どもの発達・成長を見通し

ながら、早期からの発達に関する相

談支援窓口を充実します。 

p.114 

（２） 特別な配慮の必要な子ど

もに対する生活の 

支援 

放課後等に療育機能と居場所機能を

果たすサービスを充実します。 

p.114 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 子ども・子育て 

分野 
３ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 p.46 

 

     

 

４ 障害特性に応じて就労できる仕組みづくり 

（１） 一般就労への移行と就労

定着支援の強化 
ＩＣＴ等を活用することで、障害特

性に応じた一般就労を支援するとと

もに、安心して働き続けられる環境

を整備します。 

p.119 

（２） 支援機関の連携による就

労支援の充実 
多様な働く機会を拡充し、障害者の

就労意欲や工賃等の向上を支援しま

す。 

p.120 

 

 

〇ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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Ⅱ 障害者分野における施策 
 

１ 障害者が安心して暮らせる環境の整備  

重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

安心な地域生活に必要な取組の充実 

障害児・者を対象とした調査では、地域生活に必要なこととして、必要な

ときに受けられる介助、安全な住まい、困ったときの相談先、経済的な支援

など、生活を送る上での安心感につながる回答が多く寄せられています。加

えて、知的障害者、精神障害者、障害児の約半数が周囲の人の理解を挙げて

います。また、もっと力を入れる必要があると思うこととして、経済的な支

援、障害に対する理解を深めるための啓発・広報、住宅・建物・交通機関等の

バリアフリー化など、地域で生活を送る際に基盤となるサービスや事業の実

施を求める回答が多く寄せられています。障害者が安心して地域で生活する

ため、更なる相互理解の促進、差別の解消に向けた取組が不可欠です。 

 

障害特性に応じた意思疎通手段の整備 

「適切だと思う行政情報の発信手段」を平成 28（2016）年度の調査と比較す

ると、身体障害者と精神障害者は電子メールや Twitter 等のＩＣＴ、知的障

害者は音声による読み上げと回答する人の割合が増加しています。一人ひと

りの障害特性に応じた手段を選択することができるよう、意思疎通支援を充

実する必要があります。 

 

障害に対する区民の理解促進・啓発 

職場、学校、地域の人に障害のことで嫌がらせを受けたことについて、身

体障害者では、「特にない」が最も多いものの、知的障害者、精神障害者、障

害児の５～６人に１人程度は障害のことで嫌がらせを受けた経験があること

から、障害に対する区民の理解を促進するため啓発を図る必要があります。 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

９６ 

 

Uni-Voice 

スポーツや文化・芸術に接する機会の充実 

障害児の３人に１人程度はスポーツや文化・芸術に接する機会が少ないと

感じています。心豊かな暮らしの実現をめざすため、障害児・者がスポーツ

に参加できる機会の創出、パラリンピックを契機とした機運の醸成や文化・

芸術活動の発表機会や参加できる機会の創出が必要です。 

 

地域生活に必要なこと 

 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

  

57.9

46.1

41.3

40.8

27.3

36.9

38.1

31.3

23.5

12.1

17.9

20.9

14.7

1.6

8.8

67.3

57.6

53.1

48.2

49.4

54.7

42.4

30.2

29.8

15.1

33.5
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7.0

74.0

58.0

54.1

59.7

64.1

51.9

39.8

44.8

48.1

71.3

39.2

36.5

35.4

1.1

2.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

必要なときに十分な介助が受けられること

安心して住めるところがあること

困ったときの相談支援体制が整っていること

介助に必要な経済面での支援が受けられること

周囲の人が理解してくれること

障害のある人に配慮された施設が整備されていること

健康管理や治療・リハビリを受けやすいこと

街の中での移動や活動が障害者にとって安全で快適なこと

旅行や遊びのための外出が気兼ねなくできるようになること

自分に適した学校や就職が選択できること

運動やスポーツを楽しめる機会と場があること

文化・芸術を楽しめる機会と場があること

障害のない人との交流の機会が多くあること

その他

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181) ｎは有効回答数

（％） 



 

 

９７ 

 
Uni-Voice 

もっと力を入れる必要があると思うこと 

 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

適切だと思う行政情報の発信手段 

 

 出典：平成 28 年度、令和元年度 港区保健福祉基礎調査 
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生活の安定のための年金や手当の充実

障害のある人への理解を深めるための啓発・広報

活動

障害のある人に配慮した住宅や建物、交通機関の

整備

障害に応じた職業訓練の充実や雇用の確保

保健医療サービスやリハビリテーションの充実

ホームヘルプサービスなどの在宅サービスの充実

障害のある子どもの相談・支援体制や教育と、障

害のある人への生涯学習の充実

障害のある人が差別を受けた際の相談窓口や紛争

解決機能の充実

点字・手話、字幕放送などによる情報提供の充実

その他

わからない

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) ｎは有効回答数
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身体H28 (n=1,392)

身体R1 (n=1,394)

知的H28 (n=174)

知的R1 (n=245)

精神H28 (n=346)

精神R1 (n=459)

電子メール、ツイッター等の情報通信技術を活用した手段
ファクシミリ
点字
音声による読上（Uni-voiceコードなど）
デイジー（ＤＡＩＳＹ）
その他
無回答 ｎは有効回答数

（％） 



 

 

 

９８ 

 

Uni-Voice 

 

障害があることが原因で受けたことのある対応 

 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

〇取組の方向性〇 

障害者が安心して暮らせる地域をつくるため、社会的障壁となりうる精神

的（ソフト）・物理的（ハード）バリアの解消に努めます。 

特に、障害者によるスポーツや文化・芸術活動を促進することで、心豊か

な暮らしの実現をめざすとともに、障害特性に応じた多様な意思疎通支援を

充実することで、障害者の自立と社会参加を促進します。 

さらに、災害や新たな感染症等に備え、日頃から対策を行うことで、緊急

事態下においても安心できる環境の整備に向けた取組を進めます。 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない

スポーツに接する機会が少ない

一人で自立して生活したいが、経済面などの支援が不足している

文化・芸術に接する機会が少ない

職場、学校、地域の人に、障害のことで嫌がらせを受けた

道路や建物が利用しにくい

希望する仕事につけなかった

職場での労働条件や給料が、周囲の人に比べて悪い

希望した学校に入学できなかった

親族の冠婚葬祭への出席を断られた

公的施設で障害を理由に利用を断られた

民間の食堂やホテルなどで障害を理由に利用を断られた

家族や施設の人から暴力による虐待を受けた

年金が本人のために使われなかったり、知らない間に預金が引き出さ

れるなど、自分の財産が侵害された

その他

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181) ｎは有効回答数

（％） 



 

 

９９ 

 
Uni-Voice 

（１）心のバリアフリーの普及 

区民の心のバリアフリーに向けた普及・啓発の取組を推進するとともに、

区や区内事業者の合理的配慮の提供を促進するため情報発信を積極的に行い

ます。また、心豊かな暮らしを実現するため、障害者によるスポーツや文化

芸術活動を促進します。 

 

主な取組事業 
 

① 差別解消の取組の推進 

障害者が行政・民間サービスを受ける際に適切な配慮を受けることができ

るよう、区や区内事業者の合理的配慮の提供を促進します。また、小学生を

対象とした啓発マンガ「みなとも」の配布を通じて、「障害者差別解消法」の

普及・啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「みなとも」表紙 

 

 

② 心のバリアフリーの推進 

障害者と地域住民との交流の機会となるヒューマンぷらざまつりや障害者

週間記念事業の開催、学校等における福祉体験を開催するとともに、ヘルプ

マークやヘルプカード、ほじょ犬、だれでもトイレ（多機能トイレ）の利用な

どの啓発を行い、区民一人ひとりの心のバリアフリーを推進します。 

 



 

 

 

１００ 

 

Uni-Voice 

③ 障害者スポーツ・文化芸術イベントの振興 

障害者の生活を豊かにするため、障害者のためのスポーツ教室の開催や障

害者が参加できるアートプロクラム「ソーシャルサーカス」「障害者アート

展」など文化芸術活動の機会を創出します。 

 

（２）権利擁護の取組の推進 

障害者の権利を擁護する観点から、契約行為等の法律上の手続を支援する

仕組みである成年後見制度の理解を深め、利用を促進します。 

また、意思決定に困難を抱える障害者が、可能な限り自らの意思を反映さ

せた生活を送るために、支援者が障害者の意思を読み取り、一緒に実現する、

意思決定支援の理解を促進します。 

さらに、障害者の尊厳や権利を守るため、障害に起因する虐待の予防や早

期発見に努め、適切に対応します。 

 

主な取組事業 
 

① 成年後見制度の理解促進の支援 

障害により物事を判断する能力が十分でない方の権利を守るため、港区社

会福祉協議会の成年後見利用支援センター（サポートみなと）等と連携し、

活用事例などを紹介する研修等を実施することにより、制度を広く周知し理

解を促進します。 

また、障害者の意思を支援者が読み取り、可能な限り障害者自らの意思を

反映させた生活が送れるよう、厚生労働省の「障害福祉サービス等の提供に

係る意思決定支援ガイドライン」を周知し、理解の促進を図ります。 

 

② 虐待防止に関する取組の推進 

虐待防止センターを中心に関係機関との連携を強化し、障害者に対する虐

待や権利侵害についての事例を検証し、発生時の早期発見・早期対応に努め

ます。また、研修や講演会等を通じて、障害者虐待防止・養護者支援事業につ

いて周知・啓発し、養護者支援の取組を推進します。 



 

 

１０１ 

 
Uni-Voice 

（３）障害者の多様な意思疎通支援 

障害者本人の自己決定を尊重する観点から、障害特性に応じた多様な意思

疎通支援の充実に向け、手話通訳者等の育成やＩＣＴを活用した取組を推進

します。 

また、障害者本人が適切に意思を表明することができるよう、「港区手話

言語の理解促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条例」

に基づき取組を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 障害特性に応じた意思疎通手段の利用の促進 

障害特性に応じた情報のバリアフリー化を推進するため、情報保障ガイド

ラインの更新・見直しを実施するとともに、「障害者とのコミュニケーショ

ンハンドブック」を作成し、多様な意思疎通手段を区民等に周知し、必要と

する障害者への多様な意思疎通手段の利用を促進します。 

 

② 手話言語の理解促進【新規事業】 

区民や区内事業者に対し、手話が言語であるとの理解を促進するため、手

話の啓発冊子「手話を知ろう！」の活用や手話の普及動画を作成します。ま

た、手話による意思疎通の機会を保障するため、手話通訳者の育成を強化し、

聴覚障害者の社会参加を促進します。 

 

 

 

 

 

手話の啓発冊子「手話を知ろう！」 

 



 

 

 

１０２ 

 

Uni-Voice 

③ ＩＣＴを活用したコミュニケーション支援【新規事業】 

聴覚障害者を対象とした遠隔手話通訳サービスをはじめ、音声による読上

げ機能の活用、スマートフォンやタブレットなどのＩＣＴ機器を活用するこ

とで、障害者が特性に応じ、円滑にコミュニケーションできる環境を整備し

ます。また、障害者アプリを作成し、プッシュ型の情報発信を行います。 

 

（４）障害者が暮らしやすい生活環境の充実 

障害者の自立した地域生活を支えるため、住宅のバリアフリー化を促進す

るとともに、まちのバリアフリー化にユニバーサルデザインの考え方を加え、

計画的なまちづくりを推進し、誰もが安心して生活しやすい空間を整備しま

す。 

 

主な取組事業 
 

① 住まいのバリアフリー化の支援 

重度の障害児・者が自宅で自立した生活を送ることができるよう、住宅の

改修や設備の設置・改修を支援します。 

 

② バリアフリー化の計画的な推進 

公共施設や公共交通機関におけるバリアを緩和し、誰もが安心して利用し

やすい環境の形成を図るため、「港区バリアフリー基本構想」に基づきこれ

までのバリアフリーの在り方にユニバーサルデザインの考え方を加え、重点

整備地区を定めて、計画的にバリアフリー空間を整備します。 

 

（５）あらゆる危機から障害者を守る支援の充実 

災害発生時における障害者の避難行動や意思疎通の支援に備え、危機管理

能力の強化に努めます。 



 

 

１０３ 

 
Uni-Voice 

また、新型コロナウイルス感染症など新たな感染症の脅威から障害者を守

るため、関係機関との連携を強化するとともに、障害者に対する感染症対策

物資の提供と備蓄促進を実施します。 

 

主な取組事業 
 

① 新たな感染症などの危機から障害者を守る支援の強化【新規事業】 

新型コロナウイルス感染症など新たな感染症の脅威から障害者を守るため、

関係機関との連携を強化し、災害発生時にサービス提供が可能な支援者や支

援事業者の確保に努めます。また、障害者に対して、感染症の予防対策に係

る物資を提供するとともに、あらゆる災害に対応するため備蓄を強化します。 

 

② 障害者の災害時支援体制の整備 

災害時の個別支援計画の策定や防災備蓄物資の整備とともに、福祉避難所

における避難所運営マニュアルの整備、避難所運営訓練の実施などにより、

危機管理能力を強化し、災害発生時の障害者の安全を確保します。 

 

③ 災害時における意思疎通の支援 

災害発生時に、障害者が円滑に情報を取得することができるよう、区民や

区内事業者と協力しながら、多様な防災情報の発信手段を検討するとともに、

避難所における意思疎通手段を充実します。 

  



 

 

 

１０４ 

 

Uni-Voice 

２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 

 

 

〇現状と課題〇 
 

生涯にわたる地域生活 

障害者を対象とした調査では、将来の暮らしの意向として、家族との在宅

生活の継続を希望する人が障害種別を問わず最も多く、身体障害者と障害児

の半数以上、知的障害者と精神障害者の３人に１人を占めています。次いで、

一人暮らし、区内施設への入所など、将来的にも現在の住居の近隣での生活

を希望している人が多い傾向です。 

 

グループホーム開設に伴う利用者数の増加 

港区では、過去 10年間にわたり、障害者の地域生活を支えるための多様な

事業や施設の整備・誘致を展開してきました。平成 26（2014）年以降、知的

障害者と精神障害者を対象としたグループホームが計８施設開設されたこと

から、知的障害者と精神障害者のグループホーム利用者数は大幅に増加して

います。地域での暮らしを希望する障害者が利用することができるよう、更

なる整備を推進する必要があります。 

 

将来の暮らしの意向 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査  
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

自宅で（現在の）家族と暮らしたい

一人で自立して暮らしたい

港区内の施設で暮らしたい

結婚して家庭をつくって暮らしたい

世話人に日常生活上の援助などを受けながら、…

港区以外の施設で暮らしたい

医療施設内または医療施設隣接地で暮らしたい

その他

わからない

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181) ｎは有効回答数

（％） 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１０５ 

 
Uni-Voice 

地域生活に関する港区の主な障害者施策の変遷（10年間） 

年 内容 

平成 23 年 発達支援センター事業開始 

平成 24 年 精神障害者地域活動支援センター事業開始 

平成 26 年 知的障害者グループホーム「障害者グループホーム芝浦」開設 

精神障害者グループホーム「みなと芝浦ベイホーム」開設 

平成 28 年 知的障害者グループホーム「１番線ホーム」開設 

精神障害者グループホーム「アプローズ House南麻布」開設 

精神障害者地域活動支援センター「あいはーと・みなと」設置 

平成 29 年 知的障害者グループホーム「六本木ヒルサイドホーム」開設 

精神障害者グループホーム「935 ファミリー・ワン三田ハウス」開設 

平成 30 年 知的障害者グループホーム「２番線」開設 

令和元年 身体障害者入所施設「障害者支援ホーム南麻布」開設 

令和２年 知的障害者グループホーム「かげともグループホーム」開設 

 

 

グループホーム利用者数の推移 

 

出典：保健福祉支援部資料 
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１０６ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

住み慣れた地域での生活を希望する障害者を支えるため、障害特性に応じ

た多様なサービスの充実に努めます。 

また、施設や病院で過ごしているものの、地域での暮らしを希望する障害

者に対しては地域への移行を支援するため施設整備や誘致を行うとともに、

在宅生活の継続を希望する障害者に対しては包括的な支援体制を整備し、障

害者本人が望む生活の実現に向けた支援を行います。 

特に、増加傾向にある医療的ケアを必要とする障害児・者に対しては、関

係機関と連携し、一人ひとりのライフステージに応じた切れ目のない支援を

充実させます。さらに、サービス提供事業者に対する支援を通じて、サービ

スの充実を図ります。 

  



 

 

１０７ 

 
Uni-Voice 

（１）日常生活を支えるサポート体制の充実 

福祉総合窓口の活用による包括的な相談体制や、地域生活支援拠点を整備

することで、住み慣れた地域で障害者が暮らし続けることができるよう支援

します。 

 

主な取組事業 
 

① 福祉総合窓口の活用による包括的な相談体制の構築 

障害者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、障害者本人、

又は世帯の抱える課題を的確に把握し、対応する福祉総合窓口と、複合的で

解決しにくい課題に対応する障害者総合相談支援センターが連携することに

より、包括的な相談体制を構築します。 

 

② 地域生活支援拠点における支援の充実 

区立障害保健福祉センター、区立精神障害者支援センター、区立障害者支

援ホーム南麻布や新橋はつらつ太陽を中核とし、地域の関係機関が協力し、

相談機能の強化、家族の急病などの緊急時の受入れ先の確保、地域で生活す

る上での日中活動を体験利用できる機会の提供など、障害者の生活を地域全

体で支えるサービス提供体制を構築します。これにより障害者の重度化・高

齢化、「親なき後」を見据えた支援や、施設及び病院での生活から地域での生

活へ移行するための支援を充実します。 

 

③ 日中活動の場の充実 

住み慣れた地域で、いきいきとした豊かな生活が送れるよう、ニーズや障

害特性に応じたサービスを提供する生活介護、就労支援や、地域活動支援セ

ンター（区立障害保健福祉センター）による余暇支援など、様々な活動を行

うことができる場を充実させます。 

  



 

 

 

１０８ 

 

Uni-Voice 

（２）地域生活への移行の促進 

施設入所や長期入院をしている障害者が、希望する暮らしを実現すること

ができるよう、地域生活への移行を促進するとともに、障害者グループホー

ムの設置・整備を支援します。 

 

主な取組事業 
 

① 地域移行支援の推進 

地域生活を実現するために包括的な相談支援を実施するとともに、住まい

を確保するための仕組みを構築します。また、支援者のスキルアップを通し

た人材育成や、保健・医療・福祉等、関係機関の連携を強化するため、地域移

行、地域定着の研修や検討会等を実施します。 

 

② 障害者グループホームの設置・整備支援【年次計画事業】 

障害者が地域で自立した生活を送ることができるよう、民間事業者による

グループホームの設置・整備を支援します。 

また、障害者の重度化・高齢化・「親なき後」を見据え、新たな類型の日

中サービス支援型グループホームの必要性について検討します。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 
令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

 

障害者 

グループ 

ホーム 

完成３施

設 

(計 16 施設 

定員 100 人) 

13 施設 
13 施設 

定員 84 人 
    － 

南青山二丁目 

１施設（知的） 

（定員５人） 

   

完成 

－ 

芝浦四丁目 

１施設（知的） 

（定員６人） 

   

完成 

－ 

南青山二丁目 

１施設（精神） 

（定員５人） 

  

 

 

 

完成 

－ 

 

   設計       建設中 

 



 

 

１０９ 

 
Uni-Voice 

③ 短期入所の充実 

施設入所や長期入院の生活から地域での生活へ移行するに当たっての生活

体験や、障害者の家族が急病などの際に緊急受入れ、家族のレスパイトなど、

多様な機能を果たすため、短期入所を充実させます。 

 

（３）医療的ケア児・者をはじめとした障害特性に応じた支援の充実 

増加傾向にある医療的ケアを必要とする障害児・者や、高次脳機能障害、

発達障害、難病、中等度難聴児等、多様な障害特性を有する方に対し、ライフ

ステージごとに保健・医療・福祉・教育など関係機関との連携を図るととも

に、切れ目のない支援体制を充実します。 

 

主な取組事業 
 

① 医療的ケア児・者に対する切れ目ない支援 

医療・福祉等の関係機関と連携し、放課後や日中に過ごせる場の充実や、

専門的な相談支援の強化など、医療的ケア児・者に対するライフステージに

応じた切れ目のない支援体制を構築します。 

 

② 障害特性に応じたきめ細かな支援 

高次脳機能障害、発達障害、難病、中等度難聴児等、障害特性の理解の促

進を目的とした研修・講演会の実施や、就労及び社会参加に向けた支援など、

多様な障害特性に応じたきめ細かな支援を行います。 

 

（４）サービスの質の確保・向上 

区内の障害福祉サービス事業者や障害児通所支援事業者、相談支援事業者

の従業者を対象に、障害特性の理解促進、介護技術向上、虐待防止、差別解

消、感染症などのテーマで、研修を実施します。また、事業所に対しては、提

供するサービスについて３年に一度、第三者評価機関による評価を受審する

よう勧奨を行い、障害福祉サービス等の質の向上を図ります。 

 



 

 

 

１１０ 

 

Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 障害福祉サービス等事業所に関する第三者評価機関の活用の促進 

障害福祉サービスや障害児通所支援等のサービスの質の向上を図るため、

障害福祉サービス事業所や障害児通所支援事業所に対して、東京都の福祉

サービス第三者評価の受審を勧奨します。また、区が受審費用の一部を補助

することで、受審の一層の促進に努めます。 

 

② 障害福祉サービス事業者への支援 

障害者が安心して質の高いサービスを受けることができるよう、区内の障

害福祉サービス事業者に対し、法令理解を促進するための説明会や集団指導

を実施します。 

また、実地指導では法令遵守状況を確認し、必要に応じて助言及び指導並

びに是正の措置を講じます。さらに、従業者からの相談等に応じ、区内事業

所のサービスの質を確保します。 

 

③ 障害児通所支援事業者への支援【新規事業】 

障害児が安心して質の高いサービスを受けることができるよう、区内の障

害児通所支援事業者に対し、法令理解を促進するための説明会や集団指導を

実施します。 

児童相談所設置市として、法令遵守を徹底するために、必要な助言及び指

導並びに是正の措置を講じ、事業者の育成に取り組みます。また、従業者か

らの相談等に応じ、区内事業所のサービスの質を確保します。 

  



 

 

１１１ 

 
Uni-Voice 

３ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 

 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

障害児通所支援の普及・啓発 

障害児を対象とした障害児通所支援の利用意向についての調査では、児童

発達支援は約半数、放課後等デイサービスは約７割が利用したいと回答があ

りました。一方で、児童発達支援は３人に 1 人、放課後等デイサービスは５

人に１人がわからないと回答していることから、障害児やその家族が必要に

応じてサービスを利用できるよう、サービスの普及・啓発に努める必要があ

ります。 

 

障害児通所支援等利用者数の増加 

平成 24（2012）年のサービス開始以来、障害児通所支援の利用者数は年々

増加しています。特に、児童発達支援と放課後等デイサービスの利用者数は

近年の増加が著しく、今後も増加傾向が継続すると考えられます。また、平

成 27（2015）年のサービス開始以来、障害児相談支援の利用者数も年々増加

していることから、障害児通所支援等の利用に対する需要の高まりに対応で

きる体制を構築する必要があります。 

 

障害児通所支援の利用意向（障害児） 

 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

68.0
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5.0
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利用したい 利用したくない わからない 無回答

（n=181） 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

１１２ 

 

Uni-Voice 

障害児通所支援 利用者数の推移 

 

出典：保健福祉支援部資料 

 

障害児相談支援 利用者数の推移 

 

出典：保健福祉支援部資料 
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（※）居宅訪問型児童発達支援については令和元年に 1件でした。 

 



 

 

１１３ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

特別な配慮を必要とする子どもやその家族が身近な地域で必要な発達支援

を受けられるよう、支援の充実に努めます。 

また、発達に関する総合的な相談支援体制を強化するとともに、子どもに

とって療育機能と居場所機能を果たすサービスを充実させることで、いきい

きと過ごすことのできる地域をめざします。 

 

 

 

 

 

 

児童発達支援センター 

  



 

 

 

１１４ 

 

Uni-Voice 

（１）早期からの相談支援の充実 

障害のある子どもとその家族が安心して生活を送ることができるよう、子

どもの発達に関する総合的な相談支援窓口を充実させるとともに、支援体制

を強化します。 

 

主な取組事業 
 

① 総合的な相談支援窓口の充実 

児童発達支援センターが担う早期からの相談支援や個別や集団の指導を行

います。 

また、将来の子どもの発達・成長を見通しながら、切れ目のない重層的な

支援を行うことができるよう相談支援体制を強化します。さらに、総合的な

相談支援窓口を充実させることで、多様な相談やニーズに対応します。 

 

② 児童発達支援センターにおける支援体制の強化 

児童発達支援センターでは、地域療育の中核として、障害児の個別の発達

段階や特性に応じた効果的な療育の充実を図ります。また、関係機関との連

携会議の開催や、専門的な研修会を実施することで、療育支援ネットワーク

及び子どもの発達に関する包括的な支援体制を強化します。 

 

（２）特別な配慮の必要な子どもに対する生活の支援 

障害のある子どもが地域の中でいきいきと過ごすことができるよう、療育

機能と居場所機能を果たすサービスを充実させます。 

 

主な取組事業 
 

① 保育園との併用通所の充実 

児童発達支援センターでの児童発達支援の後に、保育園へ通園する併用通

所の活用や、専門職による保育園への訪問支援を行うことで、障害のある子

どもが集団生活に適応できるよう支援します。 



 

 

１１５ 

 
Uni-Voice 

② 放課後対策の充実 

療育機能を持つ放課後等デイサービスを児童発達支援センターで実施しま

す。また、障害保健福祉センターでの医療的ケア児・重症心身障害児を対象

とした放課後等デイサービスを実施し、充実を図ります。 

 

③ 障害のある子どもが児童館等で快適に過ごせる体制の整備 

障害のある子どもが地域の中でいきいきと過ごせるよう、児童館等のバリ

アフリー化を図るとともに、子どもの状況に応じた支援体制を整備します。

また、障害児に対して適切な支援を行えるよう、医師・カウンセラーによる

巡回指導を充実します。  



 

 

 

１１６ 

 

Uni-Voice 

４ 障害特性に応じて就労できる 

仕組みづくり 
 

〇現状と課題〇 
 

就労移行支援・就労継続支援の利用者数の増加 

就労移行支援・就労継続支援の利用者数は増加傾向にあります。特に、就

労継続支援Ｂ型の利用者数は年々増加しており、今後もこの傾向は継続する

可能性が高いと考えられます。 

 

困りごとの解消を通した職場への定着支援 

就労支援事業による一般就労者数は、年によりばらつきがあるものの、お

おむね 15～30 人程度で推移しており、約半数を精神障害者が占めています。

他方、働いている障害者を対象とした調査では、身体障害者を筆頭に、仕事

で困っていることは「特にない」が最も多いものの、知的障害者、精神障害者

の５人に１人はコミュニケーションに関する悩みを抱えています。特に、精

神障害者は困りごとについて「特にない」と感じる人の割合が他の障害種別

と比較して低く、コミュニケーションのほかにも、障害のない同僚との差、

相談先などに関する困りごとや悩みごとを抱えています。平成 30（2018）年

度に始まった就労定着支援の利用を広め、困りごとの解消を図ることで、職

場への定着を支援することが必要です。 

 

就労移行支援・就労継続支援 利用者数の推移 

 
出典：保健福祉支援部資料 
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１１７ 

 
Uni-Voice 

 

就労支援事業による一般就労者数の推移 

 

出典：保健福祉支援部資料 

仕事での困りごと（働いている人） 

 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 
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身体障害者 知的障害者 精神障害者 難病患者等

（人）
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない

職場でのコミュニケーションがうまく取れない

障害がない人と比べて仕事の内容や昇進等に差があ

る

職場や仕事について相談するところがない

職場までの通勤が大変

障害について理解や協力をしてもらえない

休みが少ない

仕事が難しい

職場の建物や机等の設備が障害者に配慮されていな

い

その他

無回答

身体 (n=637) 知的 (n=102) 精神 (n=188)
ｎは有効回答数

（％） 



 

 

 

１１８ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

障害者の自立と社会参加を促進するため、一人ひとりの状態や特性に応じ

たきめ細かな就労支援サービスの提供に努めます。一般就労の希望者には、

就労移行及び定着をめざした支援を行います。 

また、利用者数が増加している就労継続支援については、就労を念頭に置

いた作業や生活を楽しむ場としての機能を果たすことができるよう、環境を

整備します。 

  



 

 

１１９ 

 
Uni-Voice 

（１）一般就労への移行と就労定着支援の強化 

障害者の自立と社会参加を促進するため、就労支援ネットワークやＩＣＴ

の活用を促進することで、障害特性に応じた就労移行及び就労定着を支援し

ます。 

 

主な取組事業 
 

① 福祉施設から一般就労への移行の推進 

地域の就労支援事業所が、就労支援センターや民間企業と連携し、障害者

本人の就労意欲の向上を目的とした取組や、就労に向けた訓練及び実習機会

を提供することで、福祉的就労から一般就労への移行を促進するとともに、

就労後の職場定着に必要な支援を行います。 

 

② 障害者の就労支援ネットワークの強化 

就労支援センターを中心に、就労支援事業所、特別支援学校、ハローワー

ク、先進的な障害者雇用に関する取組を行っている民間企業等と連携し、障

害者の就労支援に効果的な取組や、一般就労へ移行した事例の共有等を行い

ます。また、障害者が住み慣れた地域で安心して働き続けられるよう、就労

支援ネットワークを通じて、地域の課題解決に取り組みます。 

 

③ ＩＣＴを活用した就労支援の充実 

通勤することが難しい重度障害者などの就労機会を拡大するため、テレ

ワークの積極的な活用や分身ロボットによる就労の場の提供などを進めます。

また、重度障害者の通勤や職場における介護等の支援を行う事業の実施を検

討するため、本人や関係機関等の状況を把握します。 

さらに、民間企業に対する新たな働き方の情報発信や、就労支援事業所で

の多様な働き方を創出するため、ＩＴＣの活用を促進します。 

  



 

 

 

１２０ 

 

Uni-Voice 

（２）支援機関の連携による就労支援の充実 

関係機関と連携した支援を行うことで、障害者の働く機会を拡充するとと

もに、就労意欲や工賃等の向上に取り組むことで、地域で安心して働き続け

ることができる環境を整備します。 

 

主な取組事業 
 

① 就労支援事業所の連携による共同受注の推進 

区内の就労支援事業所間の共同受注・共同生産の体制整備を更に推進し、

単独の事業所では受注することが難しい仕事を受注することで、障害者が多

様な仕事に従事することのできる機会を創出するとともに、工賃等の向上を

図ります。 

 

② 障害者就労施設等からの物品等の調達の推進 

障害者就労施設等からの物品等優先調達方針を毎年度作成するとともに、

区が優先的に調達する額を設定し、就労支援事業所からの物品等の調達を推

進します。また、職員向けに障害者優先調達の発注の手引を作成し、区内事

業所の事業内容を周知し、発注につながるよう支援します。 

 

③ 就労機会の確保 

区立施設内における就労の場を整備するとともに、就労意欲のある未就労

者に対する支援や、長時間の就労が難しい特性を有する人に対する短時間就

労に向けた支援等を実施することで、障害特性に応じた多様な就労機会を確

保します。 

 

  



 

 

１２１ 

 
Uni-Voice 

 

 
 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

生涯をとおして健やかで心豊かに暮らせる社会 

区民の誰もが、生涯にわたって心身ともに健康で豊かに暮らせる社会の実

現をめざします。 

安心して子どもを生み育てられる環境を確保し、妊産婦のニーズに応じた

支援を妊娠期から切れ目なく行える体制を確立します。 

また、区民の安全を守り健康危機管理を推進するために、感染症対策や災

害時等の非常時における地域医療・地域保健体制を強化し、区民が安心して

暮らせるようにするための医療体制等を整備します。 

さらに、全世代の健診受診率を向上させ、疾患の早期発見・早期治療を推

進することで、区民の健康的な生活を支援します。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

１ 感染症対策の強化・推進 重点施策 

（１） 感染症対策の充実 感染症の感染予防・まん延防止に向

けた対策を強化します。 
p.126 

（２） 新型コロナウイルス感染

症等新たな感染症への対

応 

新型コロナウイルス感染症等の感染

拡大防止に向けた対策を推進しま

す。 

p.127 

（３） 予防接種の充実 感染症の感染予防・まん延防止に向

けて予防接種の充実を図ります。 
p.128 

 

 

 

第４章 健康づくり・保健分野 



 

 

 

１２２ 

 

Uni-Voice 

２ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進 

（１） 地域医療体制の充実 区民が住み慣れた地域で適切な医療

を受けられる体制を整備します。 
p.131 

（２） 災害時における保健・ 

医療体制の整備 

災害時の区民の生命・健康を守るた

め、保健・医療体制を整備します。 
p.132 

（３） 支え合いによる地域保健

活動の強化 

地域における様々な健康づくり・保

健活動を推進します。 
p.133 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 障害者分野 ２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 p.104  

 地域福祉分野 １ 港区ならではの地域包括ケアの推進 p.164  
     

 

３ 子どもの健康を守る体制をつくる 重点施策  

（１） 産後母子ケア事業の推進 妊産婦が安心して出産・子育てでき

るよう支援します。 
p.136 

（２） 母子保健サービスの推進

と関係機関との連携強化 

母子保健に関する支援を、子育て支

援と連携して推進します。 
p.136 

（３） 乳幼児健康診査の推進 乳幼児の健康を守るため、乳幼児健

康診査を推進します。 
p.137 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 子ども・子育て 

分野 
１ 就学前児童の総合的な支援 p.34 

 

     

 

４ 健康づくりの積極的支援 

（１） 生活習慣病等の予防・ 

改善 

がん、心疾患、脳血管疾患等の生活習

慣病の予防・重症化予防に取り組み

ます。 

p.140 

（２） 口と歯の健康づくりの 

充実 

食事・会話等の口腔機能の維持・向上

のための取組を強化します。 
p.141 

（３） こころの健康づくりの 

推進 

こころの病気に対する理解の促進

や、社会で支える仕組みづくりを推

進します。 

p.142 

（４） 自殺対策の推進 働き盛り世代や若者を中心とした自

殺対策を推進します。 
p.143 

（５） たばこ対策の推進 禁煙支援や受動喫煙の防止のための

取組を推進します。 
p.144 

 



 

 

１２３ 

 
Uni-Voice 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 高齢者分野 １ 心豊かで健康な生活への支援 p.63  

 障害者分野 ２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 p.104  
     

 

５ がん対策の強化・推進 

（１） がんの早期発見の推進 がん検診の質の向上等を図り、がん

の早期発見を推進します。 
p.147 

（２） 地域で支えるがん対策の

充実 

がん患者やその家族への支援や、が

んに関する知識の普及・啓発を推進

します。 

p.148 

 

６ 快適で安心できる生活環境の確保 

（１） 食品の安全の確保 食の安全の確保のため、事業者への

監視や区民への啓発を行います。 
p.151 

（２） 医療・医薬品の安全の 

確保 

医療の安全確保のため、区民への情

報提供や事業者への指導を行いま

す。 

p.152 

（３） 環境衛生対策の充実 区内施設における衛生的で安全な環

境の維持に取り組みます。 
p.152 

（４） 快適な生活環境の確保 区民の快適で安全な生活の確保のた

め、啓発や相談対応を行います。 
p.153 

 

〇ＳＤＧｓのゴールとの関係 

 

 

 

 



 

 

 

１２４ 

 

Uni-Voice 

Ⅱ 健康づくり・保健分野における施策 

 

１ 感染症対策の強化・推進 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、港区においても危

機管理対策本部を設置し、区の対応方針等を定め、区民に対して感染拡大防

止措置と必要な支援を行っています。 

また、区内病院や医師会と連携し、相談から受診調整、ＰＣＲ検査から入

院までの支援等、切れ目のない一貫した体制を構築するとともに、人員配置

を強化するなど業務執行体制を整備しています。 

今後は、この経験を基にした感染症への備えを強化するなど、これまで以

上に安全で安心な暮らしの実現が求められています。 

 

みなと保健所検査センターにおいてＰＣＲ検査を実施する様子 

 
  

  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１２５ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

新型コロナウイルス感染症をはじめとする新たな感染症などの発生に対し

て、感染症の発生動向の把握やＳＮＳや動画配信を利用した迅速な情報提供

を行います。まん延防止を図るために、感染症に関する知識の普及・啓発や

感染予防対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

みなと保健所 Twitter 

   

 

 

 

 

咳エチケットの普及・啓発      区ホームページからの動画配信 

                  （感染予防）  



 

 

 

１２６ 

 

Uni-Voice 

（１）感染症対策の充実 

一人ひとりの区民が平時から新型コロナウイルス感染症を含む様々な感染

症の予防、拡大防止を図れるよう、正しい知識の普及・啓発を行います。 

また、新型インフルエンザやエボラ出血熱など海外からの感染症の流入、

結核、風しん・麻しん、ＨＩＶ感染症／エイズなどの感染症に対するまん延

防止対策を推進するとともに、予防接種等の予防施策を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 感染症対策の充実 

新型インフルエンザやエボラ出血熱など輸入感染症、風しん・麻しん（風

しんは平成 30（2018）年度から流行、麻しんも令和元（2019）年度から区内

で発生）等について、感染症に関する正しい知識の普及・啓発を行い、感染症

の予防とまん延防止を図ります。 

サーベイランス（調査監視）体制を強化し、感染症が発生した場合には、

患者の早期発見、感染源探索やまん延防止の対応を迅速に実施します。 

 

② 結核対策の強化 

結核について正しい知識を持ち、自ら感染予防に努められるよう、情報発

信を行います。診療所や社会福祉施設などの就業者の結核健診及びハイリス

クグループ（※）・デンジャーグループ（※）への受診勧奨の徹底に取り組み

ます。結核患者の早期発見・早期治療及び感染者の発病予防や施設内の感染

の拡大防止のため、質の高い接触者健康診断の実施や、ＢＣＧ接種率の向上

を図ります。 

また、治療は関係機関と連携し、全ての結核患者が治療終了できるよう服

薬支援及び療養を支援します。 

  ※ハイリスクグループ：結核発病のおそれが高いグループ 

  （例：BCG 接種歴のない乳幼児、糖尿病やじん肺症をもつ者、免疫抑制剤や副腎皮質ホルモ

ン等結核発病リスクを高める薬剤治療を受けている者、臓器移植例、透析患者など） 

  ※デンジャーグループ：結核発病の危険が特に高くないが、もし発病した場合には周囲の多

くの人を感染させるおそれが高いグループ 

（例：学校の職員、保健・医療従事者、接客業者、障害者・高齢者施設の職員など） 



 

 

１２７ 

 
Uni-Voice 

③ ＨＩＶ感染症／エイズ・性感染症の予防に関する普及・啓発 

ＨＩＶ感染症／エイズ・性感染症やその発生動向等に関する情報の提供や、

検査を受けやすい環境づくりをとおして、予防・早期発見及びまん延防止を

図ります。 

また、教育機関と連携して若者を対象に正しい知識の普及・啓発を行うと

ともに、幅広い年齢層に積極的に普及・啓発を行い、予防対策を強化します。

加えて、ＨＩＶ感染症／エイズ患者の増加に伴い、障害者手帳や自立支援医

療の申請件数も増加しているため、関係機関と連携して感染者の相談や患者

等の療養支援を行います。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症等の新たな感染症等発生時に、都心区である特

色を踏まえた対策を推進するとともに、国や東京都と連携した健康危機管理

対策を推進します。 

 

主な取組事業  
 

① 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への対応【新規事業】 

感染症が発生した場合に、感染の拡大防止や不安への対応のため、区民へ

区ホームページや Twitter 等を活用して正確な情報を提供します。また医療

体制の整備について区内医療機関と連携して取り組みます。あわせて、感染

者発生時等における対応方針の策定など、全体調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症港区連絡会 WEB 会議（区内病院・医師会・保健所）の様子 



 

 

 

１２８ 

 

Uni-Voice 

（３）予防接種の充実 

予防接種は、感染症の発症とまん延を防止するために必要な免疫を獲得す

る上で、最も基本的かつ効果的な対策の一つであることから、予防接種法に

基づく定期予防接種の接種率の向上を推進するとともに、各種媒体を活用し

た周知・啓発に努めます。 

 

主な取組事業 
 

① 環境整備の推進 

接種の必要なワクチンの種類も増加傾向にある中、区民が正しい知識を

持って安全に予防接種が受けられるよう、予防接種関係者の資質の向上を図

り、予防接種の効果や副反応・健康被害のリスクなど科学的根拠に基づく情

報を提供します。また、保護者が予防接種に対する不安や疑問を相談できる

体制づくりを積極的に進めます。 

 

② 定期予防接種の接種率の向上 

各種媒体を活用した周知・啓発に努めるとともに母子手帳アプリによる予

防接種のスケジュールの管理やメール通知等の機能を活用することで接種率

の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護者向け冊子 



 

 

１２９ 

 
Uni-Voice 

２ 安心できる地域保健・地域医療 

体制の推進 
 

〇現状と課題〇 
 

地域医療体制の強化 

現在、国では「初期の治療は地域の医院・診療所」で行い、「高度・専門

的治療を病院」で行うという区内医療機関相互の役割分担を推進しています。

区民が地域でかかりつけ医と相談しながら適切な医療を受けられる環境の整

備を推進するとともに、区民が身近なかかりつけ医を見つけやすいよう情報

提供を強化する必要があります。 

 

災害時等の安全の確保 

首都直下地震等の大規模災害発生時においても、区民の生命や健康を守る

必要があります。そのために、発災直後から復興までの各フェーズに応じた

医療救護や保健活動を行うことが可能となるよう、整備を推進することが重

要です。 

 

  

災害医療合同訓練の様子 

 

 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

１３０ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

区民が安心して医療を受けられるよう、休日・夜間診療・救急医療などに

おいて、病院間、病院と診療所間の連携を促進し、地域全体での切れ目のな

い医療提供体制の整備に取り組みます。 

また、首都直下地震等に備え、区内医療機関と連携してフェーズに応じた

災害時の保健・医療体制の整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

港区と区内 12 病院との「災害時の緊急医療救護所に関する協定」締結式 

  



 

 

１３１ 

 
Uni-Voice 

（１）地域医療体制の充実 

地域医療体制の充実を図るため、周産期医療・小児医療や休日・夜間診療

の充実、かかりつけ医に関する普及・啓発に取り組みます。加えて、医師会、

歯科医師会、薬剤師会、区内医療機関等と連携の強化を図ります。また、受診

する区民の利便性向上のため、診療科目やオンライン診療など、地域の区内

医療機関情報等の幅広い発信を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 周産期医療・小児医療の充実 

区に所在する総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター

を中心に、地域の病院、診療所等が連携を強化することで、より良い医療を

区民へ提供することが可能となります。また、小児医療については、小児人

口の増加を踏まえ休日・夜間も含めて、子どもの容態急変に対応可能な医療

体制の整備を図ります。 

 

② 休日・夜間診療体制等の充実 

休日の日中及び夜間の診療は、区内診療所による輪番制で実施しており、

インフルエンザが流行する冬期（12月～３月）や年末年始には、対応可能な

病院や診療所数を増やし対応しています。また、平日夜間の小児の初期救急

医療は、「みなと子ども救急診療室」にて実施しています。 

港区の人口は、乳幼児や高齢者を含め増加しています。加えて、平均寿命

の延伸により、慢性疾患や複数の疾患を抱えた患者は増加傾向にあります。

急病や容態急変時にも適切な医療が提供されるよう、医療提供体制の充実を

図ります。 

 

③ かかりつけ医に関する普及・啓発 

普段は頼れる主治医として区民の健康に関する一番身近な相談相手となり、

いざという時には大きな病院への橋渡しをするかかりつけ医を、区民が主体

的に見つけることができるよう、区ホームページ等をとおして積極的に情報



 

 

 

１３２ 

 

Uni-Voice 

を発信します。また、医師会、歯科医師会、薬剤師会、区内医療機関等との連

携を推進します。 

 

（２）災害時における保健・医療体制の整備 

首都直下地震等の大規模災害時に、区民が迅速かつ適切に医療を受けるこ

とができるよう、医師会、歯科医師会、薬剤師会、区内医療機関等との連携を

強化し、災害のフェーズに応じた医療体制の確保を行います。また、要配慮

者である妊産婦・乳幼児等や医療依存度が高い人への支援体制の整備も推進

します。 

 

主な取組事業 
 

① 災害医療体制の整備 

発災直後から 72 時間までは、外傷治療・救命救急のニーズが高いと言われ

ています。そのため、区民の生命を守る観点から、区内の全ての病院と協定

を締結し、大規模災害発生直後から 72時間までの傷病者のトリアージ（治療

の優先度）や軽症者に対する応急処置を実施する場所として、緊急医療救護

所の体制整備を推進しています。今後は、医師会、歯科医師会、薬剤師会、区

内医療機関等と連携の更なる強化を図り、発災後 72時間以降の主に慢性疾患

治療や被災者の健康管理等における医療体制について充実を図ります。 

 

② 妊産婦等への災害時支援体制の整備 

妊産婦や乳幼児は、災害時の避難行動や避難生活に関して一定の配慮が必

要です。必要時個々の状態に応じた支援を検討するとともに、母子救護所に

ついて必要な備蓄物資の確保を行います。 

 

③ 医療依存度が高い人への支援体制の整備【新規事業】 

在宅人工呼吸器使用者や人工透析患者等の医療依存度が高い人について、

災害時の支援体制の整備を推進します。 

 



 

 

１３３ 

 
Uni-Voice 

（３）支え合いによる地域保健活動の強化 

区民が住み慣れた地域で生涯にわたり健やかな生活が送れるよう、また自

らの健康の保持増進を図れるよう、医療と介護の連携や各関係機関、区民等

の連携を強化しお互いが支え合うことで、特に高齢者や難病患者の在宅での

療養支援や区民の健康づくりを推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 地域リハビリテーション体制の充実 

疾病や障害が発生した後も、住み慣れた地域で生涯にわたり健やかな生活

を送るために、切れ目のないリハビリテーションサービスを提供する体制を整

備します。地域リハビリテーション・介護予防推進部会等の会議において、医療・

保健・福祉に係る関係機関の相互の役割の理解や連携を推進します。 

 

② 難病対策の充実 

難病患者の住み慣れた地域での療養を支援するため、区内医療機関、福祉

の関係所管、医師会、区民、保健所等により構成される難病対策地域協議会

で、関係者や区民による情報共有や協議を行い、難病患者の地域における支

援体制・相談体制の充実を図ります。 

 

③ 健康づくりサポーターによる活動の促進 

区民が地域で健康づくりに継続して取り組んでいけるよう、健康づくりに

取り組んでいる個人、ＮＰＯや民間団体、企業・飲食店等の団体を健康づく

りサポーターとして登録します。この取組により、区民が身近な場所で多様

な活動主体とともに自主的に健康づくりを継続できるよう支援します。 

 

④ 地域における健康づくり活動の促進 

区民一人ひとりが、主体的に健康づくりに取り組めるよう、社会全体で支

援する必要があります。区では、区民の身近な地域において、食育を実践し

やすい環境を整えるため、食生活改善に取り組んでいる民間団体の活動を支

援します。 



 

 

 

１３４ 

 

Uni-Voice 

３ 子どもの健康を守る体制をつくる 

 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

安心して出産・子育てができる環境の整備 

子育て世帯の孤立化や核家族世帯の増加が進む中、安心して子どもを出産

し、子育てに取り組める環境の整備とともに、母子の状況に応じた適切な支

援が提供できる体制が求められています。 

 

ママの健康相談※ 利用者数 

 
出典：港区の保健衛生（事業概要） 

※産後 1 年未満の産婦を対象とした、助産師による訪問相談 

 

乳幼児健診受診率の向上 

乳幼児健診は、乳幼児の健康を守るために重要な取組です。健診の質を担

保しつつ、子どもの疾病や障害の早期発見に加え、子育てに関する支援を推

進するため、乳幼児健診の受診を推進することが重要です。 

 

３歳児健診受診率の推移(グラフ） 

 
出典：港区の保健衛生（事業概要） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

利用者数 69 82 84 105 141
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１３５ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

保護者が子育てに自信を持って取り組めるよう、妊娠中から効果的な情報

提供や、出産直後から十分なケアが受けられる体制を構築します。 

また、安心して子育てに取り組めるよう、母子保健と子育て支援がスムー

ズにつながる支援体制を構築します。 

加えて、子育て支援にも重点を置いた健診を実施します。健診の質を担保

し、感染症対策を講じた安全・安心な健診の実施を推進します。 

 

 

  みなとプレママ応援事業（妊婦全員面接）      みなと母子手帳アプリ 

のチラシ 

  



 

 

 

１３６ 

 

Uni-Voice 

（１）産後母子ケア事業の推進 

出産・子育てに関する不安が軽減されるよう、助産師による相談、妊婦全

員面接、サロン事業、アウトリーチ等の産後母子ケア事業の推進をとおして、

妊娠期から切れ目なく支援を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 妊産婦への支援の推進 

妊産婦が安心して出産・子育てができるよう、助産師等の専門職による母

子保健相談、妊婦全員面接、サロン事業などの産後母子ケア事業を推進しま

す。休養や育児不安の解消を目的に、宿泊型の産後ショートステイを行いま

す。 

また、不妊に悩む夫婦に対し、経済的負担を軽減するため、特定不妊治療

の費用の一部を助成します。 

 

（２）母子保健サービスの推進と関係機関との連携強化 

出産直後から自宅で安心して子どもを育める環境を整備するため、相談等

による支援を行います。保護者の孤立化を防ぐため、地域での友達づくりの

促進などに取り組みます。 

また、子育て支援等に関わる関係機関との連携を強化し、妊娠期から子育

て期にわたる切れ目のない支援に取り組みます。 

 

主な取組事業 
 

① 母子相談体制等の充実 

母親が心身ともに健康な状態で、主体性を持って育児に関わることができ

るよう、産後うつ病予防や虐待予防に視点を置いた相談体制の充実に取り組

みます。具体的には、新生児・妊産婦訪問指導（こんにちは赤ちゃん訪問）、

各種相談等を実施します。加えて、保護者同士の子育てを通じた地域での友

達づくりの促進や、保護者自身が抱える心の問題に対する専門相談・グルー

プワーク等の充実に取り組みます。 



 

 

１３７ 

 
Uni-Voice 

また、各総合支所及び子ども家庭支援センター等の関係機関との連携を強

化し、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援に取り組みます。 

 

② 子どもの健康づくり体制の推進 

子どもの健康づくりを支援するために、子どもの望ましい生活習慣、かか

りやすい疾患、事故予防等の育児に関する学習会の開催や情報提供を積極的

に行います。 

また、家庭、地域、学校等子どもを育てる環境に応じて、子どもの健康づ

くりに必要な生活習慣（栄養・食生活、運動、歯科）の向上のため、学校等の

関係機関との連携を強化します。加えて、区内の小学６年生向けの「こども

健康読本」を活用して、学校と連携した健康教育の推進を図ります。 

 

（３）乳幼児健康診査の推進 

子どもの疾病や障害の早期発見だけではなく、要支援家庭の早期発見、保

護者の育児不安、育児ストレス等の軽減及び虐待予防に重点を置き、乳幼児

健康診査を実施します。子ども家庭支援センターと連携して、健診未受診者

に対する受診勧奨を強化するとともに、区内医療機関や保育園等関係機関と

も連携し、健診受診率の向上を図ります。 

 

主な取組事業 
 

① 乳幼児健康診査の推進 

保護者へのアンケートや健診の場での相談等をとおして、保護者の育児不

安、育児ストレス等の軽減や虐待予防の観点も含めた乳幼児健康診査を実施

します。あわせて、事前予約制、受付時間をずらす、個別での指導の実施な

ど、保護者のニーズや感染対策に配慮した運営に努めます。 

また、手紙、電話、訪問による受診勧奨を行うとともに、子ども家庭支援

センター等と連携しながら、健診未受診者の状況を把握します。さらに、健

診受診の促進のため、保育園等での受診呼びかけを行います。  



 

 

 

１３８ 

 

Uni-Voice 

４ 健康づくりの積極的支援 
 

 

〇現状と課題〇 
 

生活習慣病の予防推進 

区民の死亡原因の約 60％は、がんや心疾患、脳血管疾患等です。これらの

疾病の予防のためには、現役世代の生活習慣の改善が大切です。若い世代（20

歳代まで）に対しては、健康づくりについての周知・啓発を行うことが重要

です。３０（さんまる）健診が受診可能な 30歳代以降の働き盛り世代に対し

ては、周知・啓発に加え健診受診を促す必要があります。 

３０（さんまる）健診受診率の推移 

  
出典：港区の保健衛生（令和２年度事業概要） 

 

うつ病などを含む気分障害の増加 

雇用や景気を含む社会情勢の急激な変化や、個人のライフスタイルや働き

方の多様化に伴い、うつ病を含む気分障害患者が増加しています。 

自殺対策を含め、こころの健康づくりに対する理解を促進し、地域社会で

支える仕組みづくりを進める必要があります。 

 

受動喫煙の防止 

受動喫煙が健康に及ぼす影響は大きく、特に子どもの健康への影響は深刻

です。受動喫煙を自らの意思で避けることが困難な人に対し、受動喫煙を生

じさせない環境の整備を推進する必要があります。 
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１３９ 

 
Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

生涯を通じてＱＯＬ(quality of life、生活の質）を高く過ごすためには、

健康に対する意識の改善と、生活習慣病の予防・改善の取組が必要です。個

人の健康は、家庭、地域、職場等の社会環境の影響を受けます。そのため、職

場や教育機関等の関係機関との連携を強化し、多面的に健康づくりを支援し

ます。 

 

働き盛り世代の健康ハンドブック         健康教育（講習会）の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

１４０ 

 

Uni-Voice 

（１）生活習慣病等の予防・改善 

生活習慣病の発症予防・重症化予防や健康の保持増進に関する知識の普及

と実践の促進を図ることにより、健康でいきいきと生活できるよう支援しま

す。 

 

主な取組事業 
 

① 健康診査及び保健指導の充実 

３０（さんまる）健診や特定健診（メタボ健診）などの健康診査に関する

普及・啓発や受診勧奨を行い、受診を推進します。加えて、必要に応じて、肝

炎ウイルス検診等の必要な検診も啓発します。また、健診データの分析等を

行い、食生活や運動等の生活習慣の改善が必要な人に対する栄養・保健指導

を推進します。 

 

② 生活習慣の改善に向けた支援 

がんや糖尿病、心疾患、脳血管疾患等の予防には、食生活の見直しや禁煙、

節度のある飲酒を心掛けるなど、若い世代からの生活習慣の改善が大切です。

また、運動は適正な体重維持だけではなく、ストレスの発散や運動機能の維

持など様々な効果があります。 

そこで、区民の生活習慣の改善に向けて普及・啓発を強化します。具体的に

は、働き盛り世代の健康ハンドブック等を活用した出張健康講座を区民や区

内の企業等に対して積極的に展開します。また、対象に合わせた健康教育（講

習会）や健康相談等の実施や、広報みなと、区ホームページに加えて、ＳＮＳ

を活用して、最新の知見に基づいた健康づくりに関する情報を発信します。 

 

③ 女性の健康対策の充実 

特に若年層を対象に、子宮頸がんの予防や検診等に関する効果的な啓発方

法を検討します。 

 

 



 

 

１４１ 

 
Uni-Voice 

（２）口と歯の健康づくりの充実 

乳幼児期から高齢期まで、区民がそれぞれのライフステージにおいて健康

で質の高い生活を送ることができるよう、お口の健診等を通じて、口と歯の

健康づくりを総合的かつ計画的に推進します。 

また、80 歳になっても 20 本以上の歯を保つ 8020運動を継続して推進す

るとともに、みなと保健所の港区口腔保健センターにおいて、一般の歯科診

療所で受診困難な障害者の歯科診療等を行います。 

 

主な取組事業 
 

① 母子歯科保健の充実 

80 歳になっても 20 本以上の自分の歯を保つためには、子どもの頃からの

口と歯の健康づくりに関する取組が重要です。乳幼児期から永久歯列が完成

する中学生までの時期に、保健所、子ども家庭支援部、教育委員会が連携し、

育児支援及び健康づくりの視点に立った母子歯科保健の充実を図ります。 

 

② ライフステージに応じた口腔保健の充実 

３～11歳の子どもを対象に、歯並び・かみ合わせ相談などを実施し、正常

な口腔機能の発達を支援しています。 

成人期以降は、口腔機能を阻害する歯周病による歯の喪失を防止します。

高齢期は、オーラルフレイル（※）の予防が重要です。成人期以降はお口の健

診を実施します。そして、高齢期以降はお口の健診に口腔機能検査項目を増

やして実施することで、介護予防事業と連携し、口腔ケア、摂食・えん下機能

等の維持向上を図ります。 

また、歯周病のある人は、糖尿病や心疾患のほか、口腔咽頭がん、食道が

ん、胃がん、膵臓がんのリスクが高いとの報告もあります。口腔がん検診は、

歯科医師会と連携し普及・啓発を図るとともに、口腔ケアの向上対策と合わ

せて検討していく必要があります。 

※オーラルフレイル：かんだり、飲み込んだり、話したりするための口腔機能が、加齢等によっ

て衰えることをいいます。口腔機能の衰えは、食欲の低下から低栄養等を引き起こし、全身の

機能低下から要介護状態へつながる可能性があるため、重要なサインとされています。 



 

 

 

１４２ 

 

Uni-Voice 

③ 障害者歯科保健の充実 

病気や障害のために、一般の歯科診療所では診療が困難な人が、歯科診療

や歯科保健指導などを受けられる身近な場所である「港区口腔保健センター」

において、障害者歯科診療を実施します。加えて、歯科医師等向けの障害者

歯科の研修や、適切な受診先を紹介する医療連携相談を行います。 

 

（３）こころの健康づくりの推進 

こころの健康に関する普及・啓発、こころの病気の早期発見や対応のため

の相談体制を充実させます。加えて、区内医療機関、関係機関との連携によ

る精神疾患患者の退院後支援等により、こころの健康づくりを推進します。 

 

主な取組事業 
 

① こころの病気への理解の促進 

こころの病気に対する関心と理解を深めるため、講演会の開催、リーフレッ

トの配布、広報みなとや区ホームページ、ＳＮＳ等での情報発信を通じ、こ

ころの健康状態に応じた知識の普及や相談機関の周知を図ります。 

また、こころの病気に対する偏見をなくし、家庭、職場、地域の中でここ

ろの病気のある人を支援する環境をつくるため、広く区民に向けて正しい知

識の普及・啓発を図ります。 

 

② こころの健康の相談支援の充実 

思春期相談（引きこもり等に関する相談も含む）、母子メンタルヘルス相

談等のライフステージに応じた相談、アルコールや薬物等の依存症の相談、

感染症など社会情勢の変化に伴う不安への相談等について、関係機関と連携

を図り相談体制を強化します。相談内容が多岐にわたる場合は、着実に問題

解決に向かうよう、的確に次の相談先につなぎ、切れ目のない相談ができる

よう支援の充実を図ります。 

  



 

 

１４３ 

 
Uni-Voice 

③ こころの病気の人への支援の推進 

措置入院者が退院後も医療と確実につながり、地域の中で安定した生活を

実現するため、東京都ガイドラインに基づき、対象者や家族の意向に沿って、

地域の様々な関係機関と連携しながら支援を行います。 

 

（４）自殺対策の推進 

「港区自殺対策推進計画」に沿って、特に若い世代を対象とした支援、働き

盛り世代を対象とした支援に重点的に取り組みます。自殺の背景は複雑なた

め、関係機関との連携を強化し取組を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 職場のメンタルヘルスの推進【新規事業】 

港区は、30 歳代から 50 歳代の就労人口、いわゆる「働き盛り」の世代の

自殺が多いことから、職場のメンタルヘルスケアを推進し、心身ともに健康

に働くことができる支援を行います。  

仕事をしている人に多い精神疾患や障害に関する理解促進を目的に、区内

で働く人や企業関係者を対象とした講演会を、区内医療機関や区内産業団体

等と協力して実施します。 

 

② 若者の自殺予防に向けた取組の推進【新規事業】 

若者を対象とした支援として、ＳＯＳの出し方についての教育や、身近な

同世代の若者が支え手となることで相互支援が可能となるゲートキーパー

（※）について学ぶ講座など、教育機関と連携した支援の強化に取り組みます。

また、インターネット検索連動広告による相談窓口の周知など、インターネッ

トやＳＮＳを活用した自殺対策を推進します。 

※ゲートキーパー：悩んでいる人に気づき、声をかけ、話しを聴いて必要な支援につなげ、

見守る人のことで、「命の門番」とも言われています。 

 

 



 

 

 

１４４ 

 

Uni-Voice 

（５）たばこ対策の推進 

たばこの副流煙による健康への悪影響に関する知識の普及や意識の啓発を

強化し、事業所や飲食店等の受動喫煙防止に向けた環境整備を推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 禁煙支援の充実 

港区禁煙支援薬局での無料相談を実施するとともに、たばこと健康に関す

る情報提供を行い、禁煙支援を推進します。 

 

② 受動喫煙防止対策の普及・啓発・指導等の推進 

「みなと受動喫煙防止宣言」に基づき、受動喫煙を防止する環境づくりを推

進します。 

喫煙や受動喫煙による健康影響について、誰もが理解を深められるよう、

正しい知識の普及・啓発を推進します。事業所や飲食店等において、改正さ

れた「健康増進法」や「東京都受動喫煙防止条例」に沿った喫煙環境の整備が

行われるよう指導を行います。また、受動喫煙防止対策に関する相談窓口を

設置し、区民や事業者等からの相談に対応します。また、「みなと受動喫煙防

止対策店認定事業」を通じて、受動喫煙防止対策の積極的な取組を実施して

いる飲食店を認定します。 

 

 

 

 

みなと受動喫煙防止宣言    飲食店への受動喫煙防止対策の啓発活動 

 

 

 



 

 

１４５ 

 
Uni-Voice 

５ がん対策の強化・推進 
 

 

〇現状と課題〇 
 

がん検診の質の向上 

がんは、区民の死亡原因の第１位であり、およそ３人に１人の死因になっ

ています。がんによる死亡は早期発見・早期治療により防ぐことが期待でき

ます。 

がんの早期発見の推進のためには、検診の受診率を高めるだけではなく、

がん検診の質の向上に取り組む必要があります。 

 

がん予防・がん在宅緩和ケア等に関する普及・啓発の推進 

がんは誰でもなりうる身近な病気です。がん予防に関する啓発に加え、が

んになっても質の高い生活を送れるよう、がん在宅緩和ケアに関する普及・

啓発を推進することが重要です。 

港区民の死因割合 (令和元年) 

  
出典：港区の保健衛生（事業概要） 

令和元年度港区実施のがん検診の受診率

 

出典：東京都福祉保健局データを基に作成 
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

１４６ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

がんの早期発見の推進に向けて、受診率の向上のための普及・啓発や、受

診しやすい環境づくりに取り組みます。 

また、区立がん在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）における、

相談や普及・啓発等の取組を強化します。 

 

 

 

 

 

 

区立がん在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１４７ 

 
Uni-Voice 

（１）がんの早期発見の推進 

がん検診の質の向上のために国の指針やエビデンス（※）等を踏まえ、検

診内容の検討を進め精度管理の向上をめざします。加えて、受診しやすい環

境づくりや、精密検査の受診率の向上を図り、がんの早期発見を推進します。 

※エビデンス：科学的根拠 

主な取組事業 
 

① 死亡率減少効果の認められたがん検診の推進【新規事業】 

「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」で示された、死亡

率減少効果が科学的に確認されたがん検診の実施を推進します。一方、喉頭

がん検診、前立腺がん検診をはじめとする指針外のがん検診のあり方につい

て、死亡率減少効果や費用対効果等を踏まえ多角的に検討します。 

 

② がん検診の受診率の向上を目的とした検診体制の充実【新規事業】 

検診の案内方法を工夫するなど、検診を受診しやすい仕組みを推進します。

また、受診勧奨を充実させるため、年齢やリスクに応じたがん検診の案内、

行動経済学・ナッジ理論（※）の活用等、受診の動機付けになる検診案内につ

いて検討を行います。 

※ナッジ理論：文章の文面や表示方法等を工夫することで、その人の心理に働きかけ、行

動を行動科学的に変えていく理論のこと 

 

③ がん検診の質の向上【新規事業】 

がん検診の質を向上させ、がん検診を正しく実施するため、がん検診を実

施する区内医療機関に対して、がん診療連携拠点病院の専門性を活かした研

修会等を開催します。 

また、国が作成した「事業評価のためのチェックリスト」に沿って、がん

検診実施医療機関の自己点検等を実施し、がん検診の精度の向上を図ります。 

異常が発見された人を確実に精密検査の受診につなげられるよう、医師会

と協力して、個人ごとの精密検査結果を確実に把握できる仕組みを検討する

とともに、精密検査未受診者への再勧奨を実施します。 



 

 

 

１４８ 

 

Uni-Voice 

（２）地域で支えるがん対策の充実 

がん患者とその家族が、がんと診断された初期段階から住み慣れた地域で

がん緩和ケアを受けられるよう、医療・看護・福祉等の連携を図り、区立がん

在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）を拠点とした事業を展開して

いきます。 

 

主な取組事業 
 

① がん相談の充実【新規事業】 

区立がん在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）において、がん相

談を実施しています。医療的な悩みだけでなく、生活の中での心配事、心の

つらさ、就労、介護、お金、在宅療養等で困っていることについて、がん治療

や緩和ケアの専門知識のある看護師や医療ソーシャルワーカーによる個別面

談や電話での相談を推進します。また、がん経験者と患者、家族が交流でき

る場を提供し、情報交換を行い支え合う活動を支援します。 

 

② がんの知識に関する普及・啓発【新規事業】 

がん患者、家族及び関係団体等が、必要な情報を入手できるよう、区立が

ん在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）に、がんや健康に関する書

籍、パンフレット等を配置します。また、緩和ケアに関する用品（ウィッグ、

手術後の補整下着）、栄養補助食品等を展示します。 

在宅緩和ケアやがん予防について、区民に広く理解を得るため、看護師、

栄養士、理学療法士等によるセミナーや医師による講演会、「がん対策みな

と」等のイベントを開催します。 

 

③ がん治療と仕事の両立支援【新規事業】 

がん患者は治療のため、仕事において休暇・休職や離職の悩みを抱えてお

り、経済的な問題にもつながっています。それらの問題に対応できるよう、

区立がん在宅緩和ケア支援センター（ういケアみなと）では、がん治療と仕

事の両立支援のためのセミナーや個別相談等を実施し、がん患者が利用でき

る制度等に関する知識の普及・啓発を図ります。 



 

 

１４９ 

 
Uni-Voice 

６ 快適で安心できる生活環境の確保 
 

 

〇現状と課題〇 
 

施設における衛生環境の維持向上 

区内には飲食店、理・美容所、ホテル・旅館など不特定多数の人が集まる

施設や医療関係機関が多数あります。区民の健康被害や集団感染等を防止す

るため、施設の衛生環境を維持向上させる取組を推進する必要があります。 

 

安心できる生活環境の確保 

食の安全や住まいの衛生に対する区民の関心が高まる中、安全・安心な食

生活の確保や快適な生活環境の維持改善を推進する取組が必要です。 

また、事業者の自主衛生管理の取組を支援するとともに、区民等へ適切な

情報提供や普及・啓発を行う必要があります。 

食品等に関する苦情件数（総数） 

   
出典：港区の保健衛生（事業概要） 

生活衛生相談件数(総数） 

  
出典：港区の保健衛生（事業概要） 
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

１５０ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

食品・医薬品・医療の安全確保を図るとともに、住まいの衛生に係る対応

策を充実し、快適で安心できる生活環境を確保します。 

また、事業者への監視指導及び衛生管理に関する啓発を行い、法令遵守及

び自主衛生管理の推進に向けた取組を支援します。 

さらに、区民、事業者と保健所が情報を共有し、相互理解と連携を進め、

区民の健康被害の低減や衛生環境の向上に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ノロウイルス食中毒・感染症予防のパンフレット 

 

 

  



 

 

１５１ 

 
Uni-Voice 

（１）食品の安全の確保 

「食品衛生法」で新たに制度化された HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理

（国際標準の食品衛生管理）について、食品等事業者に対し、監視等で取組内

容を確認し、適切な助言や指導を行うことで、制度の定着を図ります。 

また、区民や食品等事業者向けに食品衛生情報を積極的に提供し、食の安

全の普及・啓発を図ります。 

 

主な取組事業 
 

① 食の安全・安心に関する事業の充実 

食の安全・安心の確保のため、「港区食品衛生監視指導計画」に基づき、

食品等事業者への監視指導及び HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理の定着に

向けた様々な支援を行うとともに、区内流通食品の監視、検査等を実施し、

その結果を区民にわかりやすく公表します。 

また、区民等から寄せられる食品への異物混入や異味・異臭等の苦情につ

いて、適宜、東京都などの関係機関と連携し、健康被害の拡大防止を図りま

す。これらの事業を推進することで、区民、事業者、保健所が一体となって食

の安心の確保に取り組みます。 

 

② 食中毒対策の推進 

食中毒予防のため、食品関係施設に対する監視指導や自主的衛生管理の支

援、区民への食中毒に関する啓発を行います。特に、生や加熱不十分の食肉、

アニサキス等の寄生虫を保有する魚介類など、食中毒のリスクの高い食品を

取り扱う施設には重点的な監視を行います。 

また、食中毒が疑われる事例では、迅速に調査に着手し、原因究明と被害

拡大防止を図り、食中毒と判断した場合は、事業者への再発防止等の指導を

行います。 

  



 

 

 

１５２ 

 

Uni-Voice 

（２）医療・医薬品の安全の確保 

区民、区内医療機関、薬事関係機関に必要な情報を随時区ホームページに

掲載するとともに、区民からの医療等に関する相談に対応します。また、区

内医療機関、薬事関係機関に対し、必要に応じ監視指導を行い、区民等に対

する医療、医薬品の安全を確保します。 

 

主な取組事業 
 

① 区民への情報提供及び相談体制の充実 

区民が安心して区内医療機関や薬局等を利用できるよう、区民からの相談

対応を実施します。また、広報みなとや区ホームページを活用した医療・医

薬品等に関する情報提供の充実を図ります。 

 

② 医療機関等への指導及び情報提供の充実 

診療所、歯科診療所等に対し、安全体制の強化のため衛生指導を行います。

加えて、安全確保や院内感染防止等に関する情報提供の充実を図ります。 

 

③ 医薬品販売業者等への情報提供及び指導の充実 

薬局・医薬品販売業者に対し、医薬品の安全確保のため、衛生指導を行い

ます。また、法令改正等必要な情報提供の充実を図ります。 

 

（３）環境衛生対策の充実 

環境衛生関係営業施設や住宅宿泊事業、大規模ビル、水道施設に関する区

民向け・事業者向けの情報を、広報みなとや区ホームページに掲載します。 

また、区民が安心して施設を利用できるよう、立入検査の実施及び事業者

向けの講習会を開催し、必要な衛生指導を行います。 

 

 

 

 

 



 

 

１５３ 

 
Uni-Voice 

主な取組事業 
 

① 環境衛生関係営業施設や大規模ビル、水道施設の衛生管理の指導・啓発 

環境衛生関係営業施設の衛生的で安全な環境の維持向上のため、年間計画

に基づく調査、指導や水質検査等を実施するとともに、各施設の自主検査結

果の確認や衛生講習会の開催等を通じた自主管理体制構築の支援に取り組み

ます。 

大規模なビルや水道施設については、適正な衛生管理が行われるよう監視

指導を行うとともに、必要に応じ管理方法の調査、助言を行います。建物の

建設前には、衛生設備等の図面審査を行い、衛生的で管理しやすい建物とな

るよう指導します。また、区民に広報みなとやパンフレットにより、建築物

の適正な衛生管理に関する啓発を行います。 

 

② 宿泊施設の衛生指導、無許可営業施設に対する対策の強化 

住宅宿泊事業の適切な運営の確保や、無許可営業が疑われる施設に対する

指導監督について、警察署や消防署など関係機関と連携した対応を推進しま

す。 

 

（４）快適な生活環境の確保 

衛生的な室内環境やねずみ・衛生害虫の対策、動物愛護について情報の発

信や区民からの相談対応を行います。また、区民向けの環境衛生講話や衛生

害虫の薬剤等による防除対策事業、動物愛護についてのパネル展やセミナー

を実施し、快適で住みやすい生活環境の構築に取り組みます。 

 

主な取組事業 
 

① 室内環境の相談対応を通じた快適生活への助言・啓発 

アレルギー疾患、室内の化学物質や飲み水等の室内環境に関する区民から

の相談に対し、必要な調査を実施し、助言を行います。また、室内環境管理に

関するパンフレットの作成・配布、妊婦や乳幼児の保護者への講話など、効

果的な啓発を図ります。 



 

 

 

１５４ 

 

Uni-Voice 

② ねずみ・衛生害虫の総合的な防除活動の啓発・充実 

広報みなとやパンフレット、出前講座等を活用して、ねずみ・衛生害虫の

総合的防除の考え方や対応について普及・啓発を図ります。 

また、ねずみ・衛生害虫に関する区民からの相談に対し、必要な調査を実

施し、総合的防除の観点から助言を行います。 

 

③ 犬・猫等の動物愛護対策の充実 

人と動物が共生できる地域社会づくりを推進するため、個々の状況に応じ

たペットの正しい飼い方、動物の愛護及び狂犬病予防対策等について、しつ

け方教室を開催するとともに、広報みなとや区ホームページ、パンフレット

等により啓発を行います。 

また、飼い主のいない猫によるトラブルの未然防止に向け、猫の不妊去勢

手術費用の一部助成や各総合支所と連携した区民相談への対応を行います。 

 

  



 

 

１５５ 

 
Uni-Voice 

 

 

 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

区民が自立した地域生活を送ることができる社会 

区民が安全・安心に暮らせるよう、貧困の連鎖をくい止めます。生活困窮

世帯やひきこもり状態にある方等に、一人ひとりの能力に応じて自立に向け

た支援を行います。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

１ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実 重点施策 

（１） 低所得者の生活の支援 相談者の話を丁寧に聞き取り、適切

な制度運営を行うとともに、一人ひ

とりの能力に応じた自立支援を実施

します。 

p.159 

（２） 生活困窮者自立支援施策

の促進 

困窮状態にある方や、将来困窮する

おそれのあるひきこもり状態にある

方等に対する支援のほか、子どもの

学習支援等を行います。 

p.160 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 子ども・子育て 

分野 
５ 子どもの未来の応援 p.56 

 

 地域福祉分野 １ 港区ならではの地域包括ケアの推進 p.164  
     

 

○ＳＤＧｓのゴールとの関係 

  

第５章 生活福祉分野 



 

 

 

１５６ 

 

Uni-Voice 

Ⅱ 生活福祉分野における施策 
 

１ 低所得者の生活の支援及び 

自立施策の充実 重点施策 
 

〇現状と課題〇 
 

生活保護受給者数の減少 

平成 26（2014）年以降、港区では、生活保護受給者数、生活保護受給世帯

数ともに減少傾向が続いています。また、保護率は、全国、東京都、23区の

平均と比較して低い水準で推移しており、平成 30（2018）年度は８.３‰でし

た。 

 港区の生活保護受給者数の推移 

出典：港区行政資料集 令和２年度版 

保護率の推移

 
出典：東京都福祉保健局 福祉・衛生統計年報（平成 30年度）、厚生労働省 被保護者調査

（平成 30年度確定値） 
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ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１５７ 

 
Uni-Voice 

65歳以上区民の４人に１人は「経済的に生活が苦しい」 

65歳以上の区民のうち、４人に１人は経済的に生活が苦しいと感じていま

す（「大変苦しい」と「やや苦しい」の合計で 28.0％）。特に、ひとり暮ら

しや息子・娘との２世帯で、生活が苦しいと感じる割合が高くなっています。

支援を必要とする人を把握し、適切なサービスへつなげる必要があります。 

港区民（65歳以上）の主観的な経済状況 

出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 
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１５８ 

 

Uni-Voice 

〇取組の方向性〇 

最後のセーフティネットとして区民の生活を守るため、相談者の状況を的

確に把握し、生活保護を受けるべき人が受給できるようにします。生活保護

受給者をはじめ、生活困窮者、就職氷河期世代、ひきこもり状態にある方等、

生活に困窮する一人ひとりの状況や能力に応じた支援を行い、自立を促進す

るとともに、経済的な課題を抱える家庭の子どもの学習支援を強化すること

で、貧困の連鎖を防止します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港区生活・就労支援センターチラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１５９ 

 
Uni-Voice 

（１）低所得者の生活の支援 

生活保護受給者の抱える多様な課題に対応できるよう自立支援事業を充実

し、一人ひとりの能力に応じた自立（経済的自立、日常生活自立、社会生活自

立）を支援します。 

 

主な取組事業 
 

① 生活保護制度の適正な運営 

制度をわかりやすく説明するとともに、相談者の状況を的確に把握します。

各総合支所間の連携を強化し、ケースワーカーを計画的に育成することで、

組織的な業務の運営を行います。 

 

② 生活保護受給者への自立支援の実施  

各種の自立支援事業を充実させるとともに、専門性を有する職員とケース

ワーカーが連携することで、生活保護受給者一人ひとりの能力に応じた自立

を支援します。 

 

③ 法外援護の適切な実施 

区の独自事業（コミュニティバス乗車券の発行や無料入浴券の給付、児童

生徒の被服費等の支給など）を適切に実施することで、生活保護世帯の生活

を補完します。 

 

④ 路上生活者等への支援 

東京都と特別区が共同で路上生活者対策事業を実施し、巡回相談事業や緊

急一時保護事業等により、路上生活者の自立を支援します。特に、路上生活

者対策モデル事業をとおして、長期化・高齢化した路上生活者の地域移行を

推進します。 

 

 

 

 

 



 

 

 

１６０ 

 

Uni-Voice 

⑤ 健康管理の支援【新規事業】 

健康管理の支援が必要な生活保護受給者に、生活習慣病の重症化予防及び

健康づくりのための保健指導等を実施する健康管理支援事業により、生活保

護受給者の健康の保持と自立の助長を図ります。 

 

（２）生活困窮者自立支援施策の促進 

港区生活・就労支援センターにおいて生活困窮者の相談を実施し、一人ひ

とりの状況にあった支援計画を作成します。 

また、就労支援や家計相談、子どもの学習相談など必要なサービスを提供

し、生活困窮者の自立を支援します。 

 

主な取組事業 
 

① 生活困窮者への自立支援 

各種の自立支援事業を充実させるとともに、地域ネットワークを構築し、

関係機関と連携することで、一人ひとりの能力に応じた包括的な自立支援を

推進します。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響等、経済状況の悪化により生活困

窮者に陥った人に対する住居確保給付金や就労支援をはじめとした自立相

談支援体制を強化します。 

 

② 学習支援の充実 

生活困窮世帯の子どもに対する学習支援を強化し、進学や就職を選択する

ためのサポートを行うことで、貧困の連鎖を防止します。また、家庭への支

援をとおして、育成環境の改善を図ります。 

 

③ ひきこもり状態等にある方への支援【新規事業】 

関係機関との連携によるアウトリーチをとおして、支援を必要とする人の

把握に努めます。相談支援につながってからは、一人ひとりの生活背景に合

わせ、状況に応じた寄り添い型の支援を行います。 



 

 

１６１ 

 
Uni-Voice 

 

 

 

Ⅰ めざす姿と施策の全体像 
 

○計画のめざす姿 

住み慣れた地域で支え合い、安心して暮らし続けられる社会 

全ての区民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域全体

で港区ならではの地域包括ケアを推進します。豊富な医療資源等を生かした

多機関・多職種との連携をとおして、地域における様々な課題への対応を強

化し、住み慣れた環境で暮らし続けるための支援を充実させます。 

また、地域福祉を支える様々な団体等と連携して、地域のつながり・支え

合いを推進するとともに、区民があらゆる分野で社会に参加・協働しやすい

環境を整備します。さらに、誰もが安全に安心して過ごせるよう、人にやさ

しい福祉のまちづくりに取り組みます。 

 

〇めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

１ 港区ならではの地域包括ケアの推進 重点施策 

（１） 地域包括ケアの推進体制

の充実 

港区ならではの地域包括ケアを推進

する体制の充実に取り組みます。 
p.166 

（２） 包括的な相談体制の整備 複合的な課題に対応するための包括

的な相談支援体制を整備します。 
p.167 

（３） 在宅療養等に関する連携

の推進 

在宅で安心して療養できるよう、多

機関・多職種との連携を強化します。 
p.168 

（４） 地域を支える仕組みづく

り 

地域の支援機関等と連携し、地域を

支える仕組みづくりを推進します。 
p.169 

（５） 効果的な情報発信 港区ならではの地域包括ケアを推進

する取組について、周知・啓発を図り

ます。 

p.170 

 

 
    

第６章 地域福祉分野 



 

 

 

１６２ 

 

Uni-Voice 

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 子ども・子育て 

分野 
３ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 p.46 

 

 高齢者分野 ４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり p.84  

 障害者分野 ２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 p.104  

 健康づくり・ 

保健分野 
２ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進 p.129 

 

 生活福祉分野 １ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実 p.156  
     

 

２ 港区の地域福祉を支える活動の支援  

（１） 地域福祉を推進する体制

の整備 

地域課題の解決や災害時の安全確保

に向けて、地域福祉の推進体制を強

化します。 

p.173 

（２） 地域における福祉活動の

支援 

地域で福祉活動を行う各種団体等と

の連携や、活動への支援を推進しま

す。 

p.174 

（３） 福祉のまちづくりの 

推進 

福祉のまちづくりをハード・ソフト

の両面から推進します。 
p.175 

    

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 子ども・子育て 

分野 
３ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 p.46 

 

 高齢者分野 ４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり p.84  

 障害者分野 ２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 p.104  
     

 

３ 成年後見制度の理解と利用の促進  

（１） 利用者がメリットを実感

できる制度の運用 

本人に寄り添った運用の推進のた

め、周知・啓発や相談対応に取り組み

ます。 

p.178 

（２） 権利擁護支援の地域連携

の推進 

権利擁護支援のため、関係団体や関

係機関等のネットワークを構築・活

用します。 

p.179 

（３） 制度の理解と適正な運用

の促進 

制度を必要とする人の増加を踏ま

え、一層の制度の理解と利用の促進

を図ります。 

p.180 

 

 

 

 

 

 

 

   



 

 

１６３ 

 
Uni-Voice 

関連項目    

 大項目 中項目 記載ページ  

 高齢者分野 ４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり p.84  

 障害者分野 １ 障害者が安心して暮らせる環境の整備 p.95  

 

○ＳＤＧｓのゴールとの関係 

 

  



 

 

 

１６４ 

 

Uni-Voice 

Ⅱ 地域福祉分野における施策 
 

１ 港区ならではの地域包括ケア 

の推進 重点施策 
 

○現状と課題〇 
 

住み慣れた地域で暮らし続けられる仕組みづくり 

区では、地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅療養等を中心に多機関・

多職種の連携を進めてきました。今後、高齢者だけでなく全ての区民が住み

慣れた地域で暮らし続けられる地域をめざして、地域課題を踏まえて、地域

で支える仕組みづくりを一層推進する必要があります。 

 

複合的な課題への対応 

８０５０問題やダブルケアなどの複合的な課題を抱える個人や家族からの

相談が増加しています。子ども、高齢、障害、生活困窮等の福祉分野にまたが

る様々な課題に対応するため、包括的な支援体制を構築することが求められ

ています。 

  

港区在宅療養ガイドブック 区民等に向けた、港区医師会等との共催による 

「地域包括ケアシステム区民公開講座」の様子 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

１６５ 

 
Uni-Voice 

○取組の方向性〇 

区民が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、医療機関・介護事業者等

と連携した在宅療養の推進に引き続き取り組みます。また、地域課題への対

応を強化するため、多職種による課題検討や、活動団体等と連携した地域で

支える仕組みづくりを推進します。 

上記と併せて、複合的な課題への対応に向けて、福祉総合窓口を中心とし

た包括的な支援の体制を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港区のめざす地域包括ケアのイメージ 

 

  



 

 

 

１６６ 

 

Uni-Voice 

（１）地域包括ケアの推進体制の充実 

港区ならではの地域包括ケアの推進に向けて、医療・介護・保健・福祉等

の関係者が連携する体制の充実を図ります。全世代を対象とした地域包括ケ

アを推進するため、課題検討を行い取組の推進を図るとともに、関係機関の

ネットワークづくりを推進します。 

 

主な取組事業 
 

① 多職種による推進体制の強化 

地域包括ケアを総合的に推進するため、学識関係者、医療関係者、福祉関

係者、地域関係者等による課題共有や取組検討を行い、多機関・多職種の連

携の推進とともに、地域で支える仕組みの強化を図ります。 

 

② 地域課題等への対応力の強化【新規事業】 

各地区の地域課題等への対応や地域資源の把握・活用のため、「在宅医療・

療養・介護連携調整会議」等を活用して多職種連携を推進します。地域課題

や事例に関するディスカッションをとおして、医療や介護の事業者と地域で

活動する団体等との連携を深め、地域の対応力を強化します。 

 

③ 自立した生活を送るための仕組みづくり 

自立支援の強化や認知症への対応に向け、シンポジウムの開催等による関

係機関同士の情報共有や医療・介護等の多職種連携を推進します。また、高

齢者相談センター（地域包括支援センター）等と連携した実務者レベルの連

携の仕組みづくりを構築します。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１６７ 

 
Uni-Voice 

（２）包括的な相談体制の整備 

育児と介護を同時に行うダブルケア等、世帯の複合的な福祉課題を的確に

把握し、早期の課題解決につなげるため、相談機能や地域における関係機関

等との連携を強化し、あらゆる福祉相談を受け付ける窓口を各総合支所に設

置します。 

 

主な取組事業 
 

① 福祉総合窓口の設置 【新規事業】【年次計画事業】 

福祉に関するあらゆる相談を受け止め、早期の課題解決につなげる福祉総

合窓口を各総合支所に設置します。区保健師をはじめ各福祉分野専門の相談

員を配置することで、迅速かつ的確に対応します。 

新型コロナウイルス感染症等に配慮し、在宅からの相談や相談員のリモー

ト配置による非接触型の相談対応にも取り組みます。 

全体目標 現況 前期実施内容 後期実施内容 
令和８年度末 ２年度末 ３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度～８年度 

福祉総合窓口

の設置 
準備  

５か所設

置 
― ― 

 

② 関係機関等との連携の強化【新規事業】  

福祉総合窓口を効果的に機能させるため、港区関係機関等連絡会を開催し、

子ども、高齢、障害、生活困窮の各分野に係る関係機関等との連携の強化を

図ります。 

 

③ 複合的な課題に対応できる体制づくり【新規事業】 

福祉総合窓口が対応する区民等からの多様化かつ複合化した相談は、専門

職の視点を取り入れた多職種のチームで早期に対応することとし、相談者に

寄り添った対応ができる体制を構築します。 

 

 

 



 

 

 

１６８ 

 

Uni-Voice 

（３）在宅療養等に関する連携の推進 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる環境づくりに向けて、医療機

関及び介護事業者をはじめとする多機関・多職種の顔の見える関係を構築し、

在宅療養に関する対応力の強化を図ります。 

 

主な取組事業 
 

① 病院等医療機関との連携の推進 

主治医、かかりつけ医、ケアマネジャー、訪問看護師、高齢者相談センター

（地域包括支援センター）や病院及び港区医師会等との連携を推進し、在宅

で安心して療養できるよう、容体の急変時や介護する家族等の休養が必要な

場合に、速やかに入院できる仕組み（在宅療養後方支援病床）の運用を推進

します。 

 

② 医療・介護従事者に向けた連携の推進【新規事業】 

医療従事者と介護従事者を対象として、港区医師会等及び区内の病院との

連携により研修会を開催し、情報の共有や地域課題等への対応に向けた連携

強化を図ります。 

 

③ 在宅療養等に関する連携 

区内の医療機関の医療ソーシャルワーカー（※）等と在宅療養に関する情

報共有を行い、在宅療養相談窓口機能の強化を図るとともに、退院から在宅

に戻る区民等への対応に係る連携を推進します。 

※医療ソーシャルワーカー：医療機関において、社会福祉の立場から患者等の抱える経済

的・心理的・社会的問題の解決や調整を援助し、社会復帰の促進を図ります。 

  



 

 

１６９ 

 
Uni-Voice 

（４）地域を支える仕組みづくり 

地域を支える仕組みづくりを推進するため、医療・介護・介護予防・生活

支援等に関する活動を行う関係機関及び地域の団体とのネットワーク化を図

るとともに、地域における相談支援機能を強化します。 

 

主な取組事業 
 

① 相談機能の強化と連携【新規事業】 

区内の福祉関係機関や各種事業所における相談機能を強化し、適切な支援

につなげることができるよう、研修会をとおした関係機関等への啓発を推進

するとともに、協議の場の創出をとおして機関間の連携を強化します。 

  

② 地域で活動する団体との連携【新規事業】 

窓口等での相談から、見守りや支え合い等の地域における支援活動につな

げるため、コミュニティソーシャルワーカー（※）を中心に、サロンや地域

で活動する団体との連携を推進します。 

※コミュニティソーシャルワーカー：地域の課題の解決に向け、区民や関係機関等と連携

して新しい仕組みづくりや支援等を行います。 

 

③ 在宅生活を支援する仕組みづくり【新規事業】 

医療機関から在宅療養への円滑な移行を支援するため、医師会等と連携し、

在宅療養相談窓口を中心とした支援体制を整備します。また、在宅療養に関

する一層の周知に向けて、地域における普及・啓発活動を推進します。 

  



 

 

 

１７０ 

 

Uni-Voice 

（５)効果的な情報発信  

地域包括ケアの取組の周知・啓発のため、各種媒体を活用した情報発信を

行います。また、必要な人に必要な情報を届けられるよう、地域の団体をと

おした周知や支援を行う機関への啓発など、効果的な情報提供を図ります。 

 

主な取組事業 
 

① 区民等に向けた啓発【新規事業】 

医療機関や福祉サービス等の情報を必要な人に提供するため、多様な情報

発信媒体を活用して発信を行うとともに、地域で活動する団体をとおした啓

発に積極的に取り組みます。 

 

② 医療機関等に関する情報の発信【新規事業】 

区内の医療機関の情報や在宅で受けられる医療に関する情報のほか、介護

事業者に関する情報提供など、在宅療養に関することなどを含め、わかりや

すい情報の発信を推進します。 

 

③ 関係団体との連携強化【新規事業】 

区の実施する講演や取組などは、医療機関、介護事業者、地域の活動団体

等との連携により、啓発活動を推進します。また、支え合う地域包括ケアの

推進のため、区内の医療・介護・保健・福祉の関係機関への啓発や事業者間

の連携強化に取り組みます。  



 

 

１７１ 

 
Uni-Voice 

２ 港区の地域福祉を支える活動の支援 
 

 

○現状と課題〇 
 

地域のつながり・支え合いの推進 

区では、地域福祉の推進に向けて、港区社会福祉協議会や地域で活動する

団体等との連携による各種啓発の充実や参加の促進に取り組んでいます。ま

た、誰もが安全で安心して快適に過ごせるよう、バリアフリーマップの充実

等、福祉のまちづくりに取り組んでいます。多様化・複雑化する地域課題に

対応するため、地域包括ケアの推進とともに、地域にある様々な資源や力を

活用した、地域のつながり・支え合いを一層進める必要があります。 

 

地域で起こる様々な生活の課題についての 

住民同士の自主的な支え合い・助け合いのために必要だと思う取組 

出典：令和元年度港区保健福祉基礎調査（一般区民基礎調査） 
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無回答

その他

特に取組は必要だとは思わない

行政において地域活動をする上での相談体制や地

域活動への支援を充実させていく

社会福祉協議会において地域活動をする上での相

談体制や地域活動への支援を充実させていく

地域の人が気軽に集まれる場所をつくる

ボランティアやNPOの活動を盛んにする

自ら進んで日頃から住民相互のつながりを持つよ

う心がける

町会・自治会が中心となって住民相互の交流活動

を進める

(%)

ＳＤＧｓのゴールとの関係 



 

 

 

１７２ 

 

Uni-Voice 

○取組の方向性〇 

多様化・複雑化する地域課題に対応するため、港区社会福祉協議会との連

携の強化を図るとともに、地域で活動する団体等との連携による啓発や参加

促進を引き続き推進します。また、地域の担い手の養成や各種団体との更な

る連携に取り組みます。 

誰もが安全・安心かつ快適に過ごすことができる福祉のまちづくりを推進

し、バリアフリーマップなどの様々な媒体を活用した啓発に取り組みます。 

 

 
港区バリアフリーマップ 

 

 

 

 

 



 

 

１７３ 

 
Uni-Voice 

（１）地域福祉を推進する体制の整備 

地域の課題解決のため、重要な役割を担う港区社会福祉協議会への支援と

連携を進めるとともに、地域を支える福祉活動を推進する団体等との協働を

進めていく必要があります。また、事業の企画段階から区民の参画を得るな

ど、区民や地域の事業者等との協働体制を強化し、地域福祉を推進していき

ます。 

 

主な取組事業 
 

① 社会福祉協議会との連携・支援 

港区社会福祉協議会は、地域住民が支え合う環境づくりを促進する役割を

担っており、多様な地域課題を解決するため、幅広い区民が参加する区民主

体の福祉活動を推進しています。区は、地域福祉を推進するため、港区社会

福祉協議会との連携・支援体制を強化します。 

 

② 事業者等の地域貢献活動への参加の促進  

港区内の企業や法人等は、地域を構成する一員として、地域に根ざした社

会貢献への取組や区民との協働が期待されています。区は、港区社会福祉協

議会と連携して、企業各社がネットワークを形成して企業間の交流や情報交

換を行う「みなとネット」の活動を支援しています。今後も普及と活動の場

を拡大し、新たな事業者等の参加を促進します。 

 

③ 災害時の安全の確保 

災害に備えた地域の協力体制づくりのため、実効性のある要配慮者支援体

制の強化に取り組みます。また、地震等の自然災害における安全の確保のた

めには、地域での支え合いを推進する必要があります。地域福祉活動を実践

する事業者や多様な団体等との地域ネットワークを構築し、安全確保を推進

します。 

 

 

 



 

 

 

１７４ 

 

Uni-Voice 

④ 計画づくり・施策等への区民の参画の促進 

「港区地域保健福祉計画」や事業は、企画段階から行政、地域、民間がそれ

ぞれの持つ力を補い合いながら相互に連携、協働して策定しています。区民

の参画を促すために、福祉に関する取組とその成果等に関する啓発の強化に

努めます。 

 

（２）地域における福祉活動の支援 

地域福祉を支える各種団体等との連携の強化や、団体等の活動を支えるた

めの支援を積極的に推進します。新型コロナウイルス感染症等の感染拡大防

止に配慮しながら、地域で活動する区民等を支援するとともに、活動の紹介

などの普及・啓発に取り組みます。また、区民の衛生保持・健康増進や区民相

互の交流拠点として重要な役割を担う公衆浴場の活用・振興に取り組みます。 

 

主な取組事業 
 

① 民生委員・児童委員、保護司、赤十字奉仕団等への活動の支援 

地域福祉を支える重要な担い手である、民生委員・児童委員、保護司、赤

十字奉仕団等の地域での福祉活動を支援します。また、地域福祉を支える新

たな人材の発掘を進めるとともに、活動や役割の見直し、円滑な活動のため

の場の確保や研修の充実などについて支援を行います。 

 

② ボランティア活動の促進 

ボランティア活動の普及・啓発、ボランティアの育成、ネットワーク構築

等に取り組んでいる港区社会福祉協議会を支援します。また、身近なボラン

ティア活動の拠点として地区ボランティアコーナーを設置するなど、積極的

な活動に向けて支援します。 

 

③ 公衆浴場の活用と振興の推進 

公衆浴場は区民の衛生保持・健康増進に加えてコミュニティの場としての

役割を担っており、地域資源を活用した振興が必要です。施設特性を生かし



 

 

１７５ 

 
Uni-Voice 

た地域の拠点としての取組や、健康づくりなどの区民の関心・ニーズを踏ま

えた取組を推進します。 

 

（３）福祉のまちづくりの推進 

年齢や障害の有無等にかかわらず、誰もが安全で安心して快適に暮らすこ

とができるよう、バリアフリー対策やユニバーサルデザインを推進し、人に

やさしいまちづくりに取り組みます。 

また、誰もが地域から孤立することなく、互いを認め合い共生する地域の

実現に向けて、「心のバリアフリー」や「情報のバリアフリー」を推進し、

ハードとソフトの両面から福祉のまちづくりへの取組を強化します。 

 

主な取組事業 
 

① 福祉のまちづくりに関する普及・啓発 

福祉のまちづくりに向けて、「心のバリアフリー」に関する普及・啓発を

推進します。福祉施設での交流、スポーツや体験活動などを通じて、高齢者

や障害者等との交流や理解の促進を図ります。 

 

② バリアフリーマップの充実と普及 

区内施設のバリアフリー情報をまとめたバリアフリーマップを区ホーム

ページで公開しています。今後も施設の情報に加え、音声での道案内や坂道

等の道路情報を継続して更新します。また、広報紙などでバリアフリーマッ

プのＰＲを行い、更なる普及に努めます。 

 

③ 道路等の整備・改善の推進 

誰もが安全・安心・快適に暮らせるまちづくりとして、坂道へのバリアフ

リー対策、案内表示や誘導サインのユニバーサルデザイン化、電線類地中化

等を推進します。また、快適な歩行空間の確保のために放置自転車対策や細

街路の拡幅を行います。 
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Uni-Voice 

３ 成年後見制度の理解と利用の促進 
 

 

〇現状と課題〇 
 

成年後見制度を必要とする人の増加 

「認知症施策推進大綱」によると、平成 30（2018）年には認知症の人の数は 

500 万人を超え、65 歳以上高齢者の約７人に１人が認知症と見込まれていま

す。また、知的障害児・者に交付される「愛の手帳」の所持者、「精神障害者

保健福祉手帳」の所持者も年々増加しています。全ての区民が本人の意思が

適切に反映された生活を送るために、成年後見制度の必要性はますます高

まっています。 

 

制度に関する周知・啓発や相談の充実 

「港区成年後見制度利用促進基本計画（平成 30（2018）年 12月）」に基づ

き、区が中核機関となって、港区社会福祉協議会と一体で制度の理解と利用

促進に取り組み、区民等への啓発、訪問相談、迅速な申立支援等に取り組ん

できました。 

今後、これまでの関係団体等との連携の強化を図り、必要な人が必要なと

きに制度を利用できるよう、後見人等の支援を含めた相談機能及び周知・啓

発の充実を図る必要があります。 

また、本人に寄り添った支援の推進のため、財産管理だけでなく身上保護

を重視した制度運用について、後見人等及び後見人等活動が期待される団体

等への啓発・支援に取り組む必要があります。 

区内高齢者の成年後見制度に対する認知度 

 

出典：令和元年度港区保健福祉基礎調査（高齢者基礎調査） 

33.4

51.3

10.8

4.5

内容も知っている

聞いたことはあるが、内容は知らない

聞いたことはない

無回答

（n=2,069） 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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〇取組の方向性〇 

成年後見制度に関する必要な情報が必要な人に届けられ、制度の利用につ

ながるよう、港区社会福祉協議会や関係団体等との連携した周知・啓発等を

充実させる必要があります。また、権利擁護支援の充実とともに、身上保護

を重視した運用の促進に向けて、多職種と連携した支援の推進や、相談体制

の充実・担い手の確保等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見制度 

成年後見制度は、認知症や知的障害その他の精神上の障害などにより、判断能

力が不十分であるため、法律行為における意思決定が困難な方々について、その

判断能力を補い、その方々の財産等の権利を擁護する、｢自己決定の尊重｣と｢本人

保護｣との調和を理念とする制度です。法定後見制度と任意後見制度があります。 
 

法定後見制度 

  すでに判断能力が不十分な人を、家庭裁判所に審判の申立てを行うことによ

り、家庭裁判所が選んだ成年後見人等（成年後見人・保佐人・補助人）が支援

する制度です。判断能力に応じて以下の 3 つの類型があります。 

 

類 型 後 見 保 佐 補 助 

対象 判断能力が全くない人 
判断能力が著しく不十分
な人 

判断能力が不十分な人 

 

任意後見制度 

  将来判断能力が不十分となった場合に備えて、公正証書により任意後見人を

決め、支援してほしいことをあらかじめ決めておく制度です。 
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Uni-Voice 

（１）利用者がメリットを実感できる制度の運用 

成年後見人等は、認知症の高齢者や障害者の意思をできるだけ丁寧にくみ

取り、その生活を守り権利を擁護していき、意思決定支援や身上保護の観点

を重視する必要があります。 

福祉サービス等に関する情報共有や関係機関等との連携強化により、迅速

な相談対応やサービスの提供に努めます。 

 

主な取組事業 
 

① 制度の利用のしやすさの向上【新規事業】 

相談しやすい環境を整備し、負担軽減等の利用しやすさ等について、利用

する前の段階だけでなく、利用中においても、積極的により分かりやすく、

利用しやすい制度の運用を図ります。 

 

② 利用者の意思決定支援や身上保護の観点を重視した運用【新規事業】 

意思決定支援や身上保護に重視した運用を推進するため、関係団体等と連

携し、連絡会や座談会の開催、相談対応等をとおして利用者や親族後見人等

を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

後見人の座談会の様子 
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Uni-Voice 

（２）権利擁護支援の地域連携の推進  

権利擁護支援が必要な人に、適切に福祉サービス等につなげていくため、

関係団体や関係機関等のネットワークを構築し、区が中核機関として、主体

的に連携した取組を推進します。また、専門職の後見人だけでなく、社会貢

献型後見人等や法人後見などの担い手による後見活動に関する情報共有を進

め、地域の連携した仕組みづくりを進めます。 

 

主な取組事業 
 

① 権利擁護支援の地域連携ネットワークの活用【新規事業】 

支援が必要な人を適切な福祉サービス等に結び付けるほか、意思や状況を

継続的に把握する体制づくりを進め、地域連携ネットワークを活用した取組

を充実させます。 

 

② 成年後見等の担い手の確保【新規事業】 

社会貢献型後見人等の養成と港区社会福祉協議会における法人後見事業の

推進をとおして、多様な担い手の確保に取り組むことで、権利擁護支援とと

もに、身上保護を重視した運用の促進につなげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港区の地域連携ネットワークにおける中核機関の役割 
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Uni-Voice 

（３）制度の理解と適正な運用の促進 

制度を必要とする人の増加が見込まれることから、より一層の制度の理解

と利用の促進を図る必要があります。そのため、関係団体や関係機関等と連

携した周知・啓発に取り組みます。また、制度の適正な運用に向けて、地域連

携ネットワークを活用した関係団体間の連携を推進し、制度の理解を促しま

す。 

 

主な取組事業 
 

① 制度の周知・啓発【新規事業】 

必要な人に必要な情報が届くよう、区ホームページ、チラシ、デジタルサ

イネージ等の媒体を活用して周知するとともに、あらゆる場面を活用し、制

度の理解と利用の促進に向けた周知・啓発をします。 

 

② 制度の適正な運用の促進【新規事業】 

制度の適正な運用に向けて、地域連携ネットワークを活用した関係団体間

の情報共有や連携を推進し、制度の理解を促します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

成年後見利用支援センター表紙  サポートみなと講演会の様子 
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参 考 資 料 
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Uni-Voice 

計画計上事業一覧 

項目・事業名 ページ 

子ども・子育て分野 

１  就学前児童の総合的な支援 重点施策 34 

（１）保育園待機児童ゼロの継続 36 

① 保育施設の充実 【年次計画事業】 36 

② 認定こども園の整備 【新規事業】 37 

③ みなと保育サポート事業の充実 37 

④ 地域型保育事業の実施 37 

⑤ 大規模開発における認可保育園付置の要請 37 

（２）多様な都心型保育サービスの充実 37 

① 延長保育事業の推進  37 

② 一時預かり事業の推進 38 

③ 病児・病後児保育の充実  38 

④ 訪問型病児・病後児保育の利用助成 38 

（３）子育て支援サービスの充実 38 

① 利用者支援事業の推進 38 

② 子育て短期支援事業の拡充  39 

③ 乳児家庭全戸訪問事業の推進 39 

④ 子育てひろば事業の推進 39 

⑤ 子育て援助活動支援事業の充実  39 

（４）教育・保育の連携体制の整備 39 

①  保育園、幼稚園、小学校での交流・連携 40 

②  保幼小合同研修会等の充実  40 

（５）産後休業及び育児休業後における円滑な事業利用の確保 40 

① 育児休業からの復帰後の入所支援の充実 40 

２ 子ども・子育て支援の質の確保 41 

（１）子ども・子育て支援体制の強化に向けた環境整備 42 

① （仮称）港区児童福祉審議会の設置 42 

② 地域における子ども・子育て支援者の育成  42 

（２）保育園における保育の質の確保 42 

① 保育士の業務負担軽減の推進 【新規事業】 43 

② 給食を通じた食育の推進 43 

③ 保育従事職員の確保・定着の支援 43 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

④ 保育施設における安全確保の推進 43 

（３）就学児童の居場所づくりにおける質の確保 43 

① 学童クラブ事業の充実 【年次計画事業】 44 

② 学童クラブ事業の質の向上 44 

③ 区立小学校を活用した放課後の居場所づくり 

（放課ＧＯ→）の推進 
45 

④ 地域における児童の健全育成機能の強化 45 

（４）子育て家庭への支援 45 

① 多胎児の子育て家庭に対する支援の充実  45 

② 保育園における在宅子育て家庭向け事業の推進 45 

３ 特別な支援が必要な家庭や子どもの支援 重点施策 46 

(１)（仮称）港区子ども家庭総合支援センターの整備 48 

① 児童相談所の設置による迅速かつきめ細かな援助の実現 

【新規事業】 
48 

② 区立母子生活支援施設の設置による母子保護の推進  48 

③ 子ども家庭支援センターへの家庭相談機能の統合による

支援の充実 
49 

（２）児童虐待防止のための環境の整備 49 

① 要保護児童対策地域協議会を中心とした児童虐待対策等

の推進 
49 

② 子ども家庭支援センターの相談体制の充実 49 

③ 養育支援訪問事業の充実  50 

（３）児童虐待防止対策等の充実 50 

① ＤＶ被害者支援策の強化・充実 50 

② 地域住民に対する虐待対策啓発活動の推進 51 

③ 子どもの権利条約の啓発 51 

④ 要支援家庭等への支援の充実 51 

（４）社会的養護体制の充実 51 

① 里親登録の拡大と支援の充実による家庭養護の推進 

【新規事業】 
52 

② 児童のニーズに応じた社会的養護の充実 【新規事業】 52 

③ 家族再統合に向けた支援の充実 【新規事業】 52 

④ 社会的養護の施設の適正な運営の確保 【新規事業】 52 

⑤ 施設退所後等の児童の自立の支援 【新規事業】 52 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

４ 子どもの健全な育成に向けた支援 53 

（１）子どもが健やかに成長できる環境の整備 54 

① 保育園への環境学習の支援 54 

（２）青少年の健全育成のための支援 54 

① インターネットの適正利用の啓発 54 

② 自主的・創造的な活動の支援 55 

③ リーダー育成の支援 55 

５ 子どもの未来の応援 重点施策 56 

（１）生活環境の安定の支援 57 

① 高校生不登校への支援 【新規事業】 57 

② 子育て家庭の生活や社会参加の支援  57 

③ 相談体制の整備 57 

（２）経済的安定の支援 57 

① 教育にかかる経済的支援の充実 58 

② 保護者に対する就労の支援  58 

③ ひとり親家庭の生活支援及び経済的支援の充実 58 

（３）地域で子どもの未来を応援する体制の整備 58 

① 子どもの未来応援施策の普及・啓発 59 

② 地域における子どもの未来を応援するネットワークの確

立 
59 

③ 子どもの孤食解消と保護者支援 【新規事業】 59 

高齢者分野 

１ 心豊かで健康な生活への支援 重点施策 63 

（１）社会参加の促進 64 

① いきいきプラザ等の充実 【年次計画事業】 64 

② 老人クラブ活動への支援 64 

③ 生涯学習やスポーツ活動の充実 65 

④ チャレンジコミュニティ大学の充実 65 

⑤ ボランティア活動の紹介と支援 65 

⑥ 高齢者の就業に向けた支援 65 

（２）健康で自立した生活を維持するための支援 66 

① 介護予防への気づきと周知 66 

② ＩＣＴを活用した介護予防プログラムの開発・充実 66 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

③ 介護予防チェックリストの活用による参加促進 66 

④ フレイル予防の推進 【新規事業】 66 

⑤ 「通いの場」の充実に向けた支援 【新規事業】 67 

（３）介護予防の効果的な推進 67 

① 介護予防総合センター（ラクっちゃ）を中核とした介護

予防の更なる普及・拡大 
68 

② 介護予防総合センター（ラクっちゃ）の専門職による地

域での活動支援 
68 

③ 介護予防事業の評価分析と効果の発信 68 

④ 介護予防リーダーの養成及び活動支援の充実 69 

２ 認知症と共生する地域づくり 重点施策 70 

（１）認知症の理解と予防の充実 72 

① 認知症に対する予防の推進 72 

② 認知症サポーターやボランティアの養成の推進 72 

（２）本人と家族への相談体制等の充実 73 

① 若年性認知症相談対応の充実 73 

② みんなとオレンジカフェ（認知症カフェ）による支援 73 

（３）適切なサービスの利用の促進 74 

① 認知症早期発見の推進 74 

② サービスの相談とコーディネートの充実  74 

③ 認知症の人へのサービスの周知  74 

（４）認知症を支える体制の構築 75 

① 地域と連携した認知症支援体制の充実 【新規事業】 75 

② 認知症疾患医療センターとの連携  75 

３ 日々の生活を支える介護・福祉サービスの充実 重点施策 76 

（１）高齢者福祉サービスの充実 78 

① 高齢者の在宅生活の支援の充実 78 

② ひとり暮らし等高齢者向け在宅生活支援サービスの充実 78 

③ 高齢者の住まいの確保・支援 79 

④ わかりやすい高齢者福祉・介護サービスの情報発信 79 

（２）介護サービスの充実 80 

① 介護予防・生活支援サービスの充実 80 

② 介護保険施設等の整備・充実 【年次計画事業】 80 

③ 介護人材の確保・支援 81 
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項目・事業名 ページ 

④ ＩＣＴ等を活用した介護現場への支援 【新規事業】 82 

⑤ 介護保険制度の円滑な運営 82 

（３）介護にあたる家族への支援 82 

① 介護家族の会への支援 82 

② 宿泊デイサービスの実施 82 

③ 認知症高齢者の短期入所の実施 83 

④ 緊急医療短期入所の実施 83 

４ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 84 

（１）安全・安心を支え合う地域づくりの推進 86 

① 高齢者相談センター(地域包括支援センター)の相談機能

の充実 
86 

② ふれあい相談員によるひとり暮らし等高齢者の見守りの

充実 
86 

③ 高齢者のセーフティネットワーク構築の推進 86 

④ 高齢者の熱中症予防の推進 87 

⑤ 医療・介護・保健・福祉が連携した相談体制の充実  87 

（２）高齢者の権利の擁護 88 

① 高齢者虐待対応支援の充実 88 

② 成年後見制度の理解と利用の促進 88 

③ 消費者被害の防止 88 

（３）災害時等の安全の確保 89 

① 高齢者の防災対策の支援 89 

② 災害時の安否確認と避難に向けた支援 89 

③ 施設等における災害時の支援 89 

④ 高齢者施設における感染症対策の充実【新規事業】 90 

（４）生活支援体制の整備の推進 90 

① 生活支援体制整備事業の充実 91 

② 生活支援に関連する地域活動情報の収集・提供  91 

③ 生活支援サービスの担い手の育成  91 

障害者分野 

１ 障害者が安心して暮らせる環境の整備 重点施策 95 

（１）心のバリアフリーの普及 99 

① 差別解消の取組の推進 99 

② 心のバリアフリーの推進 99 



 

 

１８７ 

 
Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

③ 障害者スポーツ・文化芸術イベントの振興 100 

（２）権利擁護の取組の推進 100 

① 成年後見制度の理解促進の支援 100 

② 虐待防止に関する取組の推進 100 

（３）障害者の多様な意思疎通支援 101 

① 障害特性に応じた意思疎通手段の利用の促進 101 

② 手話言語の理解促進 【新規事業】 101 

③ ＩＣＴを活用したコミュニケーション支援  

【新規事業】 
102 

（４）障害者が暮らしやすい生活環境の充実 102 

① 住まいのバリアフリー化の支援 102 

② バリアフリー化の計画的な推進 102 

（５）あらゆる危機から障害者を守る支援の充実 102 

① 新たな感染症などの危機から障害者を守る支援の強化 

【新規事業】 
103 

② 障害者の災害時支援体制の整備 103 

③ 災害時における意思疎通の支援 103 

２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 104 

（１）日常生活を支えるサポート体制の充実 107 

① 福祉総合窓口の活用による包括的な相談体制の構築 107 

② 地域生活支援拠点における支援の充実 107 

③ 日中活動の場の充実 107 

（２）地域生活への移行の促進 108 

① 地域移行支援の推進 108 

② 障害者グループホームの設置・整備支援  

【年次計画事業】 
108 

③ 短期入所の充実 109 

（３）医療的ケア児・者をはじめとした障害特性に応じた 

支援の充実 
109 

① 医療的ケア児・者に対する切れ目ない支援 109 

② 障害特性に応じたきめ細かな支援 109 

（４）サービスの質の確保・向上 109 

① 障害福祉サービス等事業所に関する第三者評価機関の活

用の促進 
110 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

② 障害福祉サービス事業者への支援 110 

③ 障害児通所支援事業者への支援 【新規事業】 110 

３ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 重点施策 111 

（１）早期からの相談支援の充実 114 

① 総合的な相談支援窓口の充実 114 

② 児童発達支援センターにおける支援体制の強化 114 

（２）特別な配慮の必要な子どもに対する生活の支援 114 

① 保育園との併用通所の充実 114 

② 放課後対策の充実 115 

③ 障害のある子どもが児童館等で快適に過ごせる体制の 

整備 
115 

４ 障害特性に応じて就労できる仕組みづくり 116 

（１）一般就労への移行と就労定着支援の強化 119 

① 福祉施設から一般就労への移行の推進 119 

② 障害者の就労支援ネットワークの強化 119 

③ ＩＣＴを活用した就労支援の充実 119 

（２）支援機関の連携による就労支援の充実 120 

① 就労支援事業所の連携による共同受注の推進 120 

② 障害者就労施設等からの物品等の調達の推進 120 

③ 就労機会の確保 120 

健康づくり・保健分野 

１ 感染症対策の強化・推進 重点施策 124 

（１）感染症対策の充実 126 

① 感染症対策の充実  126 

② 結核対策の強化 126 

③ ＨＩＶ感染症／エイズ・性感染症の予防に関する普及・ 

啓発 
127 

 （２）新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への対応 127 

      ① 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症への対応 

【新規事業】 
127 

（３）予防接種の充実 128 

① 環境整備の推進 128 

② 定期予防接種の接種率の向上 128 

２ 安心できる地域保健・地域医療体制の推進 129 



 

 

１８９ 

 
Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

（１）地域医療体制の充実 131 

① 周産期医療・小児医療の充実 131 

② 休日・夜間診療体制等の充実 131 

③ かかりつけ医に関する普及・啓発 131 

（２）災害時における保健・医療体制の整備 132 

① 災害医療体制の整備  132 

② 妊産婦等への災害時支援体制の整備 132 

③ 医療依存度が高い人への支援体制の整備 【新規事業】 132 

（３）支え合いによる地域保健活動の強化 133 

① 地域リハビリテーション体制の充実 133 

② 難病対策の充実 133 

③ 健康づくりサポーターによる活動の促進 133 

④ 地域における健康づくり活動の促進 133 

３ 子どもの健康を守る体制をつくる 重点施策 134 

（１）産後母子ケア事業の推進 136 

① 妊産婦への支援の推進  136 

（２）母子保健サービスの推進と関係機関との連携強化 136 

① 母子相談体制等の充実  136 

② 子どもの健康づくり体制の推進 137 

（３）乳幼児健康診査の推進 137 

① 乳幼児健康診査の推進 137 

４ 健康づくりの積極的支援 138 

（１）生活習慣病等の予防・改善 140 

① 健康診査及び保健指導の充実 140 

② 生活習慣の改善に向けた支援 140 

③ 女性の健康対策の充実 140 

（２）口と歯の健康づくりの充実 141 

① 母子歯科保健の充実 141 

② ライフステージに応じた口腔保健の充実 141 

③ 障害者歯科保健の充実 142 

（３）こころの健康づくりの推進 142 

① こころの病気への理解の促進 142 

② こころの健康の相談支援の充実 142 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

③ こころの病気の人への支援の推進 143 

（４）自殺対策の推進 143 

① 職場のメンタルヘルスの推進 【新規事業】 143 

② 若者の自殺予防に向けた取組の推進 【新規事業】 143 

（５）たばこ対策の推進  144 

① 禁煙支援の充実 144 

② 受動喫煙防止対策の普及・啓発・指導等の推進 144 

５ がん対策の強化・推進 145 

（１）がんの早期発見の推進 147 

① 死亡率減少効果の認められたがん検診の推進 

【新規事業】 
147 

② がん検診の受診率の向上を目的とした検診体制の充実 

【新規事業】 
147 

③ がん検診の質の向上 【新規事業】 147 

（２）地域で支えるがん対策の充実 148 

① がん相談の充実 【新規事業】 148 

② がんの知識に関する普及・啓発 【新規事業】 148 

③ がん治療と仕事の両立支援 【新規事業】 148 

６ 快適で安心できる生活環境の確保 149 

（１）食品の安全の確保 151 

① 食の安全・安心に関する事業の充実 151 

② 食中毒対策の推進 151 

（２）医療・医薬品の安全の確保 152 

① 区民への情報提供及び相談体制の充実 152 

② 医療機関等への指導及び情報提供の充実 152 

③ 医薬品販売業者等への情報提供及び指導の充実 152 

（３）環境衛生対策の充実 152 

① 環境衛生関係営業施設や大規模ビル、水道施設の衛生管

理の指導・啓発 
153 

② 宿泊施設の衛生指導、無許可営業施設に対する対策の強

化 
153 

（４）快適な生活環境の確保 153 

① 室内環境の相談対応を通じた快適生活への助言・啓発 153 

② ねずみ・衛生害虫の総合的な防除活動の啓発・充実 154 



 

 

１９１ 

 
Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

③ 犬・猫等の動物愛護対策の充実 154 

生活福祉分野 

１ 低所得者の生活の支援及び自立施策の充実 重点施策 156 

（１）低所得者の生活の支援 159 

① 生活保護制度の適正な運営 159 

② 生活保護受給者への自立支援の実施 159 

③ 法外援護の適切な実施 159 

④ 路上生活者等への支援 159 

⑤ 健康管理の支援 【新規事業】 160 

（２）生活困窮者自立支援施策の促進 160 

① 生活困窮者への自立支援 160 

② 学習支援の充実 160 

③ ひきこもり状態等にある方への支援 【新規事業】 160 

地域福祉分野 

１ 港区ならではの地域包括ケアの推進 重点施策 164 

（１）地域包括ケアの推進体制の充実 166 

① 多職種による推進体制の強化 166 

② 地域課題等への対応力の強化 【新規事業】 166 

③ 自立した生活を送るための仕組みづくり 166 

（２）包括的な相談体制の整備 167 

① 福祉総合窓口の設置 【新規事業】【年次計画事業】 167 

② 関係機関等との連携の強化 【新規事業】 167 

③ 複合的な課題に対応できる体制づくり 【新規事業】 167 

（３）在宅療養等に関する連携の推進 168 

① 病院等医療機関との連携の推進 168 

② 医療・介護従事者に向けた連携の推進 【新規事業】 168 

③ 在宅療養等に関する連携 168 

（４）地域を支える仕組みづくり 169 

① 相談機能の強化と連携 【新規事業】 169 

② 地域で活動する団体との連携 【新規事業】 169 

③ 在宅生活を支援する仕組みづくり 【新規事業】 169 

（５）効果的な情報発信 170 

① 区民等に向けた啓発 【新規事業】 170 
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Uni-Voice 

項目・事業名 ページ 

② 医療機関等に関する情報の発信 【新規事業】 170 

③ 関係団体との連携強化 【新規事業】 170 

２ 港区の地域福祉を支える活動の支援 171 

(１）地域福祉を推進する体制の整備 173 

① 社会福祉協議会との連携・支援 173 

② 事業者等の地域貢献活動への参加の促進 173 

③ 災害時の安全の確保 173 

④ 計画づくり・施策等への区民の参画の促進 174 

(２）地域における福祉活動の支援 174 

① 民生委員・児童委員、保護司、赤十字奉仕団等への活動

の支援 
174 

② ボランティア活動の促進 174 

③ 公衆浴場の活用と振興の推進 174 

(３）福祉のまちづくりの推進 175 

① 福祉のまちづくりに関する普及・啓発 175 

② バリアフリーマップの充実と普及 175 

③ 道路等の整備・改善の推進 175 

３ 成年後見制度の理解と利用の促進 176 

（１）利用者がメリットを実感できる制度の運用 178 

① 制度の利用のしやすさの向上 【新規事業】 178 

② 利用者の意思決定支援や身上保護の観点を重視した運用

【新規事業】 
178 

（２）権利擁護支援の地域連携の推進  179 

① 権利擁護支援の地域連携ネットワークの活用 

【新規事業】 
179 

② 成年後見等の担い手の確保 【新規事業】 179 

（３）制度の理解と適正な運用の促進 180 

① 制度の周知・啓発 【新規事業】 180 

② 制度の適正な運用の促進 【新規事業】 180 
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港区保健福祉基礎調査の結果 

 

調査概要 

 

１ 調査目的 

本調査は、港区における高齢者、障害者、一般区民の実態を把握し、「港

区地域保健福祉計画」等の策定のための基礎資料を作成することを目的とし

ています。 

 

２ 調査対象・抽出条件 

調査の

名称 
調査対象者 抽出条件 

高
齢
者 

① 港区在住の 65歳以上の方（介護予防・日常生活支

援総合事業対象者と判断された方、要支援・要介

護認定を受けている方を除く。） 

② 港区在住の 65歳以上の方で、令和元年９月１日時

点で 

ア) 基本チェックリストにより、介護予防・日常生活

支援総合事業対象者と判断された方 

イ) 要支援認定を受けている方（在宅生活をしている

方） 

ウ) 要介護認定を受けている方（要介護１～３で在宅

生活をしている方） 
※特別養護老人ホーム入所申込者、住所地特例者を除く 

①令和元年

９月１日時

点の住民基

本台帳より

2,000人を

男女別に無

作為抽出 

②令和元年

９月１日時

点のリスト

又は認定者

より 2,000

人を無作為

抽出 

介
護
保
険
事
業
所 

令和元年９月１日時点の、 

①港区被保険者に対して居宅介護支援の提供実績があ

る区内の居宅介護支援事業所 

②港区被保険者に対して居宅サービスの提供実績があ

る区内の居宅サービス事業所 

③港区被保険者の入所（入居）実績のある区内の介護

保険施設・居住系施設 

調査対象事

業所全数 

身
体
障
害
者 

令和元年９月１日時点の、港区在住の身体障害者手帳

所持者のうち、18歳以上の方（65 歳以上の介護予防・

日常生活支援総合事業対象者と判断された方及び要支

援・要介護認定を受けている方（以下「総合事業対象

者等」という。）、愛の手帳所持者及び精神障害者保健

福祉手帳所持者を除く。) 

調査対象者

全数 
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調査の

名称 
調査対象者 抽出条件 

知

的

障

害
者 

令和元年９月１日時点の、港区在住の愛の手帳所持者

のうち、18 歳以上の方（総合事業対象者等及び精神保

健福祉手帳所持者を除く。） 

調査対象者

全数 

精

神

障

害
者 

令和元年９月１日時点の、港区在住の精神障害者保健

福祉手帳所持者のうち、18歳以上の方（総合事業対象

者等を除く。） 

調査対象者

全数 

障
害
児 

令和元年９月１日時点の、港区在住の身体障害者手帳

所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所

持者又は難病患者等のうち、18歳未満の方 

調査対象者

全数 

難
病
患
者
等 

令和元年９月１日時点の、港区在住の難病医療費等助

成受給者（総合事業対象者等、身体障害者手帳所持

者、愛の手帳所持者及び精神障害者保健福祉手帳所持

者を除く。）のうち、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）の

対象者で 18 歳以上の方 

調査対象者

全数 

一
般
区
民 

港区在住の 15歳～64歳の区民の方（上記「身体障害

者」「知的障害者」「精神障害者」「障害児」「難病患者

等」の調査対象となった方を除く。） 

令和元年９

月１日時点

の住民基本

台帳より

3,000人を

年齢階級

別、男女別

に層化無作

為抽出 

 

３ 調査方法 

アンケート調査票の発送・郵送又はインターネットによる回収 

 

４ 調査期間 

令和元（2019）年 10～12月に実施 
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５ 回収結果 

（１）高齢者 

調査の名称 発送数 
有効回収数 

有効回収

率 郵送 
インター

ネット 

高齢者  4,000 2,012 56 51.7% 

（内訳) 

※ 

高齢者 2,000 1,220 43 63.2% 

介護予防・日常生活支

援総合事業対象者、要

介護・要支援認定者 

2,000 792 13 40.3% 

介護保険事業所 239 110 22 55.2% 

（内訳) 

※ 

居宅介護支援事業所 66 37 ５ 63.6% 

居宅サービス事業所 151 58 14 47.7% 

介護保険施設・居住系

施設 
22 15 ３ 81.8% 

※高齢者調査票及び介護保険事業所調査の内訳（有効回収数及び有効回収率）は、回答者の回答に

よるものです。 

 

（２）障害者 

調査の名称 発送数 

有効回収数 

有効回収率 
郵送 

インター 

ネット 

身体障害者 2,853 1,224 170 48.9% 

知的障害者 491 236 ９ 49.9% 

精神障害者 1,212 372 87 37.9% 

障害児 402 143 37 44.8% 

難病患者等 883 394 97 55.6% 

 

（３）一般区民 

調査の名称 発送数 

有効回収数 
有効回収

率 郵送 
インター 

ネット 

一般区民 3,000 500 242 24.7% 

 

６ 調査の結果（概要） 

（１）高齢者 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状がある方は 10.1％、症状のな

い方は 85.9％でした。認知症に関する相談窓口を知っている方は 28.1％、知

らない方は 68.8％でした。 



 

 

 

１９６ 

 

Uni-Voice 

区が実施する介護予防のための健康トレーニング事業などの「介護予防事

業」に参加したことがある方は 30.0％、参加したことがない方は 68.2％でし

た。参加したことがある方は、平成 28（2016）年調査の 26.3％と比べて３．

７ポイント増加しています。参加したことがある方の感想は、「参加しやす

い雰囲気だった」が 67.7％で最多、次いで「効果が実感できた」が 61.2％と

なっています。 

 

（２）障害者 

地域生活に必要なこととして、必要なときに受けられる介助、安全な住ま

い、困ったときの相談先、経済的な支援など、生活を送る上での安心感につ

ながる回答が多く寄せられています。 

障害があることが原因で受けたことのある対応では、身体障害者を中心に

「特にない」が最も多いものの、知的障害者（17.6％）、精神障害者（15.9％）、

障害児（18.8％）の５～６人に１人程度は障害に起因する嫌がらせを受けた

経験があると回答しています。 

住民同士の支え合い・助け合いで必要なこととして、「町会・自治会が中

心となって住民相互の交流活動を進める」が 29.3％で最多、次いで「自ら進

んで日頃から住民相互のつながりを持つよう心がける」が 28.0％となってい

ます。 

一方、精神障害者では、「地域の人が気軽に集まれる場所をつくる」が

29.6％で最多となっており、次いで「行政において地域活動をする上での相

談体制や地域活動への支援を充実させていく」が 27.7％との結果となってい

ます。 

行政の情報発信で必要な取組として「電子メール、ツイッター等の情報通

信技術を活用した手段」が 33.1％（知的障害者）、66.9％（精神障害者）、

71.3%（障害児）で最多となっています。 



 

 

１９７ 

 
Uni-Voice 

情報発信手段及び取得に当たって適している方法は、「電子メール、ツイッ

ター等の情報通信技術を活用した手段」が 20.8％（知的障害者）、52.1％（精

神障害者）、44.8%（障害児）で最多の結果となっています。 

災害時における行政の支援として、「医療機関の受入れ体制があること」

が 43.1％で最多、次いで「医療面についての相談窓口があること」が 41.4％

となっています。 

障害児の日常的に医療的ケアを行う必要について「必要がある」が 14.9％

という結果となっています。 

「放課後等デイサービス」の利用意向として「利用したい」が 68.0％で最多

の結果となっています。 

 

（３）一般区民 

港区に期待する健康づくりの支援として「健康づくりをする場の提供」が

53.8％で最多、次いで「健康に関する知識等の情報提供」が 22.0％となって

います。 

 特に「健康づくりをする場の提供」は、平成 25（2013）年調査と比べて５.

２ポイント増加、平成 28（2016）年調査と比べて５.５ポイント増加しており、

区民からのニーズが高いことが伺えます。 

子育てに関して特に悩んでいることとして、「遊ばせ方やしつけに関する

こと」が挙げられています。 

子どもとの関わり方について「子どもをたたくことは良くないため、手を

あげず、子どもと話しあうようにしている」が 32.0％で最多となった一方、

「たたくことはないが、大声でどなったり、無視してしまうことがある」が

29.5％という結果となりました。 

子どもへの体罰が法律及び東京都の条例によって禁止されたことの認知度

－「知っている」が 51.6％、「知らなかった」が 44.0％となっています。 



 

 

 

１９８ 

 

Uni-Voice 

８０５０問題について「内容までよく知っている」が 45.1％で最多となっ

た一方、「聞いたことはあるが、内容はよく知らない」が 30.1％となってい

ます。 

住民同士の支え合い・助け合いで必要なこととして、「地域の人が気軽に

集まれる場所をつくる」が 40.6％で最多、次いで「自ら進んで日頃から住民

相互のつながりを持つよう心がける」が 32.1％となっています。 

地域包括ケアシステムの推進に関して自分ができることとして、「健康づ

くりや介護予防などの生活習慣病対策の心がけ」が 59.0％で最多の結果と

なっています。 

「咳エチケット」の認知度として「咳エチケットという言葉も意味も知って

いた」が 51.3％で最多、次いで「咳エチケットという言葉も意味も知らなかっ

た」が 33.9％となっています。 

結核の早期発見には胸部エックス線撮影が有効です。「年１回区民健診や

職場の健診で撮影している」が 69.1％と最も多くなっていますが、「５年以

上撮影していない」が 16.5％、「２～３年に１回撮影している」が 13.1％と

なっています。 

蚊を媒介する病気（「デング熱」、「ジカ熱（ジカウイルス感染症等）」）

の予防について、「言葉は知っていたが、予防方法は知らなかった」が 69.6％

と最も多く、次いで「言葉も予防方法も知っていた」が 24.7％となっていま

す。 

 



 

 

１９９ 

 
Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進協議会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 区における地域保健福祉施策の計画的な推進を図るため、港区地

域保健福祉推進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 協議会は、次の事項について協議する。 

（１） 港区地域保健福祉計画の策定及び見直しに関する事項 

（２） 港区地域保健福祉計画に基づく事業の推進に関する事項 

（３） その他必要な事項 

（構成） 

第３条 協議会は、区長が委嘱する30人以内の委員をもって構成する。 

２ 前項委員のうち公募区民は10人以内とする。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から第２条第１号の港区地域保健福祉計

画に係る協議が終了した日の属する年度の末日までとする。 

２ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

（組織） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員が互選により定め、会務を統括する。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名し、会長を補佐し、会長に

事故があるときは、その職務を代理する。 

（分科会） 

第６条 検討事項を専門的に調査検討するために、協議会の下に分科会を

置くことができる。 

２ 分科会は、協議会の委員をもって構成する。 

３ 分科会に座長を置き、座長は協議会会長の指名する委員をもって

充てる。 

４ 座長は、分科会を招集し、分科会を主宰し、調査検討の経過及び

結果を委員会に報告する。 

５ 座長に事故があるときは、あらかじめ座長の指名する分科会会員

がその職務を代理する。 

６ 座長は、必要に応じ、分科会に分科会会員以外の者の出席を求

め、意見を聴くことができる。 

（会議） 

第７条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

３ 協議会は、必要に応じ、委員以外の者の出席を求め、意見を聴く

ことができる。 



 

 

 

２００ 

 

Uni-Voice 

（会議の公開） 

第８条 会議は原則として、公開する。ただし、委員の過半数の同意を得

て、非公開とすることができる。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、保健福祉支援部保健福祉課において処理する。 

（補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項

は、会長が定める。 

付 則 

１ この要綱は、平成11年６月21日から施行する。 

２ 東京都港区地域保健医療推進協議会設置要綱（平成４年７月１日付４港

保保第314号）は廃止する。 

付 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成19年10月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成23年３月15日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、既にこの要綱による改正前の港区地域保健福祉推

進協議会設置要綱第４条第１項の規定により区長が委嘱した委員の任期

は、改正後の港区地域保健福祉推進協議会設置要綱第４条第１項の規定

にかかわらず、当該委嘱の日から平成24年３月31日までとする。 

付 則 

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

  



 

 

２０１ 

 
Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進協議会委員名簿 

 区分 氏名 現職等 

全
体 

学識経験者 河合 克義◎ 明治学院大学名誉教授 

高
齢
者 学識経験者 岡本 多喜子〇 

明治学院大学 

港区・明治学院大学連携事業  

チャレンジコミュニティ大学統括コー

ディネーター 

関係団体等 

奥野 佳宏 港区社会福祉協議会事務局長 

川名 順子 
港区介護事業者連絡協議会居宅介護支

援部会副部会長 

北澤 茂雄 
港区介護事業者連絡協議会 

通所介護部会部会長 

公募区民 

伊藤 文子 公募区民 

福島 正純 公募区民 

障
害
者 学識経験者 

髙山 直樹 東洋大学社会学部教授 

丸山 晃 
東洋大学福祉社会開発研究センター 

客員研究員 

関係団体等 

野澤 景子 東京都立城南特別支援学校主幹教諭 

吉田 佳子 
港区心身障害児・者団体連合会 

副会長 

公募区民 

塩田 祥子 公募区民 

永廣 柾人 公募区民 

 



 

 

 

２０２ 

 

Uni-Voice 

 

◎：会長  〇：副会長 

 

 区分 氏名 現職等 

健
康
づ
く
り
・
保
健 

健
康 

学識経験者 遠藤 弘良 
聖路加国際大学大学院公衆衛生学

研究科研究科長 

関係団体等 

藤田 耕一郎 東京都港区医師会会長  

長井 博昭 東京都港区芝歯科医師会会長 

公募区民 

山田 淳平 公募区民 

加生 武秀 公募区民 

が
ん
対
策 

学識経験者 津金 昌一郎 
国立がん研究センター社会と健康

研究センター長 

関係団体等 

豊田 真基 
東京都港区麻布・赤坂歯科医師会会

長 

龍岡 健一 東京都港区薬剤師会会長 

公募区民 

芳賀 勲 公募区民 

吉野 茂 公募区民 

子
ど
も
・
子
育
て 

学識経験者 白川 佳子 共立女子大学家政学部教授  

関係団体等 

野尻 三重子 港区民生委員・児童委員協議会会長 

宇野 宏 
港区民生委員・児童委員協議会 

主任児童委員部会長 

●● ●● 港区立小学校ＰＴＡ連合会会長 

公募区民 
甲斐 友美 公募区民 

園山 洋平 公募区民 



 

 

２０３ 

 
Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進本部設置要綱 

 
（設置） 

第１条 都心区港区の地域特性を踏まえた地域福祉及び地域保健の推進を

図り、夢のあるともに健やかにいきいきと暮らすことのできるま

ちづくりを実現するため、港区地域保健福祉推進本部（以下「本

部」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 本部は、次に掲げる事項について検討する。 

（１） 港区地域保健福祉計画の改定及び推進に関すること。 

（２） 地域福祉及び地域保健事業の実施並びに調整に関すること。 

（３） その他本部長が必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、保健福祉支援部を担任する副区長とし、本部を招集

し、主宰する。 

３ 副本部長は、保健福祉支援部長をもって充て、本部長を補佐し、

本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

４ 本部員は、芝地区総合支所長、麻布地区総合支所長、赤坂地区総

合支所長、高輪地区総合支所長、芝浦港南地区総合支所長、産

業・地域振興支援部長、みなと保健所長、子ども家庭支援部長、

児童相談所設置準備担当部長、街づくり支援部長、街づくり事業

担当部長、環境リサイクル支援部長、企画経営部長、用地・施設

活用担当部長、防災危機管理室長、総務部長、教育委員会事務局

教育推進部長、教育委員会事務局学校教育部長をもって充てる。 

（会議） 

第４条 本部は、本部員の定数の半数以上の出席がなければ、会議を開く

ことができない。 

２ 本部長は、必要に応じ、本部会議に本部員以外の者の出席を求

め、意見を聴くことができる。 

（幹事会） 

第５条 本部に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は、保健福祉支援部長をもって充て、幹事会を招集し、主

宰する。 

４ 副幹事長は、みなと保健所長、子ども家庭支援部長及び児童相談

所設置準備担当部長をもって充て、幹事長を補佐し、幹事長に事

故あるときは、その職務を代理する。 

５ 幹事は、別表に掲げる者をもって充てる。 

６ 幹事長は、前項に定める幹事のほか、必要と認めるときは臨時に

幹事を指名することができる。 



 

 

 

２０４ 

 

Uni-Voice 

（部会） 

第６条 幹事会は必要に応じて、部会を置くことができる。 

２ 部会は、幹事長の指名する部会長、副部会長及び部会員をもって

構成する。 

３ 部会長は、部会を招集し、主宰し、調査・検討の経過及び結果を

幹事会に報告する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは、その職

務を代理する。 

５ 部会長は、必要に応じ、部会に部会員以外の者の出席を求め、意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 本部・幹事会及び部会の庶務は、保健福祉支援部保健福祉課にお

いて処理する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めのあるもののほか本部の運営に関し必要な事項

は、本部長が別に定める。 

付 則 

（略） 

別表（第５条関係） 

（略） 

  



 

 

２０５ 

 
Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進本部名簿 

役 職 職 名 氏 名 

本部長 副区長 青木 康平 

副本部長 
保健福祉支援部長 

麻布地区総合支所長 有賀 謙二 

本部員 

芝地区総合支所長 

街づくり支援部長 野澤 靖弘 

赤坂地区総合支所長 

子ども家庭支援部長 中島 博子 

高輪地区総合支所長 

産業・地域振興支援部長 森 信二 

芝浦港南地区総合支所長 

環境リサイクル支援部長 新井 樹夫 

みなと保健所長 松本 加代 

児童相談所設置準備担当部長 田﨑 みどり 

街づくり事業担当部長 冨田 慎二 

企画経営部長 大澤 鉄也 

用地・施設活用担当部長 坂本 徹 

防災危機管理室長 長谷川 浩義 

総務部長 新宮 弘章 

教育委員会事務局教育推進部長 星川 邦昭 

教育委員会事務局学校教育部長 湯川 康生 

 

  



 

 

 

２０６ 

 

Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進本部幹事会名簿 

役職 職名 氏名 

幹事長 保健福祉支援部長 有賀 謙二 

副幹事長 みなと保健所長 松本 加代 

〃 子ども家庭支援部長 中島 博子 

〃 児童相談所設置準備担当部長 田﨑 みどり 

幹 事 芝地区総合支所区民課長 井上 茂 

〃 
芝地区総合支所生活福祉担当課長 
（保健福祉支援部生活福祉調整課長兼務） 

阿部 徹也 

〃 麻布地区総合支所区民課長 橋本 誠 

〃 赤坂地区総合支所区民課長 大原 裕美子 

〃 高輪地区総合支所区民課長 沼倉 賢司 

〃 芝浦港南地区総合支所区民課長 野々山 哲 

〃 保健福祉支援部保健福祉課長 山本 睦美 

〃 保健福祉支援部福祉施設整備担当課長 奥村 直人 

〃 保健福祉支援部高齢者支援課長 金田 耕治郎 

〃 保健福祉支援部介護保険課長 河本 良江 

〃 保健福祉支援部障害者福祉課長 小笹 美由紀 

〃 保健福祉支援部国保年金課長 後藤 邦正 

〃 みなと保健所生活衛生課長 上村 隆 

〃 みなと保健所参事（保健予防課長事務取扱） 舟木 素子 

〃 みなと保健所健康推進課長 二宮 博文 

〃 子ども家庭支援部子ども家庭課長 野上 宏 

〃 子ども家庭支援部児童相談所設置準備担当課長 保志 幸子 

〃 子ども家庭支援部保育政策課長 鈴木 雅紀 

〃 子ども家庭支援部保育課長 山越 恒慶 

〃 子ども家庭支援部子ども家庭支援センター所長 安達 佳子 

〃 企画経営部企画課長 大浦 昇 

〃 
教育委員会事務局教育推進部生涯学習スポーツ

振興課長 
木下 典子 

〃 教育委員会事務局学校教育部教育指導担当課長 篠﨑 玲子 

 



 

 

２０７ 

 
Uni-Voice 

港区高齢者保健福祉計画検討委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 港区高齢者保健福祉計画の策定に当たり、区民や関係者の意見を

反映させるため、港区高齢者保健福祉計画検討委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 

（定義） 

第２条 この要綱において港区高齢者保健福祉計画とは、老人福祉計画、

介護保険事業計画を含む計画とする。 

（所掌事項） 

第３条 委員会は、次の事項について協議し、区長に報告するものとす

る。 

（１） 港区高齢者保健福祉計画の改定に関すること。 

（２） その他必要な事項 

（構成） 

第４条 委員会は、区民及び学識経験者、医療関係者、福祉関係者等のう

ちから、区長が委嘱する16名以内の委員をもって構成する。 

２ 前項の区民委員のうち２名は、公募によるものとする。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から第３条に規定する事項について区長

に報告をした日までとする。 

（委員会） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員が互選により定める。 

３ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その

職務を代理する。 

（運営） 

第７条 委員長は、委員会を招集し、会議を主宰する。 

２ 委員長は、委員の定数の半数以上の委員の出席がなければ、会議

を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のと

きは、委員長の決するところによる。 

４ 前項の場合において、委員長は委員として議決に加わることはで

きない。 

５ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し委員

会への出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（会議の公開） 

第８条 委員会の会議は、公開とする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、保健福祉支援部高齢者支援課において処理す

る。 



 

 

 

２０８ 

 

Uni-Voice 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成19年10月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

 

  



 

 

２０９ 

 
Uni-Voice 

港区高齢者保健福祉計画検討委員会委員名簿 

区

分 
氏 名 現職等 

学
識
経
験
者 

岡本 多喜子 
明治学院大学 港区・明治学院大学連携事業 

チャレンジコミュニティ大学統括コーディネーター 

中田 晴美 昭和大学保健医療学部看護学科准教授 

菊池 いづみ 日本社会事業大学社会福祉学部教授 

公
募
区
民 

伊藤 文子 公募区民 

福島 正純 公募区民 

医
療
関
係
者 

坪田 淳 一般社団法人東京都港区医師会副会長 

兼松 由美子 公益社団法人東京都港区麻布赤坂歯科医師会副会長 

北村 兼一 一般社団法人東京都港区薬剤師会 副会長 

福
祉
関
係
者 

築田 晴 高輪地区高齢者相談センター管理者 

川名 順子 港区介護事業者連絡協議会居宅介護支援部会副部会長 

北澤 茂雄 港区介護事業者連絡協議会通所介護部会部会長 

加賀 幸太郎 港区介護事業者連絡協議会訪問介護部会部会長 

張江 真大 港区介護事業者連絡協議会訪問看護部会部会長 

眞鍋 敬一 特別養護老人ホームありすの杜きのこ南麻布施設長 

西 清子 港区民生委員・児童委員協議会会長職務代理 

奥野 佳宏 港区社会福祉協議会事務局長 

 

 



 

 

 

２１０ 

 

Uni-Voice 

港区障害者地域自立支援協議会設置要綱 

（設置) 

第１条 港区における障害者等への支援の体制の整備を図るため、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年

法律第123号)第89条の3の規定に基づき、港区障害者地域自立支援

協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項) 

第２条 協議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１) 障害者に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

項に関すること。 

（２) 障害者に関する施策の推進について必要な連絡調整に関すること。 

（３) 障害者の相談支援に関すること。 

（４) その他区長が必要と認める事項 

（組織) 

第３条 協議会は、学識経験者、障害者及びその家族並びに障害者の福祉

に関する事業に従事する者、その他区長が必要と認める者のうち

から、区長が委嘱する委員20人以内をもって組織する。 

２ 前項の障害者及びその家族の中から委嘱する委員は、区民からの公募 

によって選定する。 

（委員の任期) 

第４条 委員の任期は、3年とし、再任を妨げない。再任する場合において

は、連続する在任期間は6年を越えないものとする。ただし、区長

が専門知識活用等のため、特に必要と認める委員は、この限りで

ない。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長) 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選により定め、会務を統括する。 

３ 副会長は、委員のうちから会長が指名し、会長を補佐し、会長に事故

があるときは、その職務を代理する。 

（会議) 

第６条 協議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に協議会への出席

を求め、その意見を聴くことができる。 

（協議会の公開) 

第７条 協議会の会議は、原則として公開とする。 

（会議録の調製) 

第８条 会長は、会議録を調製し、これを保存しなければならない。 

（専門部会) 

第９条 検討事項を専門的に調査検討するため、協議会に専門部会を置く

ことができる。 



 

 

２１１ 

 
Uni-Voice 

（幹事会） 

第10条 協議会に諮る検討事項を調整するため、協議会に幹事会を置くこ

とができる。 

（庶務) 

第11条 協議会の庶務は、保健福祉支援部障害者福祉課が担当する。 

（委任) 

第12条 協議会の運営その他この要綱の施行について必要な事項は、別に

定める。 

 

付 則 

この要綱は、平成17年7月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成18年4月1日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成19年10月14日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成22年4月1日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成24年4月1日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の要綱第３条の規定により港区障害者

地域自立支援協議会の委員に委嘱されている者に係る第４条の委員の任

期については、なお従前の例による。 

付 則 

この要綱は、平成25年4月1日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成30年10月1日から施行する。 

２ この要綱施行の際、現に改正前の要綱第３条の規定により港区障害者地

域自立支援協議会の委員に委嘱されている者に係る第４条の委員の任期

については、なお従前の例による。 

  



 

 

 

２１２ 

 

Uni-Voice 

港区障害者地域自立支援協議会委員等名簿 

区

分 
氏 名 現職等 

公
募
区
民 

塩田 祥子 公募区民 

高井 玲子 公募区民 

髙田 千明 公募区民 

永廣 柾人 公募区民 

関
係
団
体
、
学
識
経
験
者
等 

髙山 直樹 東洋大学社会学部教授 

丸山 晃 
東洋大学福祉社会開発研究センター 

客員研究員 

吉澤 豊 
日本福祉教育専門学校精神保健福祉士養成科 

通信教育部副教育相談科長 

中林 秀夫 東京都港区医師会 

青木 正賢 港法曹会 

野尻 三重子 港区民生委員・児童委員協議会会長 

荻野 俊樹 東京都立港特別支援学校教諭 

野澤 景子 東京都立城南特別支援学校主幹教諭 

奥野 佳宏 港区社会福祉協議会事務局長 

吉田 佳子 港区心身障害児・者団体連合会副会長 

廣岡 孝 港区心身障害児・者団体連合会事務局長 

小泉 達也 
相談支援部会代表  

社会福祉法人友愛十字会 

小嶋 史樹 
就労支援部会代表  

特定非営利活動法人みなと障がい者福祉事業団 

 

 



 

 

２１３ 

 
Uni-Voice 

港区地域保健福祉推進協議会・分科会 検討経過 

会議 回 開催日 主な議題 

地域保健福祉

推進協議会 

（全体会） 

第１回 令和２年 

６月 22日 

（書面会議） 

港区保健福祉基礎調査結果について 

令和元年度「港区地域保健福祉計

画」計上事業の進捗状況について 

次期港区地域保健福祉計画等の策定

について 

第２回 10月 15日 港区地域保健福祉推進協議会及び分

科会の検討状況について 

次期港区地域保健福祉計画等（素案）

について 

第３回  調整中 調整中 

子ども・子育

て分科会 

第１回 令和２年 

10月 12日 

次期港区地域保健福祉計画等子ど

も・子育て分野（素案）について 

高齢者分科会 

（高齢者保健

福祉計画検討

委員会） 

第１回 令和２年 

６月 25日 

（書面会議） 

港区保健福祉基礎調査（高齢者基礎

調査）結果について 

令和元年度「港区高齢者保健福祉計

画」計上事業の進捗状況について 

次期港区地域保健福祉計画等の策定

について 

第２回  ７月 31日 

（書面会議） 

次期港区高齢者保健福祉計画重点項

目の分類（案）について 

次期港区高齢者保健福祉計画重点項

目内の小項目（案）について 

第３回 10月１日 

（書面会議） 

次期港区高齢者保健福祉計画（素案）

について 

第８期港区介護保険事業計画（素案）

について 

第４回 調整中 調整中 

障害者分科会 

（障害者地域

自立支援協議

会） 

第１回 令和２年 

６月 30日 

（書面会議） 

港区保健福祉基礎調査結果について 

令和元年度「港区地域保健福祉計画

（障害者施策の推進）」計上事業の進

捗状況について 

次期港区地域保健福祉計画等（障害

者施策の推進）について 

第２回 ８月 20日 

（書面会議） 

次期港区障害者計画・第６期港区障

害福祉計画・第２期障害児福祉計画

策定について 

第３回 10月７日 

（書面会議） 

次期港区障害者計画・第６期港区障

害福祉計画・第２期障害児福祉計画

（素案）について 



 

 

 

２１４ 

 

Uni-Voice 

会議 回 開催日 主な議題 

第４回 調整中 調整中 

健康づくり・

保健分科会 

第１回 令和２年 

７月 13日 

（書面会議） 

健康分科会とがん対策分科会の合同

開催について（案） 

港区保健福祉基礎調査概要版につい

て 

次期港区地域保健福祉計画等施策体

系（案）について 

第２回 ９月１日 

（書面会議） 

次期港区地域保健福祉計画等（素案）

について 

第３回 10月５日 

（書面会議） 

次期港区地域保健福祉計画等（素案）

について 

第４回 調整中 調整中 

  



 

 

２１５ 

 
Uni-Voice 

区民説明会開催状況 

回 説明会開催時間 場所 
参加

人数 

１ 

12月 14日(月) 

○○時

～ 
台場区民センター 第１・第２集会室  

２ 
○○時

～ 
港南区民協働スペース多目的３・４  

３ 

12月 15日(火) 

○○時

～ 
麻布区民協働スペース１・２  

４ 
○○時

～ 
麻布区民協働スペース１・２  

５ 

12月 16日(水) 

○○時

～ 
赤坂区民センター研修室  

６ 
○○時

～ 
赤坂区民センター研修室  

７ 

12月 17日(木) 

○○時

～ 

白金台 

区民協働スペース会議室２ 
 

８ 
○○時

～ 

白金台 

区民協働スペース会議室２ 
 

９ 

12月 18日(金) 

○○時

～ 
芝浦区民協働スペース多目的２・３  

10 
○○時

～ 
調整中   

11 12月 19日(土) 
○○時

～ 
本庁舎 ９階会議室   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

Uni-Voice 
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